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第１ 監査の概要 

 

１ 監査の目的 

地方自治法第１９９条第１項、第２項、第４項及び第７項に基づき、都の財務に関す

る事務の執行、経営に係る事業の管理及び事務の執行が、適正・適切に行われているか

について、平成２７年定例監査を実施した。 

 

２ 監査の対象 

平成２６年度における都の事務及び事業の全般を対象とした。 

あわせて、平成２６年度東京都財務諸表の作成についても検証した。 

 

３ 監査の期間 

平成２７年１月９日（金）から同年９月２日（水）まで 

局別の実地監査期間は、別表１のとおりである。 

 

４ 監査実施状況 

全２８局を対象として、表１のとおり、監査を実施した。 

局別の実地監査場所は、別表２のとおりである。 

 

（表１）監査実施状況 

区分 対象箇所数 実施箇所数 実施率 

本庁 １３７ １３７ １００  ％ 

事業所 ７３７ ３０１   ４０．８％ 

計 ８７４ ４３８ ５０．１％ 

 

５ 監査の観点 

合規性、経済性、効率性及び有効性の観点から監査を行った。 
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第２ 監査の結果 

 

１ 監査結果の概要 

監査の結果、是正・改善すべき事項が認められたので、表２のとおり、１７局に対し、

１１１件の指摘、４件の意見・要望を行った。 

指摘事項の一覧は別表３のとおりである。 

指摘金額は１億７，４２７万余円であり、このうち、経費の削減や収入漏れなどを指

摘したものが５，９９０万余円である。 

 

（表２）指摘事項、意見・要望事項の局別件数 

 
局 

指摘事項 意見 

要望 
合計 

うち重点 
監査事項 

歳入 歳出 財産 その他 計 工事 局別 

1 総務局    1 1 1 2  1  

2 財務局  1   1  1   

3 主税局 10    10  10  2 

4 生活文化局  2  2 4  4 1 2 

5 
オリンピック・ 
パラリンピック準備局  1 1 1 3 3 6  5 

6 都市整備局  6  2 8  8 1  

7 環境局  5   5  5  1 

8 福祉保健局 4 3   7  7  2 

9 病院経営本部 1 7   8  8  1 

10 産業労働局  2   2  2   

11 中央卸売市場 1 1  1 3  3 1  

12 建設局 1 6  1 8  8 1 1 

13 港湾局  1   1  1  1 

14 交通局 8 3  1 12  12 1  

15 水道局   7  2 9  9  1 

16 下水道局 2 4  1 7  7  2 

17 教育庁 2 15 1 4 22  22  1 

 
計 29 64 2 16 111 4 115 6 19 
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２ 主な指摘事例 

 

都市整備局 指摘事項（２） Ｐ．５７ 

（１）工事の設計書作成のために構築したシステムを活用していなかったもの 

 

都市整備局では、住宅建設事務所が起工する建築工事と設備工事の設計書作成の

ためにシステムを構築したが、建築工事ではシステムが運用されて以来、活用して

いなかった。 

 

都市整備局では、東部住宅建設事務所と西部住宅建設事務所が起工する都営住宅の建築

工事と設備工事の設計書作成のため、システムを構築し、平成１３年度から運用している。 

局は、積算における正確性を担保するため、本システムにより設計書の作成を行うこと

としており、表計算ソフトの使用を認めていない。 

しかしながら、このシステムによる設計書の作成状況について見たところ、各事務所と

も建築工事では作成・修正作業が効率的であるとして表計算ソフトを用いて作成しており、

システムについては運用されて以来、活用していなかった。 

また、局はシステムの運用開始時を除き、具体的にシステムを使用するよう指導した実

績はなく、各事務所がシステムを使用していないことを看過している状況となっていた。 

そこで、事務所の実情を分析の上、システム改修の検討を行うなど、システムの活用に

ついて検討を求めた。 
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建設局 指摘事項（３） Ｐ．１００ 

（２）復旧工事監督事務費の請求事務を速やかに行っていなかったのもの 

 

復旧工事監督事務費は、工事しゅん功後、直ちに占用者に請求するものであるが、

西多摩建設事務所と南多摩東部建設事務所では、長期間、事務手続を行っておらず、

占用者への請求を行っていなかった。 

 

道路占用工事に伴い道路を掘さくし、しゅん功後に道路を復旧する場合、占用者は復旧

工事監督事務費を都に支払うこととなっている。 

そのため、建設事務所は、占用者から工事しゅん功届を提出させ、しゅん功立会を実施

後、直ちに復旧工事監督事務費を請求することとなっている。 

しかしながら、西多摩建設事務所と南多摩東部建設事務所では、しゅん功から長期間経

過しているにもかかわらず占用者からしゅん功届を徴していない事例や、合計で２７６万

余円の復旧工事監督事務費について直ちに請求していない事例があった。 

そこで、道路占用工事に伴う復旧工事監督事務費に係る事務を適正に行うよう求めた。 
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交通局 指摘事項（２）ア～カ Ｐ．１１３ 

（３）乗務員等が現金を取り扱う場合の業務手順等を具体的に定めていなかったもの 

 

バスの料金収入について乗務員等が現金を取り扱う事例が発生した場合に、事後

に客観的な検証を行える仕組みとなっていなかったため、現金を漏れなく収入して

いるか確認できなかった。 

 

交通局では、バスの料金収入の管理に当たって、乗客がバス車内の料金機に運賃を投入

してから自動車営業所に設置してある精算機により回収し、金融機関に納めるまでの間、

乗務員等が直接現金を取り扱わない仕組みとしている。しかし、 

① 自動車営業所の車両係が料金機の点検及び故障修理を行ったとき 

② 返金ボタンを使用したとき 

③ その他収受した現金等に係る例外的な処理を行ったとき 

など、やむを得ず乗務員等が現金を取り扱った場合に、事後に客観的な検証を行える仕組

みとなっていなかったため、現金を漏れなく収入しているか確認できなかった。 

そこで、乗務員等が現金を取り扱う場合の具体的な業務手順等を定めるよう求めた。 
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教育庁 指摘事項（１１） Ｐ．１５９ 

（４）都立学校の消防用設備について修繕等を行っていなかったもの 

 

中部学校経営支援センターは、都立学校の消防用設備の定期点検で不備を指摘さ

れた屋内消火栓設備や防火設備について、修繕等を行っていなかった。 

 

中部学校経営支援センターは、管轄する都立学校の消防用設備の定期点検の委託を数校

ずつにまとめて契約している。定期点検は年２回実施され、結果報告書は、センターと点

検を受けた学校の両方に提出されることになっている。 

ところで、石神井特別支援学校では、平成２６年８月と平成２７年２月に消防用設備の

定期点検が行われ、２回の点検ともに屋内消火栓設備と防火設備の不備を指摘された事項

があったが、平成２７年５月においても改善されていなかった。 

この間の対応状況を確認したところ、学校は、センターに対して平成２６年１１月に指

摘箇所の修繕を依頼していたものの、センターが改善に向けての手続を行っていなかった。 

そこで、不備のあった設備を速やかに改善するよう求めた。 
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教育庁 指摘事項（１２）ア Ｐ．１６０ 

（５）デジタル化した資料を有効活用していなかったもの 

 

中央図書館は、業務委託により資料のデジタル化を行っているが、デジタル化し

た資料について、館内で閲覧できるようにしておらず、原資料の劣化・損傷の防止

のために活用されていなかった。 

 

中央図書館は、東京に関する郷土資料等の一部について、平成２１年度以降、業務委託

により資料をデジタル化し、公開用データ、高解像度の保存用データを作成している。公

開用データについては、平成２５年５月から「東京都立図書館デジタルアーカイブ」とし

てインターネット上で公開している。資料のデジタル化には平成２６年度までに３，２６１

万余円の委託費用を要している。 

ところで、東京に関する郷土資料等の中には、可能な限り劣化の進行を防ぐ必要のある

貴重資料や、紙質・利用状況によって劣化や損傷が進んでいるものが含まれている。 

このため、デジタル化を行った資料については、原則として原資料ではなく、保存用デ

ータを館内において閲覧の用に供することで原資料の利用を減らし、劣化と損傷を防止す

ることができる。 

しかしながら、平成２１年度以降にデジタル化してきた４，０８７件の資料について、

館内で保存用データを閲覧できるようにしておらず、その原資料を１万４，２３０回、閲

覧の用に供しており、デジタルデータが原資料の劣化・損傷の防止のために利用されてい

なかった。 

そこで、デジタル化したデータを館内で閲覧できるようにするよう求めた。 
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第３ 重点監査事項 

 

１ 工事契約に係る価格情報管理 

（１）目的 

   平成２６年度に発覚した水道局職員による最低制限価格に係る情報漏えい事件を受

け、工事契約に係る価格情報の管理に問題がないか確認するとともに、再発抑止の効

果を及ぼすことを目的として、全庁を対象として重点的に監査を実施した。 

 

（２）監査の観点 

   契約手続、契約前における工事契約の最低制限価格等の情報管理は適切か 

 

（３）監査の方法 

最低制限価格は、契約担当者が、直接工事費、共通仮設費、現場管理費、一般管理

費などに一定の掛け率を乗じて算定し、開札終了までの間、関係者以外の者に最低制

限価格を知ることができないよう取り扱っている。 

   このため、最低制限価格と同様に、直接工事費等の積算情報についても、適切に管

理する必要がある。 

これらの情報管理について、次の着眼点により監査を実施した。 

  ア 設計・積算・起工情報は、関係者以外の者に閲覧を制限するなど適切に管理され

ているか 

  イ 指名業者選定委員会資料は、委員会終了後に処分するなど適切に取り扱われてい

るか 

  ウ 最低制限価格等の発注情報は、関係者以外の者が知り得る状態にないよう厳格に

管理されているか 

 

（４）監査の結果 

   工事契約を行っている１９局２０５部・所について監査を実施した結果、工事契約

に係る価格情報は概ね適切に管理されていたものの、電子ファイルの管理等について、

是正・改善すべき事項が認められたので、６局に対し、６件の指摘を行った。   
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（５）指摘の概要 

表３のとおり、適切でない事例が認められた。 

 

（表３）指摘事例 

概要 局 掲載頁 

積算情報等の電子ファイルをネットワーク

上の共有フォルダに保存していたため、関係者

以外の職員が閲覧できる状況となっていたも

の 

 

○ 電子ファイルにパスワードを設定してい

なかったもの 

○ フォルダのアクセス制限が課や係などの

組織単位となっていたもの 

総務局 指摘事項（１）Ｐ.  ２５ 

都市整備局 指摘事項（１）Ｐ.  ５６ 

中央卸売市場 指摘事項（３）Ｐ.  ９６ 

建設局 指摘事項（１）Ｐ.  ９８ 

交通局 指摘事項（１）Ｐ.１１２ 

システムの起動パスワードが常時保存され

ていたため、作成された設計内訳書を関係者以

外の職員が閲覧できる状況となっていたもの 

生活文化局 指摘事項（３）Ｐ.  ４５ 

中央卸売市場 指摘事項（３）Ｐ.  ９６ 

 



－１０－ 

２ 局別重点監査事項 

  重点監査事項として、次の項目を設定し、局ごとに重点監査事項と具体的なテーマを

選定することとした。 

 

 平成２７年定例監査局別重点監査事項 

○ 事業実施部門の外部委託 

○ 業務の内部統制 

○ 債権管理 

 

監査の実施に当たっては、表４のとおり、１６の局について、事業内容に応じて重点

監査事項を選定し、具体的なテーマを設定した。 

また、「事業実施部門の外部委託」を選定した局のうち、生活文化局、環境局、産業労

働局、交通局、水道局及び下水道局については、財政援助団体が行っている業務等を対

象として、表５のとおり、７団体に対して監査を実施した。 

監査の結果、１１局及び２団体に対し、１６件の指摘、３件の意見・要望を行った。 

 

（表４）局別重点監査事項一覧 

 局 
選定した重点監
査事項 

テーマ 指摘等件数 

1 財務局 業務の内部統制 電子調達システム 0 

2 主税局 債権管理 都税の滞納整理について 2 

3 生活文化局 
事業実施部門の
外部委託 アーツカウンシル東京について 2 

4 
ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘ
ﾝﾋﾟｯｸ準備局 

事業実施部門の
外部委託 

若洲海浜公園ヨット訓練所の 
管理運営 

指摘 2 
意見・要望 3 

5 都市整備局 
事業実施部門の
外部委託 

都営住宅等の管理 0 

6 環境局 
事業実施部門の
外部委託 

造成させた基金を原資とする助成金
交付事業 

（注）1 

7 福祉保健局 債権管理 診療報酬請求業務 2 

8 病院経営本部 業務の内部統制 診療報酬請求業務 1 

（注）団体に対する指摘あり 
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 局 
選定した重点監
査事項 

テーマ 指摘等件数 

9 産業労働局 
事業実施部門の
外部委託 

造成させた基金を原資とする助成金
交付事業 

0 

10 中央卸売市場 業務の内部統制 仲卸業者が納付する売上高割使用料 0 

11 建設局 
事業実施部門の
外部委託 都営駐車場の管理 1 

12 港湾局 
事業実施部門の
外部委託 客船ターミナルの管理 1 

13 交通局 
事業実施部門の
外部委託 都営バス支所の管理 0 

14 水道局 
事業実施部門の
外部委託 給水装置関連業務、多摩地区営業業務 1 

15 下水道局 
事業実施部門の
外部委託 水再生センター保全管理業務 （注）2 

16 教育庁 債権管理 授業料に係る債権管理 1 

 計   
指摘 16 

意見・要望 3 

（注）団体に対する指摘あり 

 

（表５）団体一覧 

 団体 所管局 団体に業務を行わせている方法 

1 公益財団法人東京都歴史文化財団 生活文化局 出えんによる基金の造成 

2 公益財団法人東京都環境公社 環境局 出えんによる基金の造成 

3 公益財団法人東京都中小企業振興公社 産業労働局 出えんによる基金の造成 

4 株式会社はとバス 交通局 業務委託 

5 株式会社ＰＵＣ 水道局 業務委託 

6 東京水道サービス株式会社 水道局 業務委託 

7 東京都下水道サービス株式会社 下水道局 業務委託 
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第４ 東京都財務諸表等の監査 

 

１ 監査の目的 

平成２６年度東京都財務諸表（貸借対照表、行政コスト計算書、キャッシュ・フロー

計算書、正味財産変動計算書及び附属明細書）が、東京都会計基準に準拠しているかを

検証することを目的として実施した。 

 

２ 監査対象及び期間 

東京都財務諸表（一般会計及び１５特別会計）の基となる「局別会計別財務諸表」に

ついて、各局に対して監査を行った後、東京都財務諸表について、会計管理局に対し監

査を実施した。 

① 局別会計別財務諸表 平成２７年８月３日から同月５日まで 

② 東京都財務諸表   平成２７年８月２４日 

 

３ 監査の方法 

（１）財務諸表相互間の整合性の確認 

（２）前期の財務諸表との継続性の確認 

（３）歳入歳出決算との整合性の確認 

（４）財産情報システムの残高と貸借対照表残高との整合性の確認 

（５）物品管理システムの残高と貸借対照表残高との整合性の確認 

（６）貸借対照表の科目別残高の確認 

ア 「財産に関する調書」との突合 

イ 当期の増減について関係書類（購入原議等）との照合（抽出による） 

ウ 減価償却計算に関する検証（抽出による） 

（７）決算整理手続の確認 

不納欠損引当金、貸倒引当金、退職給与引当金及び賞与引当金について、計上額や

算定の根拠となる計数を確認 

（８）特異科目の検証 

特に留意する必要がある科目及び科目名等からは内容が明確でない科目（その他行

政費用など）について、計上した理由や妥当性を検証 
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４ 監査の結果 

監査の対象とした財務諸表については、監査を実施した範囲において、東京都会計基

準に準拠して作成されているものと認められる。 

 

なお、建設仮勘定残高の中に、精算すべきであるにもかかわらず未精算のものが一部

の局で認められた。今後、各局は建設仮勘定の残高を精査することが望まれる。 

 

また、都では、法律により適正な処理が義務付けられているＰＣＢ廃棄物を局ごとに

保管している。企業会計では、ＰＣＢ廃棄物の処理費用について引当金を計上している

が、各局が、一般及び特別会計所管分として保管しているＰＣＢ廃棄物の処理費用につ

いても、今後、引当金として計上することを検討すべきである。 
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（別表１）局別実地監査期間 

 局 実地監査 補足監査 

１ 政策企画局 平成27年5月18日から20日まで 
 

２ 青少年・治安対策本部 平成27年5月18日、21日及び22日 
 

３ 総務局（注） 平成27年5月18日から26日まで 
 

４ 財務局 平成27年4月13日から16日まで 平成27年6月15日 

５ 主税局 平成27年2月4日から3月6日まで 平成27年6月15日及び16日 

６ 生活文化局 平成27年1月13日から2月16日まで 平成27年6月15日及び16日 

７ 
オリンピック・パラリンピ

ック準備局 
平成27年5月29日から6月5日まで 

 

８ 都市整備局 平成27年4月9日から27日まで 平成27年6月15日及び16日 

９ 環境局 平成27年4月10日から21日まで 平成27年6月15日 

10 福祉保健局（注） 平成27年5月7日から28日まで  

11 病院経営本部 平成27年4月24日から5月29日まで  

12 産業労働局 平成27年5月14日から6月11日まで 
 

13 中央卸売市場 平成27年1月14日から30日まで 平成27年6月15日及び16日 

14 建設局 平成27年2月13日から3月10日まで 平成27年6月16日 

15 港湾局 平成27年4月9日から27日まで 平成27年6月15日及び16日 

16 会計管理局 平成27年3月2日から5日まで 平成27年6月15日及び16日 

17 東京消防庁 平成27年1月15日から30日まで 平成27年6月15日及び16日 

18 交通局 平成27年4月10日から28日まで 
 

19 水道局 平成27年1月15日から2月17日まで 平成27年6月15日及び16日 

20 下水道局 平成27年1月9日から2月9日まで 平成27年6月15日及び16日 

21 教育庁（注） 平成27年4月22日から6月4日まで 
 

22 警視庁 平成27年4月10日から4月21日まで 平成27年6月15日及び16日 

23 選挙管理委員会事務局 平成27年3月18日及び19日 平成27年6月15日 

24 人事委員会事務局 平成27年3月5日 平成27年6月15日 

25 監査事務局 平成27年3月11日 平成27年6月15日 

26 労働委員会事務局 平成27年3月20日 
 

27 収用委員会事務局 平成27年3月13日 
 

28 議会局 平成27年3月3日及び4日 平成27年6月16日 

（注）三宅支庁管内の事業所は平成27年5月14日及び15日、小笠原支庁管内の事業所は平成27年5月26日、

27日及び29日 
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（別表２）局別実地監査場所 

 局 本庁の部 事業所 

1 政策企画局 
総務部、調整部、計画

部、外務部 
4   

2 
青少年・ 

治安対策本部 
総合対策部 1   

3 総務局 

総務部、復興支援対策

部、行政改革推進部、

情報通信企画部、人事

部、行政監察室、行政

部、総合防災部、統計

部、人権部 

10 三宅支庁、小笠原支庁 2 

4 財務局 
経理部、主計部、財産

運用部、建築保全部 
4   

5 主税局 
総務部、税制部、課税

部、資産税部、徴収部 
5 

港・新宿・江東・目黒・大田・世田谷・中野・

豊島・北・荒川・板橋・江戸川・立川各都税

事務所、都税総合事務センター 

14 

6 生活文化局 

総務部、広報広聴部、

都民生活部、消費生活

部、私学部、文化振興

部 

6 
消費生活総合センター、計量検定所、東京ウ

ィメンズプラザ 
3 

7 

オリンピック・ 

パラリンピック

準備局 

総務部、総合調整部、

大会準備部、スポーツ

推進部 

4   

8 都市整備局 

総務部、都市づくり政

策部、住宅政策推進

部、都市基盤部、市街

地整備部、市街地建築

部、都営住宅経営部、

基地対策部 

8 

第一市街地整備事務所（旧第一区画整理事務

所、旧第二区画整理事務所及び旧再開発事務

所）、第二市街地整備事務所（旧再開発事務

所及び旧第二区画整理事務所）、多摩ニュー

タウン整備事務所、多摩建築指導事務所、東

部住宅建設事務所及び西部住宅建設事務所 

6 

9 環境局 

総務部、地球環境エネ

ルギー部、環境改善

部、自然環境部、資源

循環推進部 

5 多摩環境事務所 1 

10 福祉保健局 

総務部、指導監査部、

医療政策部、保健政策

部、生活福祉部、高齢

社会対策部、少子社会

対策部、障害者施策推

進部、健康安全部 

9 

広尾・荏原・北多摩・南多摩各看護専門学校、

西多摩・南多摩・多摩立川・多摩府中各保健

所、島しょ保健所三宅・小笠原各出張所、西

多摩福祉事務所、東村山ナーシングホーム、

萩山実務学校、誠明学園、児童相談センター、

北・多摩・江東・八王子・立川各児童相談所、

女性相談センター、心身障害者福祉センター、

北療育医療センター、府中療育センター、中

部・多摩各総合精神保健福祉センター、精神

保健福祉センター、健康安全研究センター、

市場衛生検査所 

29 
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 局名 本庁の部 事業所 

11 病院経営本部 
経営企画部、サービス

推進部 
2 

広尾・大塚・駒込・墨東・神経・松沢各病院、

多摩総合医療センター、小児総合医療センター 
8 

12 産業労働局 

総務部、商工部、金融

部、金融監理部、観光

部、農林水産部、雇用

就業部 

7 

農業振興事務所、森林事務所、島しょ農林水産

総合センター、家畜保健衛生所、労働相談情報

センター、労働相談情報センター大崎事務所、

労働相談情報センター池袋事務所、労働相談情

報センター亀戸事務所、労働相談情報センター

国分寺事務所、労働相談情報センター八王子事

務所、中央・城北職業能力開発センター、中央・

城北職業能力開発センター高年齢者校、城南職

業能力開発センター、城東職業能力開発センタ

ー、多摩職業能力開発センター、多摩職業能力

開発センター八王子校、東京障害者職業能力開

発校 

17 

13 中央卸売市場 
管理部、事業部、新市

場整備部 
3 

築地市場、食肉市場、大田市場、豊島市場、淀

橋市場、足立市場、板橋市場、世田谷市場、北

足立市場、多摩ニュータウン市場、葛西市場 

11 

14 建設局 

総務部、用地部、道路

管理部、道路建設部、

三環状道路整備推進

部、公園緑地部、河川

部 

7 

第一・第二・第三・第四・第五・第六・西多摩・

南多摩東部・南多摩西部・北多摩南部・北多摩

北部各建設事務所、土木技術支援・人材育成セ

ンター、東部・西部各公園緑地事務所、江東治

水事務所 

15 

15 港湾局 

総務部、港湾経営部、

臨海開発部、港湾整備

部、離島港湾部 

5 
東京港管理事務所、東京港建設事務所、調布飛

行場管理事務所 
3 

16 会計管理局 管理部 1   

17 

 

東京消防庁 

（注１） 

企画調整部、総務部、

人事部、警防部、防災

部、救急部、予防部、

装備部 

8 

消防学校、消防技術安全所 

京橋・高輪・品川・成城・四谷・新宿・小石川・

本郷・日本堤・荒川・金町・葛西・立川・昭島・

国分寺・西東京・青梅・奥多摩・石神井各消防

署 

21 

18 交通局 

総務部、職員部、資産

運用部、電車部、自動

車部、車両電気部、建

設工務部 

7 

研修所、荒川電車営業所、総合指令所、新橋・

馬喰・都庁前・大門各駅務管理所、大島・清澄

各乗務管理所、小滝橋・早稲田・北・千住・江

東・江戸川各自動車営業所、大島車両検修場、

電気総合管理所、新宿線・大江戸線各電気管理

所、発電事務所、木場保線管理所 

21 

（注１）各消防署の監査については、下線の消防署を会場として集合監査を実施した。



－１７－ 

 
 局名 本庁の部 事業所 

19 水道局 

総務部、職員部、経理

部、サービス推進部、

浄水部、給水部、建設

部、多摩水道改革推進

本部調整部、施設部 

9 

中央・東部第一・東部第二・西部・南部（桜丘庁舎

含む）・北部各支所、港・文京・墨田・江戸川・荒

川・世田谷（太子堂分室）・目黒・練馬・北各営業

所、立川・多摩各給水管理事務所、八王子・あきる

野各給水事務所、研修・開発センター、水運用セン

ター、水質センター、水源管理事務所、村山山口貯

水池管理事務所、東村山・金町・朝霞各浄水管理事

務所、三園・境・砧・長沢各浄水場、東部・西部各

建設事務所 

33 

20 下水道局 

総務部、職員部、経理

部、計画調整部、施設

管理部、建設部、流域

下水道本部管理部、技

術部（北多摩一号水再

生センター、南多摩水

再生センター、北多摩

二号水再生センター、

浅川水再生センター、

多摩川上流水再生セ

ンター、八王子水再生

センター及び清瀬水

再 生 セ ン ター を 含

む。） 

8 

中部下水道事務所（芝浦水再生センターを含む。）、

北部下水道事務所（三河島水再生センターを含

む。）、東部第一下水道事務所（砂町水再生センタ

ー、東部スラッジプラント及び有明水再生センター

を含む。）、東部第二下水道事務所（中川水再生セ

ンター、小菅水再生センター及び葛西水再生センタ

ーを含む。）、西部第一下水道事務所（落合水再生

センター及び中野水再生センターを含む。）、西部

第二下水道事務所（みやぎ水再生センター、新河岸

水再生センター及び浮間水再生センターを含む。）、

南部下水道事務所、森ヶ崎水再生センター（南部ス

ラッジプラントを含む。）、第一基幹施設再構築事

務所、第二基幹施設再構築事務所 

24 

21 
教育庁 

（注２） 

総務部、都立学校教育

部、地域教育支援部、

指導部、人事部、福利

厚生部 

6 

多摩教育事務所、東部・中部・西部各学校経営支援

センター、教職員研修センター、三宅出張所、教育

相談センター、中央図書館、小松川・橘・稔ヶ丘・

石神井・国分寺・砂川・江戸川・篠崎・豊島・練馬

工業・調布南・府中工業・本所・深沢・五日市・両

国・城東・園芸・狛江・東村山西・東村山・足立新

田・荒川商業・世田谷泉・杉並工業・青梅総合・多

摩・晴海総合・一橋・田柄・光丘・八王子桑志・翔

陽・足立東・淵江・鷺宮・中野工業・瑞穂農芸・八

王子拓真・松が谷・東久留米総合・久留米西・神津

各高等学校、小石川・桜修館各中等教育学校、両国

高等学校附属中学校、小平・七生・清瀬・墨東・大

泉・王子・足立・石神井・田園調布・八王子・八王

子東各特別支援学校、立川ろう学校、多摩桜の丘・

久我山青光・武蔵台各学園 

69 

22 
警視庁 

（注３） 

総務部、警務部、交通

部、警備部、地域部、

公安部、刑事部、生活

安全部、組織犯罪対策

部 

9 

麹町警察署、神田警察署、月島警察署、麻布警察署、

大井警察署、蒲田警察署、東京空港警察署、北沢警

察署、牛込警察署、中野警察署、杉並警察署、富坂

警察署、巣鴨警察署、浅草警察署、尾久警察署、向

島警察署、葛西警察署、東大和警察署、調布警察署、

福生警察署、南大沢警察署、滝野川警察署、板橋警

察署、光が丘警察署 

24 

（注２）各学校の監査については、下線の学校を会場として集合監査を実施した。 

（注３）各警察署の監査については、下線の警察署を会場として集合監査を実施した。



－１８－ 

 
 局名 本庁の部 事業所 

23 
選挙管理委員会事

務局  
1 

  

24 人事委員会事務局 任用公平部、試験部 2 
  

25 監査事務局 
 

1 
  

26 労働委員会事務局 
 

1 
  

27 収用委員会事務局 
 

1 
  

28 議会局 
管理部、議事部、調

査部 
3 

  

 

※ 上記のほか、 

・生活文化局については、公益財団法人東京都歴史文化財団 

・環境局については、公益財団法人東京都環境公社 

・産業労働局については、公益財団法人東京都中小企業振興公社 

・交通局については、株式会社はとバス 

・水道局については、株式会社ＰＵＣ及び東京水道サービス株式会社 

・下水道局については、東京都下水道サービス株式会社 

に対する実地監査を行った。 



－１９－ 

（別表３）指摘事項、意見・要望事項一覧 

局名 № 指摘事項等件名（※は意見・要望事項） 

総務局 
1 （１）工事契約に係る価格情報管理を適切に行うべきもの 

2 ※（１）災害対策用被服等の取扱いについて 

財務局 3 （１）単価契約の見込数量を適切に算定すべきもの 

主税局 

4 
（１）土地の評価について 

ア 路線価の付設を適正に行うべきもの 

5 イ 正面路線を適正に適用すべきもの 

6 
（２）同一画地の認定について 

ア 同一画地の認定を適正に行うべきもの 

7 イ 同一画地の認定を適正に行うべきもの 

8 
（３）土地の用途の認定について 

ア 必要な確認を行い土地の用途の認定を適正に行うべきもの 

9 イ 複合構造家屋が所在する土地の用途の認定を適正に行うべきもの 

10 （４）固定資産税（償却資産）の課税を適正に行うべきもの 

11 
（５）還付事務に当たり口座名義人の死亡を捕捉した場合に口座振替の取扱いを確認

すべきもの 

12 （６）納税交渉を適切に行うべきもの 

13 （７）納税交渉を効果的に行うべきもの 

生活 

文化局 

14 （１）出えん金の適正な執行を確認すべきもの 

15 （２）負担金の支出を適切に行うべきもの 

16 （３）工事契約に係る価格情報管理を適切に行うべきもの 

17 
（４）有効期間が満了している電力量計を使用することのないよう適正に管理すべき

もの 

オリンピ

ック・ 

パラリン

ピック準

備局 

18 （１）物品の管理を適切に行うべきもの 

19 （２）契約事務を適正に行うべきもの 

20 
（１）都の保有個人情報について 

ア 都の保有個人情報について適正に取り扱うよう指示すべきもの 

21 ※  イ 利用者にわかりやすい個人情報保護制度の運用について 

22 ※（１）広報活動を適切に行うことについて 

23 ※（２）利用者アンケート、利用者懇談会について 

都市 

整備局 

24 （１）工事契約に係る価格情報管理を適切に行うべきもの 

25 （２）都営住宅工事内訳書システムの活用について検討すべきもの 

26 
（３）測量委託について 

ア 単価契約の指示及び検査を適正に行うべきもの 

27 イ 単価契約の積算を適切に行うべきもの 

28 
ウ 測量委託の適正な執行に係る内部牽制・統制が有効に機能する仕組みを構

築すべきもの 

29 （４）補償説明業務委託に係る完了検査を適正に行うべきもの 

30 （５）印刷請負契約を計画的に行うべきもの 

31 （６）建築物実態調査に係る事務手続を適正に行うべきもの 



－２０－ 

 
局名 № 指摘事項等件名（※は意見・要望事項） 

環境局 

32 （１）微量ＰＣＢ廃棄物処理支援事業について申請審査業務を適切に行うべきもの 

33 （２）ダイオキシン類の測定委託における査察を適正に行うべきもの 

34 （３）工事請負契約に係る検査事務を適正に行うべきもの 

35 （４）測量委託契約事務を適正に行うべきもの 

36 （５）契約事務手続を適正に行うべきもの 

福祉 

保健局 

37 （１）査定減に係る診療報酬の再審査請求を適切に行うべきもの 

38 （２）適正な債権管理を行うべきもの 

39 （３）適正な債権管理を行うべきもの 

40 （４）分納に係る収納事務及び手続を適正に行うべきもの 

41 （５）履行確認を適正に行うべきもの 

42 （６）随意契約に係る事務を適正に行うべきもの 

43 （７）医薬品等の更新に伴う買入れ契約を適切に行うべきもの 

病院 

経営本部 

44 （１）査定減に係る診療報酬の再審査請求を適切に行うべきもの 

45 （２）各病院を適切に指導すべきもの 

46 （３）工事契約に係る事務手続等を適正に行うべきもの 

47 （４）診療材料の緊急使用及び契約に係る手続を適正に行うべきもの 

48 （５）工事契約に係る事務手続を適正に行うべきもの 

49 （６）物流管理業務委託に係る契約方法の見直しを検討すべきもの 

50 （７）契約事務を適切に行うべきもの 

51 （８）工事記録写真の撮影を適切に行うよう指導すべきもの 

産業 

労働局 

52 
（１）委託契約に伴う農産物の場内販売及び場内払下げに係る取扱いを適切に行うべ

きもの 

53 （２）水産振興に係る種苗生産事業委託を適切に行うべきもの 

中央卸売

市場 

54 （１）滞納金の分割納付を認めるに当たり、完納に至る支払計画を徴取すべきもの 

55 （２）作業委託契約を適切に実施すべきもの 

56 （３）工事契約に係る価格情報管理を適切に行うべきもの 

建設局 

57 （１）工事契約に係る価格情報管理を適切に行うべきもの 

58 
（２）都営駐車場の中規模修繕について設計内容等を確認し、財産管理を適切に行う

べきもの 

59 （３）道路占用工事に伴う復旧工事監督事務費に係る事務を適正に行うべきもの 

60 
（４）単価契約による道路維持補修工事等について 

ア 指示変更及び完了検査を適正に行うべきもの 

61 イ 指示及び完了検査を適正に行うべきもの 

62 ウ 交通誘導員に係る積算を適正に行うべきもの 

63 エ 緊急施工により実施すべきもの 

64 （５）動物死体の一時保管場所からの回収について区に要請すべきもの 

港湾局 65 
（１）施設維持管理に係る適切な報告を求め、適切な確認及び必要な指示を行うべき

もの 



－２１－ 

 
局名 № 指摘事項等件名（※は意見・要望事項） 

交通局 

 

66 （１）工事契約に係る価格情報管理を適切に行うべきもの 

67 
（２）バス事業の運賃収入の管理について 

   ア 料金機の故障により取り出した現金の取扱いを明確に定めるべきもの 

68 
イ 料金機修理の際車両係が車両整備日報に記載すべき事項について定めるべ

きもの 

69 ウ 料金機の修理の際に立会いの記録を行うべきもの 

70 エ 料金機修繕等におけるつり銭準備金の取扱いを定めるべきもの 

71 オ 返金ボタン使用時の返金理由を明確にすべきもの 

72 カ 現金の一括投入を行った事実を把握すべきもの 

73 （３）１日乗車券の管理を適切に行うべきもの 

74 （４）印刷契約における校正及び検査を適切に行うべきもの 

75 （５）依頼工事を計画的・効率的に施行すべきもの 

76 （６）契約の相手方に対し契約内容を遵守するよう指導すべきもの 

77 （７）監督及び検査を適正に行うべきもの 

水道局 

78 （１）給水装置業務マニュアルを整備し履行確認を適切に行うべきもの 

79 （２）委託契約を適切に行うべきもの 

80 
（３）単価契約工事について 

ア 完了検査を適正に行うべきもの 

81 
イ 許可条件を遵守して交通誘導員を配置するよう受注者を指導・監督すべき

もの 

82 （４）配水小管工事に係る設計及び工事監督業務を経済的に行うべきもの 

83 （５）インフレスライド条項による契約変更を適正に行うべきもの 

84 （６）工事請負契約に係る事務を適正に行うべきもの 

85 
（７）浄水場等の機械・電気設備の保守業務委託に係る業務従事者の衛生管理について 

ア 衛生管理に係る事務手続を適正に行うべきもの 

86 
イ 衛生管理に係る標準仕様書の見直しを適切に行うとともに周知徹底を図る

べきもの 

下水道局 

87 
（１）水再生センター保全管理業務委託について 

ア 履行状況の検証結果を業務に的確に反映すべきもの 

88 イ 受託者に貸与する機器の管理を適切に行うべきもの 

89 （２）承認工事に要する費用を適正に徴収すべきもの 

90 （３）協定工事負担金の算定を適正に行うべきもの 

91 （４）雨水貯留施設の保守点検業務委託契約に係る積算を適正に行うべきもの 

92 （５）下水道局研修業務委託契約の積算を見直すべきもの 

93 （６）薬品の管理を適正に行うべきもの 



－２２－ 

 
局名 № 指摘事項等件名（※は意見・要望事項） 

教育庁 

94 （１）就学支援金の認定事務を適正に行うべきもの 

95 
（２）実業意欲向上プログラムについて 

   ア 会計事務規則に則り適正に会計処理を行うべきもの 

96 イ 次年度のプログラムへ向けた分析を行うよう各学校を指導すべきもの 

97 
（３）都立学校施設維持管理業務委託による修繕について 

ア 契約書に発注の仕組みを定めるべきもの 

98 イ 修繕完了日を定めた上で修繕依頼を行えるよう契約内容を変更すべきもの 

99 
ウ 発注内容を文書により明確にした上で完了検査を行うよう契約内容を変更

すべきもの 

100 
（４）東京都教職員住宅の補修業務委託について 

ア 定型的な維持業務について業務を行う業者に直接発注すべきもの 

101 イ 補修等に係る公社の実績報告の内容について確認すべきもの 

102 （５）粉じん計の取扱いについて見直すべきもの 

103 （６）仕様書を適切に作成し、積算を適正に行い、履行確認を適正に行うべきもの 

104 （７）農場管理委託契約を適正に行うべきもの 

105 （８）契約手続を適切に行うべきもの 

106 （９）契約を適切に行うとともに検査等を適正に行うべきもの 

107 （10）高所作業において受託者を適切に監督するよう指導すべきもの 

108 （11）消防用設備について、速やかに改善措置を講じるべきもの 

109 
（12）中央図書館における所蔵資料のデジタル化について 

ア デジタル化資料を館内で閲覧に供するべきもの 

110 イ デジタル化資料の選定方針を定めるべきもの 

111 （13）物品を適切に管理するとともに、契約の履行確認を適正に行うべきもの 

112 （14）都立学校公開講座の広報を適切に行うべきもの 

113 
（15）学校徴収金の未納督促及び支出管理の方法について 

ア 就学奨励費受給申告者に対し未納督促を行うべきもの 

114 
イ 学校徴収金の未納督促の経過を記録する個人別管理簿の作成時期等を定め

るべきもの 

115 （16）学校徴収金（積立金）の個人別管理を適切に行うべきもの 
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第５ 監査の結果（各局別） 

 

  



 - ２４ - 

  



 - ２５ - 

総 務 局 

１ 指摘事項 

（重点監査事項） 

（その他） 

（１）工事契約に係る価格情報管理を適切に行うべきもの 

工事の積算内容は、工事の施行に当たり締結する工事請負契約の相手方を決定する手続におい

て定める予定価格及び最低制限価格を算定する基礎である。 

総合防災部では、各種工事について表計算ソフトを用い工事の設計内訳書を作成しており、設

計を担当している係では、所属のネットワークハードディスク内に係で共有するフォルダを作成

し、価格情報を含んだ積算内容が記録された電子データを保管している。 

ところで、この電子データの管理状況について確認したところ、作成したフォルダには、パス

ワードを設定し係以外の者がアクセスできないよう制限しているものの、電子データにはパスワ

ードが設定されておらず、当該工事の決定に直接関与しない係内の他の職員が、工事の積算内容

について常時閲覧・印刷・保存等をすることが可能な状態となっていた。 

部は、価格情報に係るリスク低減の観点から、電子データの管理方法を検証し、工事契約に係

る価格情報管理を適切に行われたい。 

（総合防災部） 

 

２ 意見・要望事項 

（その他） 

（１）災害対策用被服等の取扱いについて 

東京都は、東京都災害対策本部運営要綱（昭和３８年東京都要綱）の規定に基づき、災害対策

業務に従事する職員に災害対策用被服等（以下「被服等」という。）を着用させている。被服等

は、東京都災害対策用被服等取扱い及び着用要領（昭和４６年３月２５日制定。以下「要領」と

いう。）の定めるところにより、総務局長が、着用を義務付けた職員の状況に応じて、該当する

職員へ貸与している。被服等の貸与に当たっては、各局長等からの要求に基づき、全庁での必要

な数量を把握した上で、毎年度需給計画を作成している。 

被服等の取扱事務は、要領により各局へ被服等取扱者を置いて、それぞれが責任をもって管理

しているところであり、総合防災部では、各局の報告を要領で義務付けてはいないものの、平成

２４年度には局別情報を報告させていた。しかしながら、平成２５年度及び平成２６年度は報告

を求めていなかったため、平成２６年度末における被服等の全体状況を把握していないこととな

っている。 

部は、被服等の事務を総括する立場であり、それぞれの状況を把握し必要に応じて各局を指

導していくことが求められることから、被服等の取扱いについて検討することが望まれる。 

（総合防災部） 



 - ２６ - 

財 務 局 

１ 指摘事項 

（歳出） 

（１）単価契約の見込数量を適切に算定すべきもの 

財産運用部は、財産価格評価業務における情報収集を目的として、都内の不動産取引実例（売

買・賃貸物件情報、戸別成約情報）をインターネットで検索できるサービスを利用するため、唯

一の提供業者であるＡと特命随意契約（契約件名：平成２６年度不動産情報提供契約（単価契

約）、推定総金額：５７万２４０円（支払実績額：４１万４，７２０円）、契約期間：平成２６．

４．１～平成２７．３．３１）を締結している。 

平成２６年度の契約内容は、表１の契約プランの基本料金と検索プラン２５０とを組み合わせ、

表２のとおり、月当たりの検索数を３００回までとした月額料金（３万２，０００円）と、検索

数が月３００回を超えた場合の１回当たりの超過料金（１２０円）を定め、月々の実績に基づい

た利用料金を支払うものとなっている。 

ところで、この契約における検索数の実績を見たところ、表３のとおり、平成２６年度の検索

数は月当たり１００回を超えたことはなく、月平均で約４０回となっており、毎月、月額料金の

みを支出していることが認められた。 

このことについて、部は、過去の実績を踏まえ、月当たりの検索数を最大３００回と算定した

ためとしている。 

しかしながら、平成２４年度及び平成２５年度の実績を見ると、最大で月１５６回であり、月

１００回を超えているのは各年度２回ずつにとどまっている。この実績を踏まえると、同社が提

供する検索サービスの料金プランのうち、基本料金と検索プラン５０とを組み合わせて（月１万

７，０００円で１００回まで検索可能）、検索数が月１００回を超えた場合については超過料金

（１回当たり１５０円）で対応する契約とした方が、検索数が１００回以下の月の支払額が現行

の契約よりも低減するため、年間支払額の節減が可能である。 

従って、部が、月当たりの検索数を最大３００回と算定して契約していることは適切でない。 

この結果、仮に、表４のとおり試算すると、１９万４，４００円の不経済支出となっている。 

部は、単価契約の見込数量を適切に算定されたい。 

（財産運用部） 
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（表１）検索サービスの契約プラン（抜粋） 

基本料金   Ａ 

（月当たり検索数 50回まで） 

追加プラン   Ｂ 合計月額 

(Ａ+Ｂ) 
超過料金 

名 称 追加検索数 月額単価 

12,000円／月 

検索プラン 50   50回／月 5,000円 17,000円 150円／回 

検索プラン 100  100回／月 9,000円 21,000円 130円／回 

検索プラン 250  250回／月 20,000円 32,000円 120円／回 

 

（表２）現在の契約内容 

区 分 単 価 数 量 推定総金額（税抜） 

検索数月当たり３００回まで 月額 32,000円 １２箇月 ３８４，０００円 

月３００回を超えた場合 １回当たり 120円 １，２００回（見込） １４４，０００円 

 

（表３）検索数の実績                             （単位：回） 

年 度 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 平均 

平成 26年度 12 46 13 26 6 46 72 52 48 77 70 13 40.1 

平成 25年度 3 46 122 91 117 22 35 58 47 80 22 16 54.9 

平成 24年度 29 0 17 23 15 43 156 21 48 45 139 7 45.3 

 

（表４）不経済支出の試算（平成２６年度のケース） 

区 分 内 訳 

財務局契約実績  Ａ （月 32,000円＋消費税 2,560円）×１２箇月＝414,720円 

監査事務局試算  Ｂ （月 17,000円＋消費税 1,360円）×１２箇月＝220,320円 

差引 Ａ－Ｂ 194,400円 
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主 税 局 

１ 指摘事項 

（都税） 

（１）土地の評価について 

東京都固定資産（土地）評価事務取扱要領（昭和３８年５月２２日付３８主課固発第１７４号）

によると、固定資産税の課税客体となる土地は、評価の対象となる土地であり、土地の現況及び

利用目的など土地の質的なものを表示するために評価の対象となる土地には地目を付する。 

地目の認定は賦課期日である１月１日の現況及び利用目的により原則として一筆ごとに行うこ

ととし、部分的に僅少の差異の存するときでも、土地全体としての利用状況を観察して認定する。

ただし、一筆の土地が相当の規模で二以上の全く別個の用途に利用されているときは、これらの

利用状況に応じて区分し、それぞれに地目を定める。 

地目には宅地、田、畑、転用田・畑、池沼、山林、原野、鉄軌道用地、雑種地の９種類あり、

雑種地は前８の地目のいずれにも該当しない土地である。 

地目によって評価の方法が異なっており、宅地の評価は、原則として市街地宅地評価法により

評点数を付設し、これに評点１点当たりの価額を乗じて評価額を求めることにより行う。 

市街地宅地評価法により評点数を付設する概略は、主要な街路に沿接する宅地のうちから標準

宅地を選定し、標準宅地について適正な時価を求め、これに基づいて当該標準宅地の沿接する街

路について路線価を付設し、路線価を基礎として画地計算法を適用して宅地に評点数を付設する

ものである。 

雑種地の評価は、宅地と同程度の状況と認められる土地については、宅地の評価に準ずること

となっている。 

画地計算は路線価を基礎として、当該路線の影響を受ける各画地について、路線価にその画地

の奥行、形状、地勢、利用上の法的制限等画地の現状に応じて求めた係数（以下「画地補正率」

という。）を乗じて単位地積当たり評点を算出するものである。 

各画地に影響を与える路線（路線価を適用すべき路線（以下「正面路線」という。））は、沿接

する路線から選定する。 

土地の評価は、原則として一筆の土地を単位として行うものとされているが、一筆の土地が二

以上の地目に利用されている土地については、それぞれの地目ごとに測定した地積により、一筆

の土地を分割して評価することとされている。また、画地の認定は、土地の評価の単位ごとに行

うこととされている。 

路線価の付設対象となる道路等は、客観的に道路と認められる形態を有するものに付設するこ

ととなっている。 

ところで、世田谷都税事務所における土地の評価に基づく固定資産税及び都市計画税の課税状

況について見たところ、図１の①の一筆の土地（５６５㎡）について、監査日（平成２７．２．

２６）現在、次のとおり、土地の評価等が適正でないものが見受けられた。 
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その結果、表１のとおり、固定資産税・都市計画税１１万２，３２２円が課税不足となってい

る。 

 

ア 路線価の付設を適正に行うべきもの 

図１の路線乙は、②の部分まで路線価が付設されている。 

しかしながら、現地を確認したところ、③の部分も②の部分と連続して舗装されて道路の

形態を有しており、路線価を付設していないのは適正でない。 

所は、路線価の付設を適正に行われたい。 

（世田谷都税事務所） 

 

イ 正面路線を適正に適用すべきもの 

図１の①の一筆の土地の地目の認定は、土地の利用状況から路線甲に面した部分（図では

網掛けで表示）を雑種地（２２４．５２㎡）として認定し、その他の部分を宅地（３４０．

４８㎡）と認定している。 

雑種地及び宅地の正面路線を確認したところ、雑種地の正面路線は路線乙、宅地の正面路

線は路線甲となっていた。 

しかしながら、雑種地は路線乙に沿接しておらず路線甲に沿接していることから正面路線

を甲とすべきであり、宅地は路線甲に沿接しておらず路線乙とすべき丙に沿接していること

から路線乙を正面路線とすべきである。 

所は、土地の用途の認定に当たり必要な確認を行い、評価を適正に行われたい。 

（世田谷都税事務所） 
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（図１）現況略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表１）税額正誤表 

（単位：円） 

年度 正税額 既税額 差 額 

平成２２年度 396,785 425,186 △28,401 

平成２３年度 421,937 417,368 4,569 

平成２４年度 430,889 412,277 18,612 

平成２５年度 459,292 410,162 49,130 

平成２６年度 486,844 418,432 68,412 

計 2,195,747 2,083,425 112,322 

※金額は固定資産税及び都市計画税の合算 

地方税法第１７条の５に基づき更正できる期間について算定 

  

① 

  

路線 甲 

 

路
線 
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（２）同一画地の認定について 

固定資産税及び都市計画税の課税は、地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」とい

う。）第３８８条第１項に基づき総務大臣が定めている「固定資産評価基準」（昭和３８年自治省

告示第１５８号）及び都が定めている「東京都固定資産（土地）評価事務取扱要領」（昭和３８

年５月２２日付３８主課固発第１７４号）（以下「固定資産評価基準」及び「東京都固定資産

（土地）評価事務取扱要領」を「基準等」という。）により評価した土地の価格を基礎にして行

われる。 

土地の評価は、これらの基準等により、原則として、土地（補充）課税台帳に登録された一筆

の土地を一画地として評価すること（「一筆一画地の原則」）とされている。 

しかし、複数の筆の周囲を塀等で囲うなどして、隣接する複数の筆が一体として利用されてい

るときには、それぞれの筆を一画地として評価すると、結果として一体利用している土地全体の

利用価値が土地の価格に適切に反映されず、土地相互間の評価の不均衡をもたらす場合がある。

そのため、基準等では、隣接する二筆以上の土地について、その形状、利用状況等から見て、こ

れらを合わせる必要がある場合においては、一体として利用されている土地全体を一画地として

認定し評価することとしている。 

また、固定資産税の減免については、納税者からの申請により法第３６７条、第７０２条の８

第７項の規定に基づく東京都都税条例（昭和２５年条例第５６号。以下「条例」という。）第１

３４条第１項、第１８８条の３０の規定により知事が必要と認めた固定資産について行っており、

小規模非住宅用地については、「小規模非住宅用地に対する固定資産税及び都市計画税の減免要

綱」（平成１４年３月２９日付１３主税税第５０９号知事決定）に基づき、一画地における非住

宅用地の面積が４００㎡以下の土地、小規模非住宅用地に係る納税義務者が個人又は資本金の額

が１億円以下の法人、地目を宅地と認定している土地などの要件を満たした場合に減免される。 

ところで、荒川都税事務所における固定資産税及び都市計画税の課税状況について見たところ、

監査日（平成２７．２．１８）現在、次のとおり、その形状、利用状況等から見て一体として利

用されていると認められる複数の筆を同一画地として認定し評価していないものが見受けられた。 

 

ア 同一画地の認定を適正に行うべきもの 

荒川区における図２の④（非住宅用地．３４２．７１㎡）、⑤（非住宅用地２５０．６４

㎡）、⑥（非住宅用地２８３．８６㎡）及び⑦（小規模住宅用地７４．０６㎡、非住宅用地７

４．０５㎡）の四筆の土地及び、これら四筆の土地に所在する建物ａ、ｂ、ｃ、ｄの４棟は

株式会社Ａが所有しており、会社の事業の用に一体として利用されているにもかかわらず、

同一画地として認定していないのは適正でない。 

また、同一画地と認定した場合、一画地の面積が４００㎡を超過するため、小規模非住宅

用地の減免を適用しているのは適正でない。 

この結果、表２のとおり、固定資産税・都市計画税１７５万１，０９０円が課税不足とな
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っている。 

所は、同一画地の認定及び小規模非住宅用地に係る減免を適正に行われたい。 

（ 荒川都税事務所 ） 

（図２）現況略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表２）税額正誤表 

（単位：円） 

年度 正税額 既税額 差 額 

平成２２年度 2,449,178 2,093,528 355,650 

平成２３年度 2,426,026 2,075,028 350,998 

平成２４年度 2,404,225 2,055,270 348,955 

平成２５年度 2,394,722 2,047,159 347,563 

平成２６年度 2,396,978 2,049,054 347,924 

計 12,071,129 10,320,039 1,751,090 

※金額は固定資産税及び都市計画税の合算 

地方税法第１７条の５に基づき更正できる期間について算定 

 

イ 同一画地の認定を適正に行うべきもの 

図３の⑧及び⑨の土地には診療所及び居宅として利用されている併用住宅ｅが所在してお

り、⑩の土地には専用住宅ｆが所在している。 

荒川都税事務所では、⑧（２１４．１７㎡）、⑨（１４．８０㎡）及び⑩（２４．１３㎡）

の土地を一体的に利用しているとして同一画地と認定している。 

しかしながら、建物ｅとｆでは所有者が異なり、利用の状況も併用住宅と専用住宅である

ため、⑧、⑨及び⑩の土地が一体として利用されているとはいえず、同一画地として認定し

ているのは適正でない。 
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この結果、表３のとおり、固定資産税・都市計画税５万１８円が課税不足となっている。 

所は、同一画地の認定を適正に行われたい。 

（ 荒川都税事務所 ） 

（図３）現況略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表３）税額正誤表 

（単位：円） 

年度 正税額 既税額 差 額 

平成２２年度 200,834 191,050 9,784 

平成２３年度 200,834 191,050 9,784 

平成２４年度 201,067 191,050 10,017 

平成２５年度 201,056 191,050 10,006 

平成２６年度 211,697 201,270 10,427 

計 1,015,488 965,470 50,018 

※金額は固定資産税及び都市計画税の合算 

地方税法第１７条の５に基づき更正できる期間について算定 

 

（３）土地の用途の認定について 

固定資産税等の課税において、住宅用家屋の敷地、住宅用家屋の敷地と一体となっている庭や

自家用駐車場等は、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３４９条の３の２により「住宅用

地」として認定され、業務用家屋の敷地、駐車場、資材置場、空地等は「非住宅用地」とされる。 

住宅用地については、課税標準の特例措置により、例えば、一般住宅用地の場合には、固定資

産税が１／３、都市計画税が２／３に軽減されるなど、認定の内容により税負担に差異が生じる

ものであり、土地の所有者（所有者が自ら土地を利用していない場合でも同様）は、土地が所在

 

 

 

公道 

公道 

 

 ⑩ 

ｅの駐車場 

⑨ 

⑧ 

ｅ 

ｆ 
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する区にある都税事務所（土地係）に対して、申告が必要となる事由が生じた年の翌年の１月３

１日までに申告しなければならない（地方税法第３８４条、東京都都税条例（昭和２５年条例第

５６号）第１３６条の２・第１３６条の３）。 

住宅用地の範囲は、専ら人の居住の用に供する家屋である専用住宅の場合、家屋の床面積の１

０倍までを限度に当該土地が住宅用地となる（地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号。以

下「令」という。）第５２条の１１第２項第１号）が、その一部を人の居住の用に供する家屋で

当該家屋の床面積に対する人の居住の用に供する部分の床面積の割合（以下「居住部分の割合」

という。）が４分の１以上である家屋の場合、土地の面積に当該家屋の種類及び居住部分の割合

に応じた率を乗じて得た面積に相当する土地（敷地の面積がその上に存在する家屋の床面積の１

０倍を超えているときは、床面積の１０倍の面積に当該家屋の種類及び居住部分の割合に応じた

率を乗じて得た面積）が住宅用地となる（令第５２条の１１第２項第２号）。 

ただし、一筆に住宅用地及び非住宅用地の用途が混在している場合には用途ごとに地積の認定

を行うこととなる。 

また、都税事務所としては、申告がなされなかった場合でも、土地課税台帳等の書類確認や現

地調査により、毎年１月１日現在の土地の状況を把握し、利用実態に見合った認定を行い、課税

する必要がある。 

ところで、世田谷都税事務所において、土地の課税状況について見たところ、次のとおり、土

地の用途の認定が適正でないものが見受けられた。 

 

ア 必要な確認を行い土地の用途の認定を適正に行うべきもの 

世田谷都税事務所は、図４のとおりＢが所有する二筆の土地⑪（１，３７７．９５㎡）及び

⑫（１６５．２９㎡）について、⑪については住宅用地、⑫については構築物ｇ及びｈが事業

用の材木置場となっていると認定し非住宅用地として認定している。 

構築物について確認したところ、構築物ｇはすべてが事業用であり、構築物ｈは道路に面し

た一部が事業用でその他の部分が住宅用の物置として使用されていた。 

そのため、⑪の土地の一部には事業用構築物が所在するにもかかわらず、すべてを住宅用地

として認定していること及び⑫の土地には一部居住の用に供している部分があるにもかかわら

ず、すべてを非住宅用地として認定していることは適正でない。 

この結果、⑪の土地については、表４のとおり、固定資産税・都市計画税３０万１，５７９

円が課税不足となっており、⑫の土地については、表５のとおり、固定資産税・都市計画税３

１万８１円が課税超過となっている。 

所は、土地の用途の認定に当たり必要な確認を行い、認定を適正に行われたい。 

（世田谷都税事務所） 
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（図４）現況略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 太数字は世田谷都税事務所が認定している間口・奥行の延長であり、細数字は航空写

真により監査事務局が測定した延長である。 

 

 

（表４）⑪の土地に係る税額正誤表 

（単位：円） 

年度 正税額 既税額 差 額 

平成２２年度 1,559,269 1,493,083 66,186 

平成２３年度 1,555,356 1,493,083 62,273 

平成２４年度 1,551,030 1,491,526 59,504 

平成２５年度 1,549,474 1,490,956 58,518 

平成２６年度 1,623,275 1,568,177 55,098 

計 7,838,404 7,536,825 301,579 

 

（表５）⑫の土地に係る税額正誤表 

（単位：円） 

年度 正税額 既税額 差 額 

平成２２年度 309,997 376,717 △66,720 

平成２３年度 304,461 368,244 △63,783 

平成２４年度 302,578 364,245 △61,667 

平成２５年度 300,661 361,312 △60,651 

平成２６年度 304,052 361,312 △57,260 

計 1,521,749 1,831,830 △310,081 

※金額は固定資産税及び都市計画税の合算 

地方税法第１７条の５に基づき更正できる期間について算定 
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イ 複合構造家屋が所在する土地の用途の認定を適正に行うべきもの 

荒川都税事務所は、Ｃが所有する土地（２３３．９８㎡）について、所在する家屋が専用住

宅であるとみなして全部を住宅用地と認定している。 

また、所は、家屋（昭和４３年築）を１階が軽量鉄骨造（床面積１１４．１８㎡）で工場と

認定しており、２階が木造（床面積６３．６３㎡）で居宅及び事務所と認定している。 

そこで、この土地の用途について見たところ、監査日現在、家屋の１階を含めて駐車場とし

て利用されており、塀等に月極め駐車場と表示されていることから、当初認定時とは異なる利

用状況となっていると推定できる状態であり、調査の上、必要に応じて用途の認定を見直すべ

き状況にある。 

ところで、この家屋のように、１棟の家屋が軽量鉄骨造及び木造で構成されているような複

合構造家屋の場合は、主要な構造に着目して家屋の構造を認定すべきであり、主要な構造は、

その構造の面積が大きい部分による。この家屋は軽量鉄骨造と木造の複合構造家屋であり、軽

量鉄骨造の床面積が木造の床面積よりも大きいことから、軽量鉄骨造として取り扱われること

となる。 

昭和５０年１月１日までに新築された併用住宅については、その構造及び面積によって、住

宅用地と認定される面積が異なる取扱いとなっている。令第５２条の１１等によると、木造以

外の併用住宅で、地上階数５以上を有する耐火建築物である家屋以外の場合で、居住部分の割

合が４分の１以上２分の１未満の場合は、併用住宅の敷地の用に供されている土地のうち、そ

の面積に０．５を乗じて得た面積が住宅用地と認定される。 

そのため、この土地の認定については、調査の上、家屋を非木造の併用住宅として２３３．

９８㎡に０．５を乗じて得た面積を住宅用地及び非住宅用地と認定すべきであるにもかかわら

ず、２３３．９８㎡全部を住宅用地と認定したままとしているのは適正でない。 

この結果、表６のとおり、固定資産税・都市計画税５５万１，７７９円が課税不足となって

いる。 

所は、複合構造家屋が所在する土地の用途の認定を適正に行われたい。 

（荒川都税事務所） 

 

（表６）税額正誤表 

（単位：円） 

年度 正税額 既税額 差 額 

平成２２年度 252,536 132,363 120,173 

平成２３年度 246,593 132,363 114,230 

平成２４年度 239,659 132,151 107,508 

平成２５年度 238,877 132,079 106,798 

平成２６年度 241,298 138,228 103,070 

計 1,218,963 667,184 551,779 

※金額は固定資産税及び都市計画税の合算 

地方税法第１７条の５に基づき更正できる期間について算定  



 - ３７ - 

（４）固定資産税（償却資産）の課税を適正に行うべきもの 

償却資産に係る固定資産税は、納税義務者に申告義務を課し、毎年１月１日現在に当該事務所

管内に所在する事業用資産について、償却資産を所有する者に課税するとしている（地方税法

（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）第３４１条第４号及び第３８３条）。また、

免税点について課税標準となる額が１５０万円に満たない場合は課税することができないとして

いる（法第３５１条）。局は、「固定資産税（償却資産）申告の手引き」に、償却資産を共有して

いる場合は、各々の持分に応じて個々に申告するのではなく、共有者全員の連名により申告する

よう記載している。 

ところで、北都税事務所における固定資産税（償却資産）の課税状況を見たところ、所では北

区に所在する同一店舗において、美容業を事業種目とする二人の事業者から提出された平成２６

年度償却資産申告書に基づきそれぞれ課税標準額を算出している。その結果、両者とも課税標準

額が免税点未満となるため、いずれにも課税されていない。 

しかしながら、二人の事業者が所有する資産を連名による一つの申告とすることにより、表７

のとおり、課税もれが防止できたものである。また、この状態は平成２４年７月の開業時より継

続しており、平成２５年度、平成２６年度両年について、同様に課税不足となっているのは適正

でない。 

所は固定資産税（償却資産）の課税を適正に行われたい。 

（北都税事務所） 

 

（表７）税額正誤表 

（単位：円） 

年 度 正税額 既税額 差 額 

平成２５年度 39,600 0 39,600 

平成２６年度 30,100 0 30,100 

計 69,700 0 69,700 
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（５）還付事務に当たり口座名義人の死亡を捕捉した場合に口座振替の取扱いを確認すべきもの 

都税総合事務センター（以下「センター」という。）還付管理課では、都税の納付において発

生した過誤納金等の還付事務を行っている。還付は、５万円以下の場合にはゆうちょ銀行の振替

払出証書を納税者に郵送することにより、また、５万円を超える場合は、納税者名義の口座への

振込みにより行うことを原則としているが、固定資産税における口座振替用の口座や、法人事業

税・個人事業税の還付用の口座など、納税者の口座の登録が行われている場合には、金額に関わ

らず口座への振込みにより行っている。 

ところで、納税者Ｄについて、平成２６年度固定資産税の２期（納期：平成２６年９月３０日）

が重複して納付され、誤納金が１，４１７，０００円発生したため、センターは、これを還付す

るため、平成２７年１月９日に、固定資産税の口座振替用の口座に、振込処理を行った。その結

果、口座名義人であるＤの死亡（平成２６年１２月２８日）により振込不能であることが、同年

１月１３日に、指定金融機関より報告された。 

その後、センターは、Ｄの関係者と連絡をとり、当該口座からの振替えができず未納となって

いた平成２６年度固定資産税の３期（納期：平成２７年１月５日）に充当する旨を伝え、同年２

月６日、充当処理を行っている。 

しかしながら、センターは、Ｄの死亡により口座が使用できないことを徴収部に連絡しておら

ず、その結果、平成２６年度固定資産税の４期（納期：平成２７年３月２日）につき、口座振替

委託契約により、再度、口座振替処理が行われ、振替不能となっている。 

徴収部は、「口座振替対応Ｑ＆Ａ」により、納税義務者の関係者から納税義務者（口座名義人）

が死亡したと連絡があった場合には、口座振替を停止し、納付書での納付を納税者に対し案内す

るため、口座振替の停止の連絡票を部に送付することとしていることから、センターにおいて口

座名義人の死亡により振替えができないことを捕捉した場合も、同様に、センターは部に連絡を

とり、部は口座振替の取扱いを確認する必要がある。 

部は、センターが還付事務に当たり口座名義人の死亡を捕捉した場合にはセンターからの連絡

を求めることとし、口座振替の取扱いを確認されたい。 

（徴収部） 
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（重点監査事項） 

（６）納税交渉を適切に行うべきもの 

宗教法人Ｅは、表８のとおり、不動産取得税、固定資産税２８１，３００円を滞納している。

Ｅは、固定資産税及び都市計画税等の賦課について疑義があるとし、平成２２年８月１３日に都

に対し、審査請求を行っていたため、板橋都税事務所は、平成２２年１０月１９日に電話催告、

臨戸はしないこととしたとしている。 

しかしながら、表９のとおり、審査請求が却下されたことを知った平成２２年１１月５日から

平成２４年６月２１日まで交渉記録がなく、約１年８か月の間、交渉を行わなかったと認められ

ることは適切でない。 

所は、納税交渉を適切に行われたい。 

（板橋都税事務所） 

 

（表８）滞納の状況 

滞納者 宗教法人Ｅ 

滞納税目 不動産取得税・固定資産税（土地・建物） 

課税税目 同上 

監査日より約１年前の 

本税滞納状況 
261,300 円 

本税滞納額(監査日現在) 281,300 円 

本税滞納金額の最も古い

調定時期（納期限） 
不動産取得税：H21  固定資産税：H22 

課税状況 固定資産税が毎年賦課されている。H26年度から建物のみ非課税。 

納付状況 H26.11.24／2,000円 

業態・特徴等 宗教法人 

 

（表９）交渉経過の概略 

日付 経緯 

H22.8.13 宗教法人Ｅが、都に対し審査請求を提起 

H22.10.19 電話催告、臨戸はしないこととした。 

H22.11.2 審査請求却下の裁決 

H23.6.1 Ｈ２３年度固定資産税の納税通知 

H24.6.1 Ｈ２４年度固定資産税の納税通知 

H24.6.21 

課税物件所在地を臨戸。表札なし。管理人不在で確認取れず。ドアをノックするが応

答なし。電気は待機電力も回っておらず、メータは静止状態。人の気配なく、納税交

渉断念。 
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（重点監査事項） 

（７）納税交渉を効果的に行うべきもの 

法人Ｆは、新宿区と中央区に所有する不動産の固定資産税等の滞納があり、滞納状況は表１０

のとおりである。 

新宿都税事務所は、平成２１年１０月１９日に、法人事業税・都民税及び固定資産税の滞納金

額を根拠として、新宿区及び中央区の不動産の差押えを行い、同年１１月４日、差押えの根拠と

なった滞納金額（５０２万６，８００円）が完納されたことから、差押えを解除した。 

その後、所は、平成２２年９月に滞納法人が新宿区の同不動産を売却しようとしていることを

把握し、納税交渉を行った。 

納税交渉において、所は、売却代金入金日後に固定資産税２１年度分８０７万３，３３７円の

滞納金額の全額を納付し、２２年度分１期分の滞納金額３２２万５，２００円を先日付小切手で

納付することを約束させることで、新宿区及び中央区の不動産の差押えをしないこととしている。 

この際、所は、 

① この時点（平成２２年９月）における、滞納金額は１，１１３万８，０３７円であること 

② 平成２１年１１月の５０２万６，８００円の納付後の納付実績は１０か月間で１４０万円で

あること 

③ 中央区の不動産については、毎年６００万円程度の固定資産税が発生すること 

から、この新宿区の不動産の売却に当たって最大限の徴収を試みるべきであった。 

ところで、売却の際に差押えを行わない場合は、最大限納付可能な金額を確実に納付させるた

めに、売却により法人に入る収入を聴取し、納付額を最大化するための納税交渉を行い、その納

付を約束させる必要がある。 

しかしながら、所はこの不動産（平成２２年度固定資産税評価価格：土地２億７，６００万余

円、家屋１億９，９００万余円）の売却予定価格、売却代金の抵当権者等に対する処分計画など

を聴取しておらず、納付額を最大化するための納税交渉となっていない。 

不動産売却後の納付状況を見ても、売却後直近の納付は１０月に２３万４，８３７円、１１月

に３０５万２，０００円となっており、納税交渉での約束に沿った納付は行われていない。 

所は、納税交渉を効果的に行われたい。 

（新宿都税事務所） 
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（表１０）滞納の状況 

滞納者 法人Ｆ 

滞納税目 固定資産税 

課税税目 
固定資産税（過去に自動車税・法人都民税（均等割・法人税

割）、法人事業税の課税あり） 

平成 26.2.1の本税滞納状況 12,563,244円 

本税滞納額(監査日現在) 
21,665,544円 

（平成２６年度固定資産税は差押に伴い繰上徴収している。） 

本税滞納金額の最も古い調

定時期（納期限） 
平成 24年度 1期（平成 24.7.2） 

課税状況 年間約 6,400,000円（平成 22年度までは年間約 12,800,000円） 

納付状況 

20万～150万の不定期分納 

H23年度 約 730万円 

H24年度 約 1000万円 

H25年度 約 200万円 

業態・特徴等 ビル賃貸業 
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生 活 文 化 局 

１ 指摘事項 

（重点監査事項） 

（歳 出） 

（１）出えん金の適正な執行を確認すべきもの 

文化振興部では、戦略的な文化の創造・発信等を目的に設置するアーツカウンシル東京に関し

て、公益財団法人東京都歴史文化財団と、平成２４年４月１日にアーツカウンシル東京の運営に

関する協定書を締結し、平成２５年４月１日に締結した東京芸術文化創造発信助成事業の実施に

係る出えん契約書に基づき、平成２５年度東京芸術文化創造発信助成事業の実施に係る出えん金

を同財団に支出している（出えん金額：１億２，０００万円、支払日：平成２５．１２．２５）。 

同出えん契約書第８条では、財団は、毎年度末日現在の助成事業の実施状況及び積立資産の収

支状況について、事業実績等報告書により、毎年度終了後速やかに部に対し報告しなければなら

ないとしている。同第９条では、財団は、部が積立資産及び助成事業に係る検査を求めた場合に

は、これに応じなければならないと規定しており、部は、帳簿その他の資料の提出を求め、検査

するとしている。 

ところで、平成２５年度の事業実績等報告書を見たところ、表１、２のとおり、積立資産収支

状況及び助成事業執行状況が添付されているほか、助成団体別の事業概要及び助成総額の内訳が

添付された実績等が報告されているものの、財団が審査した個別の収支決算の内容等についての

記載はなく、書面を見ただけでは助成事業及び執行額が適正であったのかどうかの確認を十分に

行うことはできない状況であった。また、財団に対して検査を行っていないことが認められた。 

部は、助成事業及び執行額が適正であるかを確認できる書類の提出を求め、必要により第９条

の規定による検査を行うなど、出えん金の適正な執行を確認されたい。 

（文化振興部） 

 

（表１）出えん金に係る東京芸術文化創造発信助成積立資産収支状況   （単位：円） 

平成２５年度 

出えん金受高 
取崩済額 今後取崩予定額 

完了時残金 

見込み額 

120,000,000 67,296,900 50,250,000 2,453,100 

 

  



 - ４３ - 

（表２）助成事業執行状況                           （単位：円） 

区分 

当初交付 

決定額 

（注） 

交付決定

（確定） 

支払済額 

今後取崩予定額 

不用額 不用額説明 概算 

払額 

今後支払 

予定額 
計 

都内 53,700,000 35,856,022 350,000 15,150,000 15,500,000 2,343,978 

事業中止及

び事業費実

績減 

海外 36,050,000 24,300,000 461,020 10,288,980 10,750,000 1,000,000 事業中止 

共同制作 7,250,000 7,140,878 0 0 0 109,122 
事業費実績

減 

長期 24,000,000 0 0 24,000,000 24,000,000 0  

合計 121,000,000 67,296,900 811,020 49,438,980 50,250,000 3,453,100  

（注）第Ⅰ期で事業の中止があったため、当初交付決定額は出えん金受高と一致しない。 

 

（重点監査事項） 

（２）負担金の支出を適切に行うべきもの 

文化振興部では、公益財団法人東京都歴史文化財団に対し、協定書に基づき、表３のとおりア

ーツカウンシル東京共同開催事業に係る負担金を支出している。財団は、部と協議し、各事業の

実行委員会と協定を結び、実行委員会に対して負担金を支出している。 

ところで、財団から提出された事業計画書を見たところ、表４のとおりであり、事業について

は概要のみ、負担予定額は金額のみが記載され、人件費等の経費の内訳が添付されていなかった。

部は、負担金を支出する前に、別途財団から提出された各事業の実行委員会の事業計画書・予算

書により必要な額であることを確認しているものの、財団へ負担金を支出する際の決定文書には、

資金が必要となる時期を確認するための支払計画書等が添付されていなかった。 

この結果、事業は、４月、１０月、１１月、２月と実施時期が離れているにもかかわらず、同

負担金の支出は、７月（協定書１：平成２６．７．１０、協定書２：平成２６．７．１４）に一

括払いとなっており、負担金として必要な額が、必要な時期に支払われているのかが不明確な状

況となっている。 

部は、負担金を支出する際に、事業計画書・予算書のみならず、支払計画書の提出を求めるな

どして、負担金の支出を適切に行われたい。 

（文化振興部） 
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（表３）協定書                             （単位：円） 

協定書 事業名 協定期間 負担金額 

協定書１ 

アーツカウンシル東京共同開催事

業：六本木アートナイト及び東京

発・伝統ＷＡ感動メイン公演事業 

平成 26.4.1～平成 27.3.31 80,000,000 

協定書２ 
アーツカウンシル東京共同開催事

業：タレンツ・トーキョー事業 
平成 26.4.1～平成 27.3.31 20,000,000 

 

   

（表４）事業計画書                           （単位：円） 

事業名 事業概要 
実施予定 

時期 
負担予定額 

六本木アー

トナイト 

生活の中でアートを楽しむという新しいライフスタ

イルの提案と、大都市東京における街づくりの先駆

的なモデル創出を目的として開催する、六本木の街

を舞台にした一夜限りのアートの饗宴。現代アー

ト、デザイン、音楽、映像、パフォーマンス等の多

様な作品を街なかに点在させ、非日常的な体験をつ

くりだす。 

平成 26年 

4月 
35,000,000 

六本木アートナイト開催中にシャトルバスを運行す

る。 

平成 26年 

4月 
6,000,000 

六本木アートナイト平成 27年度準備分 平成 27年 

2月 
15,000,000 

東京発・伝

統ＷＡ感動

メイン公演 

伝統芸能・文化の魅力を国内外へ発信するため、新

たな観客層をターゲットに裾野拡大を目指すととも

に、一流の実演家による本格的な公演を実施する。 

平成 26年 

10月 
24,000,000 

 計 80,000,000 

タレンツ・

トーキョー 

将来有望な若手映画作家を東京から世界に輩出する

ことを目的として、ベルリン国際映画祭と提携し、

映画監督やプロデューサーを目指すアジアの若者を

集め、レクチャーや企画合評会を実施する。 

平成 26年 

11月 
20,000,000 

 合計 100,000,000 
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（重点監査事項） 

（その他） 

（３）工事契約に係る価格情報管理を適切に行うべきもの 

工事の積算内容は、工事の施行に当たり締結する工事請負契約の相手方を決定する手続におい

て定める予定価格及び最低制限価格を算定する基礎である。 

特に最低制限価格は、東京都契約事務規則（昭和３９年東京都規則第１２５号）第１８条の規

定により、入札参加者に知られないように取り扱うものである。 

総務部では、建築・機械・電気設備の工事の設計内訳書の作成に当たっては、財務局から配布

を受けた営繕積算システム（ＲＩＢＣ２）をインストールした２台のパソコン端末を職員６名で

使用している。１台は担当者個人単独で使用するパソコンに積算システムがインストールされて

おり、もう１台は係の共用のパソコンにシステムがインストールされている。 

ところで、この積算システムの運用状況を見たところ、担当者個人単独で使用するパソコン及

び係の共用のパソコンのいずれについても、積算システムを使用するには、パソコン端末にログ

インＩＤとパスワードを入力して起動させた後、積算システムを起動させる必要があるが、積算

システムの起動パスワードが常時保存されており、容易に起動できてしまう状況にある。 

このため、作成された設計内訳書を設計担当者以外の者が容易に閲覧できる状況となっている

のは、適切でない。 

部は、工事契約に係る価格情報管理を適切に行われたい。 

（総務部） 
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（４）有効期間が満了している電力量計を使用することのないよう適正に管理すべきもの 

文化振興部は、東京空襲の史実を風化させることなく、平和が永く続くことを祈念するため、

平成１３年に東京空襲犠牲者を追悼し平和を祈念する碑（以下「碑」という。）を都立横網町公

園（以下「公園」という。）内に建設している。部は碑を良好な状態に維持するために、碑の保

守点検等業務委託を締結し（契約相手：Ａ、契約金額：２３万９，１１２円、契約期間：平成２

６．７．１７～平成２７．３．１３）、照明設備や除湿機等の点検を行わせている。 

碑に附帯する装置の作動等に係る電気料については、公園の指定管理者が、公園全域の電気料

の支払を行った上で、碑内に設置されている電力量計を確認し電気使用量を算定し、部に対して

電気料の請求を行っている。 

ところで、保守点検等業務委託の報告書を見たところ、碑内に部が設置している動力用電力量

計が平成２２年８月、電灯用電力量計が平成２２年１１月に有効期間を経過しているとの報告が

あった。 

電力量計には、計量法（平成４年法律第５１号）により、検定証印等の有効期間（以下「有効

期間」という。）が定められており（表５参照）、有効期間満了後は、取引等における計量に使用

することが認められていない。このため、料金（平成２６年４月～１２月分１２万３１２円）を、

期限切れの電力量計で計量し、算出しているのは適正でない。 

部は、有効期間が満了している電力量計を使用することのないよう、適正に管理されたい。 

（ 文化振興部 ） 

 

（表５）有効期間 

品  名 有効期間 

電力量計   

 イ 定格電圧が３００ボルト以下の電力量計（変成器とともに使用されるもの及びロ

（２）に掲げるものを除く。） 
１０年 

ロ 定格電圧が３００ボルト以下の電力量計のうち、次に掲げるもの 

７年 

（１） 定格一次電流が１２０アンペア以下の変流器とともに使用されるもの（定格

一次電圧が３００ボルトを超える変圧器とともに使用されるものを除く。） 

（２） 定格電流が２０アンペア又は６０アンペアのもの（電子式のものを除く。） 

（３） 電子式のもの（イ及び（１）に掲げるものを除く。） 

ハ イ又はロに掲げるもの以外のもの ５年 

※ 本表は、計量法施行令（平成５年政令第３２９号）別表第三（第１２条、第１８条関係）

の抜粋である。 
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オリンピック・パラリンピック準備局 

１ 指摘事項 

（重点監査事項） 

（財産） 

（１）物品の管理を適切に行うべきもの 

スポーツ推進部（以下「部」という。）は、若洲海浜公園ヨット訓練所の管理運営について、

「東京都体育施設条例」（平成元年東京都条例第１０９号）に基づき、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）で定める「指定管理者制度」を活用し、若洲シーサイドパークグループ（以下

「指定管理者」という。）を指定している。指定管理者は、「若洲海浜公園ヨット訓練所業務内容

及び管理運営の基準」第１３により物品の購入及び廃棄等を行っている。 

ところで、部は平成２５年１２月２０日付けで指定管理者から、コンテナ２件及びバラック２

件について使用に適さない旨の報告を受けたので、これらの物品について東京都物品管理規則

（昭和３９年３月３１日規則第９０号）第３３条から第３６条までの規定に基づき、平成２６年

３月１２日付けで不用品へ組み替え、指定管理者へ平成２６年３月２６日付けで廃棄の指示を行

った。 

当該指示を受けて指定管理者は、平成２６年３月にこれらの物品を廃棄した旨の連絡を部に行

ったにもかかわらず、監査日（平成２７．６．２）現在、部は不用品を台帳から削除していなか

った。 

部は、不用品を台帳から削除し、物品の管理を適切に行われたい。 

（スポーツ推進部） 

（歳出） 

（２）契約事務を適正に行うべきもの 

東京２０２０オリンピック・パラリンピック招致委員会及び東京都は、第３２回オリンピック

競技大会及び第１６回パラリンピック競技大会の招致に当たって、選手、役員等が生活をする場

である選手村を中央区晴海に整備すると計画した立候補ファイルを、平成２５年１月７日に国際

オリンピック委員会（ＩＯＣ）へ提出している。 

大会準備部は、この計画に基づき、晴海地区を市街地再開発事業と位置付けて準備を進めてい

るところであり、平成２６年度については、晴海地区の基盤整備を検討するため、「晴海選手村

計画に係る整備方針検討業務委託」（契約金額：７７７万６千円、契約期間：平成２６．５． 

２６～平成２６．９．１９、契約の相手方：Ａ）を特命随意契約により締結している。 

ところで、この契約の成果物である報告書について見たところ、①道路整備に関して、「平成

２６年１０月６日」に警視庁と協議を行ったことが記載されているもの、②下水道施設整備に関

する協議を下水道局と行った資料として「平成２６年９月２４日」と記載されているもの及び港

湾局と行った資料として「平成２６年１１月１８日」と記載されているものが認められた。 

しかしながら、部は、契約の相手方から履行期限である「平成２６年９月１９日」付けで提出
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された委託完了届を同日に受領しており、「平成２６年９月２５日」付けで検査を完了したとし

て調書を作成している。 

部は、当該契約の履行結果は仕様の目的を果たしているとしているが、履行期限延長のための

契約変更手続きを行わないまま、検査完了後に行った協議等の内容に基づいて、引き続き受託者

に報告書を修正させているのは適正でない。 

部は、契約事務を適正に行われたい。 

（大会準備部） 
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２ 指摘及び意見・要望事項 

（重点監査事項） 

（その他） 

（１）都の保有個人情報について 

スポーツ推進部（以下「部」という。）に対して、若洲海浜公園ヨット訓練所（以下「所」と

いう。）での指定管理者の個人情報の取扱いを確認したところ、ヨット教室等への参加申込みは、

表１のとおり３通りの手段で行われ、①～④の４形態の個人情報を保有していることが確認でき

た。 

（表１） 

名称 媒体 収集手段 保管状況 記入方法 

①受付票 紙 電話 所の鍵のかかる保管

庫内（①及び②をフ

ァイリングし保管） 

指定管理者が電話の内容を記入す

る。 

②若洲ヨット 

教室申込書 

ＦＡＸ ＦＡＸで受け付け、指定管理者が①

へ転記する。 

③ＷＥＢ予約 

受付画面 

電子 

データ 

ホーム 

ページ 

所内に設置した指定

管理者所有のパソコ

ンのハードディスク

内（①をファイリン

グし、上記保管庫で

保管） 

受講希望者がホームページで入力し

た内容を指定管理者のパソコンで受

信し、その内容を指定管理者が①へ

転記する。 

④お客様 

カード 

紙 当日 

受付 

所の鍵のかかる保管

庫内（ファイリング

し保管） 

電話、ＦＡＸ、ホームページによ

る申込者が、乗船日に来所し、受

付の際に記入する。３枚複写で、

１枚目（指定管理者において保管す

る。）、３枚目（領収書）にはダイレ

クトメールの送付の可否について確

認する欄があり、この様式への記入

により最新の情報を把握している。

２枚目はヨット利用券で、利用者へ

渡している。 
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都の公の施設を管理運営する指定管理者には、東京都個人情報の保護に関する条例（平成２年

東京都条例第１１３号。以下「条例」という。）第９条、東京都個人情報の保護に関する条例の

施行について（平成３年３月２６日付２情都個第２６号。以下「通達」という。）第８条関係に

より、個人情報の保護に関し必要な措置を講じる義務が課され、適正な情報管理体制を構築する

ことが求められている。この場合、個人情報の適正な管理とは、情報を正確かつ最新の状態に保

つよう努め、漏えい等の防止のため必要な措置を講じ、事業に使用しなくなったり文書の保存年

限が終了したなどにより不要となった個人情報を速やかに消去又は廃棄することまでをいう。 

そして、部は、若洲海浜公園ヨット訓練所の管理運営に関する基本協定（締結日：平成２５年

４月１日、協定期間：平成２５年４月１日～平成３２年３月３１日）において定めた「個人情報

の取扱いに関する特記事項」（以下「特記事項」という。）により、指定管理者が、ヨット教室へ

の受講申込み等のように施設の利用等に関して取得した個人情報は、都の保有個人情報であると

している。 

以上を踏まえて指定管理者における保有個人情報の取扱状況を見てみると、以下の状況が見受

けられた。 
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ア 都の保有個人情報について適正に取り扱うよう指示すべきもの 

    指定管理者は、表１の４形態の個人情報を保有しており、全てについて、業務の継続に必要

で保管庫等の容量にも余裕があるという理由で、期限を設けず蓄積している。 

    ところで、受託者・指定管理者へ運営を行わせる場合には、通達において、その期間終了時

に、都の保有個人情報に係る提供資料を都へ返還させるよう定められており、これを受けて、

部も、特記事項第９条においてこの返還義務を定めている。 

    しかしながら、部は、指定管理者に対し、平成２５年３月３１日に前回の指定管理期間が終

了した際、前回の指定管理期間中に収集した都の保有個人情報を都へ返還させず、監査日（平

成２７．６．２）現在、引き続き業務を継続するために必要であるとして、例外規定はないに

もかかわらずそのまま保有させており、個人情報の管理上、適正ではない。 

    また、部によれば前回の指定管理期間中に収集した保有個人情報が必要な理由として、お客

様カード（表１④）により保有個人情報を最新かつ正確なものとなるよう把握し、他の形態の

個人情報（表１①～③）についても、申込みから乗船までの経過記録として保存することが必

要なためであると主張する。 

    しかしながら、各形態の個人情報は、監査日（平成２７．６．２）現在、受付日、乗船日ご

とに綴られており、一人別ファイルとして整理されていないため、各個人別の乗船等の経緯を

把握することが難しい状況にある。 

    部は、指定管理者が保有している都の保有個人情報について、適正に取り扱うよう指示され

たい。 

（スポーツ推進部） 
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  イ 利用者にわかりやすい個人情報保護制度の運用について 

    指定管理者の作成するホームページでは、ヨット教室への参加申込画面において、指定管理

者のグループ会社全体のセキュリティーポリシーが表示される。ここを表示させると、「当サ

イトでは、当サイトを通じてご提供いただいた皆様の個人情報（お名前・お電話番号・Ｅ－Ｍ

ａｉｌアドレスなど）を適正に管理いたします。また、皆様から頂いた個人情報は、（１）ご

本人の同意がある場合、（２）法令等に定めがある場合、（３）その他特別な理由のある場合を

除き第三者に開示することはありません。当サイトまたは個人情報保護に関するお問い合わせ

はこちらまで（さらに表示させる必要がある。）お願いいたします。」と示される。 

    しかしながら、セキュリティーポリシーの（３）は、概括的で十分に説明されておらず、適

切でない。さらに、このセキュリティーポリシーは、当該個人情報が都の保有個人情報となり、

都の開示請求等の手続きが該当することを説明していない。従って、都への開示請求の手続き

等についての案内がなく、利用者にとってわかりにくく適切でない。 

    本件施設は公の施設であることから、指定管理者が、利用者にわかりやすく個人情報保護制

度を運用するよう、部が、指定管理者を適切に指導することが望まれる。 

（スポーツ推進部） 
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３ 意見・要望事項 

（重点監査事項） 

（その他） 

（１）広報活動を適切に行うことについて 

スポーツ推進部（以下「部」という。）に対して、若洲海浜公園ヨット訓練所での、指定管理

者（若洲シーサイドパークグループ）による広報活動の提案内容を確認したところ、平成２４年

度の指定管理者選定の際に提案された事業計画書概要には、施設の魅力ある情報を様々な広報媒

体を組み合わせて積極的に発信したり、広報東京都、スポーツ施設窓口、公共交通機関、指定管

理者所属グループのホームページ等での広報を行うと記載されている。 

あわせて広報の状況を確認したところ、ツイッターの開設登録は平成２５年１月であった。ま

た、ツイッターでの発信件数は平成２５年は１３８件であったが、平成２６年度はテストを除き

２件であり、フォロワーは３６６人となっている。 

紙媒体の広報発信については、毎年度のヨット教室開催案内リーフレット（平成２６年度

３，０００部発行）のみである。 

その他の広報媒体への発信は、①広報東京都、②東京都ヨット連盟ホームページ（催事の案内

から指定管理者の構成団体であるＮＰＯ法人マリンプレイス東京ホームページへリンクし、マリ

ンプレイス東京ホームページにおいて若洲ヨット訓練所でのヨット教室や競技会等の案内が掲載

されている。）、③江東区ホームページ（江東区立小中学校セーリング部活動記事）への掲載が認

められた。 

なお、リーフレットは近隣の東京夢の島マリーナ（東京都港湾局施設）、一部の東京都海上公

園の管理事務所等（お台場海浜公園（管理事務所及びマリンハウス）、有明テニスの森公園（テ

ニスのクラブハウス）、辰巳の森海浜公園、東京港野鳥公園（管理事務所及びネイチャーセンタ

ー）、若洲ゴルフリンクス）へ置いている。 

その他の広報媒体については、平成２５年度からの現行の指定管理期間中において、セーリン

グ関係団体機関紙、公共交通機関での広報は１件もなかった。また、有明テニスの森公園テニス

施設を除き、部が擁する東京体育館や駒沢オリンピック公園総合運動場などのスポーツ施設には、

リーフレットを置いていない。 

これらの状況は、平成２４年度指定管理者選定の際の事業計画書において提案された項目の一

部を実施しておらず、また、ツイッターの発信件数やスポーツ施設窓口での広報が積極的に実施

されているとは言えない。若洲海浜公園ヨット訓練所の管理運営に関する基本協定第１６条にお

いて、特段の事情により、指定期間の途中に選定時の提案書類の内容を変更しなければならない

場合は、都と協議の上これを変更することとされているが、特段の事情はなく、協議も行われて

いない。 

部は、指定管理者に対し、広報活動を適切に行うよう指導することが望まれる。 

（スポーツ推進部） 
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（重点監査事項） 

（その他） 

（２）利用者アンケート、利用者懇談会について 

指定管理者は、表３のとおり５項目の質問からなる利用者アンケートを、ヨット訓練所を初め

て利用する人だけを対象に実施しており、平成２６年度の利用者アンケートの配布数は６１件、

回収率は１００％となっている。 

（表３） 

項目 

評価（件数） 

良かった 
まあまあ 

だった 
普通 

あまり 

良くない 
悪かった 

受付窓口の対応はいかがでしたか？ 53 2 5 1 0 

本日のヨット教室はいかがでしたか？           

  

  

  

内容はいかがでしたか？ 38 20 2 1 0 

ヨット訓練所やその周辺の手入れは

いかがでしたか？ 
29 29 3 0 0 

更衣室、トイレは気持ちよくお使い

になられたでしょうか？ 
20 29 11 1 0 

全体としてこの公園は快適に過ごせま

したでしょうか？ 
40 15 2 0 0 

このヨット訓練所で特別に良いところ、

悪いところがありましたらご記入くださ

い。 

・とても丁寧にわかりやすく教えて頂き、初めてでもヨ

ットに乗れて楽しかった。 

・思ったより設備が新しく良かった。     など 

   ※ 自由記入欄は各項目にも設定されている。 

 

部によれば、アンケート数が少ないことについて、常連の利用者については、年１回の利用者

懇談会において各利用団体の代表者から意見を聴取し、日常的に意見を聴取しているため、アン

ケートを行っていないとしている。また、性別・年代について把握していないが、これについて

は性別・年代にかかわらず広く意見等を検討したいためとしている。 

しかしながら、若洲海浜公園ヨット訓練所は、スポーツ等の普及振興を図るために設置されて

いるのであるから、性別・年代別に施設の設備や運営面で普及の妨げになっている事項はないか

確認することも必要である。また、常連の利用者であっても、満足していない面がある可能性も

あるところ、日常的な意見についての記録はない。 

たとえば、初級から上級までの教室を展開しているが、常連の利用者にとって満足できる内容



 - ５５ - 

となっているのか等、質問項目を工夫するなどしてアンケートを行うこと、また、年代や性別等

により評価を把握すること等を検討するよう、部は指定管理者を指導することが望まれる。 

（スポーツ推進部） 
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都 市 整 備 局 

１ 指摘事項 

（重点監査事項） 

（その他） 

（１）工事契約に係る価格情報管理を適切に行うべきもの 

工事の積算内容は、工事の施行に当たり締結する工事請負契約の相手方を決定する手続におい

て定める予定価格及び最低制限価格を算定する基礎である。 

工事の積算は、各部所の起工担当課で行われ、①土木工事については、土木工事設計システム、

②建築工事は、システムによらず別途作成した表計算ソフトによる電子ファイル、③設備工事は

都営住宅工事内訳書システムにより、「工事設計内訳書」（以下「設計書」という。）を作成して

いる。また、最低制限価格の算定に当たり誤りがないよう直接工事費、共通仮設費等を取りまと

めた「最低制限価格等算出基礎金額内訳書」（以下「算出書」という。）を別途作成し、契約担当

課へ回付している。 

「設計書」及び「算出書」の決定関与者への回付は紙により行われるが、その様式は、電子フ

ァイルで作成されているため、各担当は、落札者決定までの間、厳格に管理する必要がある。 

ところで、各部所において、作成時点から落札者決定までの期間における「設計書」及び「算

出書」の電子ファイルの管理状況を見たところ、以下の状況が認められた。 

ア 都営住宅経営部では、土木工事の「設計書」の電子ファイルを、課の共有ファイルサーバー

のフォルダに保存している。「設計書」の電子ファイルはシステムにログインしてから閲覧す

ることができるが、システムのログインパスワードが課内共通となっている。 

イ 都営住宅経営部では、土木工事の「算出書」の電子ファイルを、課の共有ファイルサーバー

のフォルダに保存しているが、電子ファイルにパスワード設定を行っていない。 

ウ 西部住宅建設事務所では、建築工事の「設計書」の電子ファイルを、課の共有ファイルサー

バーのフォルダに保存しているが、電子ファイルにパスワード設定を行っていない。 

エ 東部住宅建設事務所及び西部住宅建設事務所では、設備工事の「設計書」の電子ファイルを

当該システムのサーバーに保存しているが、電子ファイルにパスワード設定を行っていない。 

このように、いずれも同じ課内において、課の職員に限定するパスワードを設定しているが、

当該工事の決定に直接関与しない職員も閲覧可能な状況となっており、適切でない。 

これらの状況は、部及び所において、情報の流出によるリスク及び管理方法の検証を十分に行

っていないことにより生じたものである。 

部及び所は、価格情報に係るリスク低減の観点から、電子ファイルの管理方法を検証し、工事

契約に係る価格情報管理を適切に行われたい。 

また、局における工事契約に係る価格情報管理を統括する総務部は、不適切な状況が複数の部

所で見受けられたことを踏まえ、各部所に対し、必要な改善を行うよう指導を徹底されたい。 

（総務部） 
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（都営住宅経営部） 

（東部住宅建設事務所） 

（西部住宅建設事務所） 

 

（その他） 

（２）都営住宅工事内訳書システムの活用について検討すべきもの 

局では、都営住宅の工事に係る工事設計内訳書（以下「設計書」という。）の作成に当たり、

都営住宅工事内訳書システム（以下「システム」という。）を使用することとなっている。この

システムは、平成１３年度から運用され、東部住宅建設事務所及び西部住宅建設事務所で起工す

る建築工事及び設備工事の設計書の作成に使用されるものである。 

なお、当該システムに係る維持管理経費は表１のとおりである。 

ところで、両所のシステムによる設計書の作成状況について見たところ、表２のとおり、建築

工事に係る設計書の作成については、システムを使用せず、表計算ソフトのファイル（以下「表

計算ファイル」という。）を用いて設計書を作成している状況が見受けられた。 

システムを使用していない理由について、両所は、システムで設計書を作成する場合は、起工

時に必要となる関係書類（以下「起工関係書類」という。）を別途計算して作成しなければなら

ないのに対して、表計算ファイルで設計書を作成した場合は、起工関係書類も連動して計算・作

成されるよう設定されており、工種が多い建築工事においては、作成及び修正作業が効率的であ

るとしている。 

この状況について、システムを統括する総務部は、システムを構築した目的は積算における正

確性の担保であり、表計算ファイルによる設計書の作成は、正確性が担保できないため認めてい

ないとしている。 

しかしながら、部は、システム運用開始時を除き、具体的にシステムを使用するよう指導した

実績はなく、両所がシステムを使用していないことを看過している状況となっており、結果とし

て、システムの建築工事の設計書作成に係る機能は、運用開始時以来使用されていない。 

このため、部は、所の実情を分析の上、システム改修の検討を行うなど、積算における正確性

の担保、事務の効率性及び経済性の観点からシステムの活用について検討する必要がある。 

部は、都営住宅工事内訳書システムの活用について検討されたい。 

（総務部） 

 

（表１）システムの維持管理経費                （単位：円） 

年度 

(平成) 
保守管理委託経費 

プログラム 

改善委託経費 

サーバー等 

賃貸借経費 
計 

２４ 5,143,944 2,394,000 2,608,200 10,146,144 

２５ 6,482,897 2,803,500 2,500,680 11,787,077 

２６ 7,321,902 1,869,480 2,446,920 11,638,302 
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（表２）システムによる設計書の作成状況 

種別 
年度 
(平成) 

東部住宅建設事務所 西部住宅建設事務所 

工事件数 
システム利用の

有無 
工事件数 

システム利用の

有無 

建築工事 

２４ ２９ 無 １７ 無 

２５ ２９ 無 １９ 無 

２６ ３４ 無 ２４ 無 

計 ９２  ６０  

設備工事 

２４ １３９ 有 ８８ 有 

２５ ９５ 有 ６３ 有 

２６ ８７ 有 ４８ 有 

計 ３２１  １９９  

 

（歳 出） 

（３）測量委託について 

第一市街地整備事務所は、区画整理事業及び再開発事業に係る測量業務について、表３のとお

り委託契約（単価契約）により実施している。 

この委託契約について見たところ、以下のとおり、改善を要する点が認められた。 

     

 （表３）委託契約の状況                           （単位:円） 

項番 件名 契約期間 発注限度額 契約の相手方 

１ 
補助第１２０号線及び墨田五丁目

代替地用地補足測量（単価契約） 

平成 26.4.1～ 

平成 27.3.31 
6,114,770 Ａ 

２ 測量（２６目黒－１）（単価契約） 
平成 26.4.1～ 

平成 27.3.20 
2,160,000 Ｂ 

   

ア 単価契約の指示及び検査を適正に行うべきもの  

旧第二区画整理事務所において実施した表３の項番１の契約及び旧再開発事務所において実

施した項番２の契約について、所は、市街地整備部が管理する事業用地等の維持管理に関する

単価契約工事・委託に適用するとされている「事業用地等維持管理（単価契約）実施要領」

（平成２０年９月、市街地整備部。以下「要領」という。）に基づき行っているとしている。 

これらの契約の事務処理について見たところ、次のとおり、適正でない事例が認められた。 

（ア）指示 

要領では、単価契約の指示は、「指示記録簿」及び「施工内容確認申請書・指示書」の

様式により行うこととしており、具体的な指示方法は次のとおりである。 

ａ 所は、受託者に対し、指示内容（指示箇所、指示概要、指示期限等）を示す。 

ｂ 受託者は、「施工内容確認申請書」（工種、数量、金額、図面、設計書等の施工内容）

を作成し、所に提出する。 
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ｃ 所は、提出された「施工内容確認申請書」の内容を精査し、指示決定を行い、「指示

書」により受託者へ指示内容を通知する。 

この指示方法は、受託者に施工内容を申請させるなど、通常の単価契約と異なるもので

あるため、これを仕様書に明記することにより、指示系統を明確にし、適正かつ迅速な実

施を図る必要があるが、 

① 表３の両契約において、この指示方法が、仕様書に記載されていない 

② 表３の項番２の契約では、この指示方法による指示は別途行うこととし、受託者に対

し、任意の様式により指示を行い、予定される作業工種及び予定額を提出させ、主管課

長の確認を行っているが、工種・指示金額及び指示期限の決定並びに受託者への通知を

行わないまま作業させている 

など、要領の求める事務処理となっていない。 

（イ）検査 

仕様書第４条において、受託者は、測量が完了したときは、測量図その他必要図書又は

報告書類（以下「関係書類」という。）を遅滞なく所に提出して検査を受けなければなら

ないとされている。当該単価契約は、指示ごとに期限を示すものであり、指示ごとに検査

を行う必要がある。 

しかしながら、関係書類により測量等の履行状況について確認したところ、 

① 表３の項番１の契約では、指示全１０件中８件について、表４のとおり、指示前の履

行又は履行遅延となっている 

② 表３の項番２の契約では、任意様式により行った指示全１７件（表５参照）について、

表６のとおり、全指示の施工完了後に、一括して要領指定様式の「施工内容確認申請

書・指示書」を平成２６年４月１０日付けで作成し、これに対応した完了届及び納品書

（平成２７年３月２０日付け）により、平成２７年３月２７日に検査している 

など、検査が適正に行われていない。 

 

所は、単価契約の指示及び検査を適正に行われたい。                           

（第一市街地整備事務所） 

 

  



 - ６０ - 

（表４）表３の項番１の契約の不適正事例                     （単位:円) 

指示 

番号 
指示日 指示期限 検査日 関係書類による履行状況（注） 指示金額 

2 
平成 

26.4.17 

平成 

26.5.15 

平成 

26.5.15 

観測手簿：平成 26.6.30、平成 26.7.4観測 

復元図：平成 26年 6月測量 

境界点復元図：平成 26年 6月測量 

314,137 

4 
平成 

26.5.21 

平成 

26.6.27 

平成 

26.6.27 
簡易図：平成 26年 4月測量 329,815 

5 
平成 

26.7.3 

平成 

26.7.31 

平成 

26.8.1 

丈量図：平成 26年 10月測量 

現況平面図：平成 26年 10月測量 

復元図・多角点検測図：平成 26年 10月測量 

500,577 

6 
平成 

26.9.8 

平成 

26.10.3 

平成 

26.10.6 

観測手簿：平成 26.10.7、平成 26.10.21測量 

網図：平成 27年 1月作成 

用地平面図：平成 27年 1月作成 

84,225 

7 
平成 

26.11.5 

平成 

26.12.3 

平成 

26.12.5 

観測手簿：平成 26.9.29、平成 26.9.30観測 

重ね図：平成 26年 9月測量 

復元図：平成 26年 9月測量 

土地登記簿調査票：平成 26.10.10調査 

面積比較図:平成 26年 10月測量 

丈量図：平成 26年 10月測量 

土地境界図:平成 27.2.19測量 

画像情報：平成 27.2.16撮影 

715,453 

8 
平成 

26.12.10 

平成 

26.12.25 

平成 

27.1.5 

観測手簿：平成 26.11.28観測 

重ね図：平成 26年 11月測量 

画像情報：平成 27.2.24撮影 

227,318 

9 
平成 

27.2.4 

平成 

27.2.26 

平成 

27.3.2 

使用多角点検測図：平成 26年 12月測量 

観測手簿：平成 26.12.22観測 

復元図：平成 26年 12月測量 

座標リスト：平成 27.1.19測量 

検討図：平成 27年 2月測量 

   「平成 27.3.2打合せ。借地面積調査後

面積の調整をする。」との記載あり。 

102,329 

10 
平成 

27.3.2 

平成 

27.3.13 

平成 

27.3.19 

観測手簿：平成 27.2.16観測 

網図（使用多角点検測図）： 

平成 26年 10月測量 

         平成 27年 2月点検測量 

現況平面図：平成 27年 2月測量 

基準点点の記：平成 27.2.16作成 

222,781 

（注）完了時に提出された測量図その他必要図書又は報告書類に記載されている測量等の履行日 
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（表５）表３の項番２の契約の指示実績（任意様式による実際の指示）        （単位:円) 

作業 

番号 
実際の指示日 測量内容 

受託者が提出した 

予定額 

１ 平成 26.4.10 土地所在図・地積測量図の作成 ２枚 12,000 

２ 平成 26.4.10 用地境界杭設置 ２点 28,000 

３ 平成 26.5.2 土地所在図・地積測量図の作成 １枚 6,000 

４ 平成 26.5.26 土地所在図・地積測量図の作成 ７枚 42,000 

５ 平成 26.6.3 用地境界杭設置 ５点 67,000 

６ 平成 26.6.30 用地境界杭設置 １点  14,000 

７ 平成 26.8.4 土地所在図・地積測量図の作成 ５枚 30,000 

８ 平成 26.8.22 土地所在図・地積測量図の作成 １枚 6,000 

９ 平成 26.9.19 用地境界杭設置 ３点 39,000 

10 平成 26.12.2 土地所在図・地積測量図の作成 ２枚 12,000 

11 平成 26.12.5 土地所在図・地積測量図の作成 ２枚 12,000 

12 平成 26.12.9 用地境界杭設置 ２点 27,000 

13 平成 26.12.26 土地所在図・地積測量図の作成 ５枚 30,000 

14 平成 27.1.29 用地境界杭設置 ２点 28,000 

15 平成 27.2.12 土地所在図・地積測量図の作成 １枚 6,000 

16 平成 27.3.6 土地所在図・地積測量図の作成 １枚 6,000 

17 平成 27.3.16 用地境界杭設置 ３点 41,000 

計 406,000 

 

（表６）表５の指示を一括して作成した「施工内容確認申請書・指示書」           

施工内容確認申請書 

（主文） 下記の施工内容を別紙のとおり作成したので確認を申請します。 

件名 測量（２６目黒－１）（単価契約） 

契約年月日 平成２６年４月１日 

履行期限 平成２７年３月２０日 

施工箇所 目黒区目黒本町五丁目地内 

施工金額 ４０６，０００円 

備考  
施工実施の指示内容 

用地測量（用地境界杭設置・土地所在図・地積図等作成）１式 

指示書 

（主文） 上記の施工内容で実施することを指示する。 

指示番号 １ 

指示日 平成２６年４月１０日 

指示期限 平成２７年３月２０日 

指示金額 ４０６，０００円 

（注）指示の内訳等については、別途「指示１内訳書」及び「数量表」が添付されている。 
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イ 単価契約の積算を適切に行うべきもの 

要領において、積算は、「積算基準（調査・設計編）」（平成２６年８月、都市整備局。以下

「積算基準」という。）に基づき行うものとされている。 

ところで、両契約の積算について見たところ、次のとおり、問題点が認められた。 

（ア）諸経費 

積算基準では、測量の委託料は、直接測量費（人件費等、材料費、機械経費、直接経費、

技術管理費の合計）に諸経費（間接測量費、一般管理費等）を加えて測量作業費を積算す

るものとし、諸経費は、直接測量費ごとに求められた諸経費率（表７参照）を当該直接測

量費に乗じて得た額とするとしている。 

      しかしながら、所は、積算基準には、測量委託を要領による単価契約で行う場合の諸経

費の取扱いが明記されていないことから、表８のとおり、 

① 表３の項番１の契約では、工種ごとの設計単価を直接測量費として取り扱い、諸経費

率を求める 

② 表３の項番２の契約では、当該契約の発注限度額を直接測量費として取り扱い、諸経

費率を求め、その率を全工種に適用している 

という取扱いをしており、いずれも積算基準に準じているとしているものの、これらの取

扱いは、積算基準に照らして必ずしも適切であるとはいえず、結果として、合理的な理由

がなく、事案によって諸経費率の求め方が異なっている状態となっている。 

（イ）単価設定 

   表３の項番２の契約を行っている旧再開発事務所では、実際の測量作業費用と積算額と

が大きくかけ離れているとして、積算基準によらず、単位を見直した単価を設定し、積算

している。この結果、表９のとおり、同一工種において、事案によって単価設定が異なっ

ており、適切でない。 

 

  所は、単価契約の積算を適切に行われたい。 

（第一市街地整備事務所） 

 

（表７）「積算基準（調査・設計編）」による諸経費率標準値 

直接測量費 50万円以下 50万円を超え 1億円以下 1億円を超えるもの 

諸経費率 87.8％ 
算定式により求める。 

（87.8～44.9％） 
44.9％ 
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（表８）諸経費の取扱い状況 

補助第１２０号線及び墨田五丁目代替地用地補足測量（単

価契約）【表３の項番１】 

測量（２６目黒－１）（単価契約） 

【表３の項番２】 

工種 設計単価（円） 諸経費率（％） 当該契約の発注限度額２００万

円を諸経費率の直接測量費として

扱って求めた 79.5％を、全工種に

適用している。 

「４級水準測量」など 500,000以下 87.8 

現地測量 581,293 86.2 

横断測量 934,262 81.1 

 

（表９）単価設定の状況（例） 

工種 

補助第１２０号線及び墨田五丁目代替地用

地補足測量（単価契約）【表３の項番１】 

測量（２６目黒－１）（単価契約） 

【表３の項番２】 

単位 設計単価（諸経費なし） 単位 設計単価（諸経費なし） 

復元測量 千㎡ 43,193円 点 7,585円 

土地所在図・ 

地積測量図作成 
千㎡ 5,730円 枚 3,360円 

 

ウ 測量委託の適正な執行に係る内部牽制・統制が有効に機能する仕組みを構築すべきもの 

これまでの指摘のとおり、区画整理事業及び再開発事業に係る測量委託を単価契約により実

施する場合において、指示、検査及び積算について不適正事例等が発生している。 

これらの要因は、 次のとおりである。 

（ア）指示方法や積算等の考え方や留意事項については、「事業用地等維持管理（単価契約）

実施要領」（以下「要領」という。）の解説書である「事業用地等維持管理（単価契約）運

用の手引き」（以下「手引き」という。）において詳細に解説されているが、諸経費形態が

違うことから、測量委託にはこの手引きを適用しないとされており、測量委託に係る解説

書がないこと 

（イ）測量委託を要領による単価契約で行うことにより生じる積算上の問題点について、各所

属がそれぞれの考えで、その解消を試みた結果、合理的な理由がないにもかかわらず、所

属によって取扱いの差異が生じていること 

（ウ）指示、検査及び積算に当たり、所内のチェック機能が十分に働いていないこと 

 

また、積算については、両契約所管の第一市街地整備事務所に限らず、旧再開発事務所所管

の事業を所管する第二市街地整備事務所においても同様の状況であるが、部は、これらの各所

の実態及び不適正事例等を把握していない。 

このため、部は、こうした実態を踏まえ、要領により当該測量委託を行うことの是非も含め
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て測量委託の取扱いを整理し、測量委託の適正な執行に係る各所の内部牽制・統制が有効に機

能する仕組みを構築する必要がある。 

部は、測量委託の適正な執行に係る内部牽制・統制が有効に機能する仕組みを構築されたい。 

（市街地整備部） 

 

（４）補償説明業務委託に係る完了検査を適正に行うべきもの 

第一市街地整備事務所は、土地区画整理事業における建物等の補償、補償額の算定及び権利者

に対する補償内容等の説明業務（以下「補償説明業務」という。）について、表１０の委託契約

により実施している。 

ところで、旧第二区画整理事務所において実施した当該契約に係る補償説明業務の事務手続に

ついて確認したところ、以下のとおり、監査日（平成２７．４．２０）現在、一部において適正

でない事例が認められた。 

ア 補償説明に係る記録簿（以下「記録簿」という。）について、特記仕様書によれば履行期限

までに提出することとなっている。また、部によれば記録簿には、原則、権利者へ直接接触を

開始した時点から移転補償契約を締結する時点までの交渉結果を記載することとしている。 

しかしながら、表１１のとおり、①移転補償契約を締結する時点までの交渉結果を記載した

記録簿が作成されていない、②記録簿の提出が履行期限を超過している。 

イ 補償説明業務を行う際の人数について、特記仕様書によれば２名以上としているが、記録簿

を確認したところ、表１２のとおり、権利者に対する説明を１名で行っている。 

 

これらは所が、記録簿の作成及び補償説明業務の実施状況を十分確認しないまま、完了検査を

合格としたことによるものである。 

所は、補償説明業務委託に係る完了検査を適正に行われたい。 

（第一市街地整備事務所） 

 

（表１０）積算その他委託契約の一覧                    （単位：円） 
契 約 件 名 契 約 期 間 契 約 金 額 

積算その他委託契約その２（六町地区） 平成 26.5.15～平成 27.3.13 7,884,000 

積算その他委託契約その４（六町地区） 平成 26.5.29～平成 27.3.13 8,748,000 

積算その他委託契約その５（六町地区） 平成 26.6. 5～平成 27.3.13 8,856,000 

積算その他委託契約その６（六町地区） 平成 26.6.12～平成 27.3.13 8,748,000 

積算その他委託契約その８（六町地区） 平成 26.10.23～平成 27.3.13 3,024,000 
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（表１１）記録簿に関する不適正な事例 
契 約 件 名 事  例 

積算その他委託契約その２（六町地区） 
・補償説明業務件数２９件中、記録簿の未作成が１４件

であり、かつ記録簿の提出（平成 27.3.17）が履行期

限を超過（平成 27.3.13）したものが１件 

積算その他委託契約その４（六町地区） ・補償説明業務件数２４件中、記録簿の未作成が１３件 

積算その他委託契約その５（六町地区） ・補償説明業務件数３８件中、記録簿の記載が不明瞭か

つ途中の交渉経過の記載がない記録簿が５件 

積算その他委託契約その６（六町地区） ・補償説明件数３５件中、記録簿の未作成が４件 

 

（表１２）補償説明業務に関する不適正な事例 
契 約 件 名 事  例 

積算その他委託契約その２（六町地区） ・補償説明業務件数２９件中、権利者に対する説明を１

名で行っている事例１２件 

積算その他委託契約その６（六町地区） ・補償説明業務件数３５件中、権利者に対する説明を１

名で行っている事例１件 

積算その他委託契約その８（六町地区） ・補償説明業務件数９件中、権利者に対する説明を１名

で行っている事例４件 

 

（５）印刷請負契約を計画的に行うべきもの 

市街地建築部は、木造住宅及びビル・マンションの建物所有者が、耐震改修に当たり最適な工

法を選択できるようにするための方策として、公募で収集した耐震工法から選定した事例集を作

成し、展示会、ホームページ等で紹介して情報提供している。 

事例集は、区市町村や関係団体と連携してイベント等を展開している夏及び冬の耐震キャンペ

ーンに合わせて作成されているが、耐震工法の公募は毎年度行われていないため、公募が行われ

なかった年度は、前年度等に作成した事例集を増刷している。 

一方、公募を行う年度は夏から秋に工法を募集、秋に選定、冬の耐震キャンペーン時に選定結

果の公表及び新たに選定した工法の事例を入れた改訂版の事例集を作成している。 

ところで、平成２６年度の事例集の作成について見たところ、表１３のとおり３回の印刷請負

契約を行っている。この内容について確認したところ、項番１の契約は前年度版の増刷、項番２

の契約は平成２６年度に公募した工法事例を入れた改訂版の作成、項番３の契約は項番２の契約

で作成した事例集の増刷となっていた。 

このことについて部は、項番２については、耐震キャンペーンの一環である耐震改修工法等の

展示会で配布する分を印刷し、それ以外のイベント等ではその残部及び旧版の残部で対応したと

している。 

しかしながら、耐震キャンペーンは表１４のとおり複数のイベントがあることから、項番２の

契約時に今後の配布量を見込んだ上で、新規事例を入れた改訂版の印刷をすべきところ、これを

行っておらず適切でない。 

印刷物は作成部数や作成期間等により契約単価に影響するため、経費節減の観点から計画的に
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契約を締結する必要がある。 

部は、木造住宅及びビル・マンションの耐震化に係る事例集の印刷請負契約を計画的に行われ

たい。 

（市街地建築部） 

 

（表１３）事例集の契約状況                           （単位：円） 

項

番 
契約日 

履行 

期限 
品名等 

作成 

部数 

予定 

単価 

予定 

価格 

契約 

単価 

契約 

金額 

1 
平成

26.7.10 

平成

26.8.15 

「ビル・マンションの耐震化

読本」パンフレット 
4,000 90.0  360,000 70.0  280,000 

「安価で信頼できる木造住宅

の「耐震改修工法・装置」の

実例紹介」パンフレット 

4,000 90.0  360,000 64.5  258,000 

消費税及び地方消費税の額  57,600   43,040 

合計金額  777,600   581,040 

2 
平成

26.12.26 

平成

27.1.16 

「ビル・マンションの耐震化

読本」パンフレット 
500 280.0  140,000 308.0  154,000 

「安価で信頼できる木造住宅

の「耐震改修工法・装置」の

実例紹介」パンフレット 

500 275.0  137,500 245.0  122,500 

消費税及び地方消費税の額   22,200   22,120 

合計金額   299,700   298,620 

3 
平成

27.2.26 

平成

27.3.27 

「ビル・マンションの耐震化

読本」パンフレット 
2,500 150.0  375,000 116.0  290,000 

「安価で信頼できる木造住宅

の「耐震改修工法・装置」の

実例紹介」パンフレット 

2,500 135.0  337,500 95.4  238,500 

消費税及び地方消費税の額   57,000   42,280 

合計金額   769,500   570,780 

 

（表１４）冬の耐震キャンペーンイベントの事例（都主催分） 

2015耐震キャンペーン（平成 27.1.10～1.22） 

イベント名 実施期間 定員(名） 

耐震改修工法等展示会 平成 27.1.16～18 － 

耐震フォーラム 平成 27.1.21 500 

耐震化個別相談会 平成 27.1.21 55 

体験バスツアー 平成 27.1.13 20 

耐震改修事例見学会 平成 27.1.13、14 60 

（注）都主催以外に、各種協会、区市主催イベントがある。 
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（６）建築物実態調査に係る事務手続を適正に行うべきもの 

市街地建築部は、前年度に増築、改築及び改装等を行った建築物の工事実施額や着工建築物及

び除却建築物の届出の実態を現地調査し住宅等行政の基礎資料を得ることを目的とした建築物実

態調査を行っている。これは、国からの委託契約（委託料の限度額：３７６万５，０００円、委

託業務実施期間：平成２６．７．２３～平成２７．１．１６）による調査で、部はこの調査の実

施に当たり「平成２６年度建築物実態調査委託要綱」を定め、２３区９市とそれぞれ委託契約を

締結して行わせている。（委託金額：２４８万５，５００円、履行期限：平成２６．１１．１５） 

この委託契約に係る事務手続について見たところ、以下の状況が認められた。 

ア 部は、「平成２６年度建築物実態調査の委託について（依頼）」（２６都市建企第４９６号）

により事務手続の進め方を各区市へ通知しており、この通知の中で、各区市からの請求書の提

出期限を平成２６年１１月の調査様式提出時としている。 

しかしながら、 

① 部は各区市への委託契約の支払手続を平成２７年３月２７日に行っており、各区市からは

請求日が無記入の請求書を提出させ、部の担当者が支払時に合わせて同日の請求日を記入し

ていること 

② 支払手続が遅延したことにより、請求書の提出以降、長が交代となった区においては公印

が押された請求書の差替えが必要となったこと 

③ ２か月以上前に交代した前区長名の請求書で支払手続が行われていることが認められ、適

正でない。 

イ 部は、国に対して平成２７年１月９日に完了報告書等を提出し、それに対し国からは平成 

２７年１月１４日に委託費の額の確定が通知されている。 

国からの確定通知を受け、部は、東京都会計事務規則（昭和３９年東京都規則第８８号）第

２７条に基づき納付書を直ちに会計管理者に送付しなければならないにもかかわらず、平成 

２７年３月１９日と事務手続が遅延しており適正でない。 

 

部は、建築物実態調査に係る事務手続を適正に行われたい。 

（市街地建築部） 
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環 境 局 

１ 指摘事項 

（重点監査事項） 

（歳出） 

（１）微量ＰＣＢ廃棄物処理支援事業について申請審査業務を適切に行うべきもの 

資源循環推進部（以下「部」という。）は、都内の事業者等が保有する微量ＰＣＢ廃棄物につ

いて、その処理等に係る費用の一部を助成している。 

この助成事業を行うに当たっては、助成対象者が複数年にわたって助成対象事業に取り組む場

合等への対応のため、公益財団法人東京都環境公社（以下「公社」という。）に資金を出えんし、

助成金交付事業の原資とする基金を造成させるとともに、その管理や申請審査業務、助成金交付

要綱の策定業務等について、「平成２６年度東京都微量ＰＣＢ廃棄物処理支援事業業務委託」（以

下「業務委託契約」という。）を公社と締結し、履行させている。 

ところで、業務委託契約で公社が作成することとされている「東京都微量ＰＣＢ廃棄物処理支

援事業助成金交付要綱」では、微量ＰＣＢ廃棄物の処理・運搬等を行う費用のうち、微量ＰＣＢ

廃棄物機器を運び出すために必要となる「搬出・搬入費」については、助成対象とならないと規

定されている。 

しかしながら、本助成事業の公社の審査業務等について見たところ、実査で確認した１３４件

の申請の一部において、助成対象の運搬費の中に、助成対象外の「搬出・搬入費」に該当する積

込費が含まれているもの（１２件）や、「運搬費一式」との表記があり、助成対象外経費の積込

費が含まれているか否かが不明なものが存在した。 

これらは、申請書に添付する見積書等において、積込に要する費用についての記載方法に、申

請者ごとに差異が生じていたにもかかわらず、これらの申請の審査業務において、公社が申請者

への費用内訳の確認等を十分行わないまま助成対象としたものであり、適切ではない。 

また、部は、公社の審査業務についての履行確認等において、不十分な審査であることが書面

上から明らかであるにもかかわらず、この点について指示・指導等をしておらず、適切ではない。 

公社は、本事業の申請審査業務を適切に行われたい。 

部は、本事業の申請審査業務の履行確認及び公社への指導を適切に行われたい。 

 

（資源循環推進部） 

（公益財団法人東京都環境公社） 

  

（歳出） 

（２）ダイオキシン類の測定委託における査察を適正に行うべきもの 

多摩環境事務所は、水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）及びダイオキシン類対策特

別措置法（平成１１年法律第１０５号）に基づき有害物質及びダイオキシン類等による多摩地区
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の地下水等の汚染状況を把握するため、「土壌地下水汚染に係る検体の採取・分析委託（単価契

約）」を、環境省の審査によるダイオキシン類環境測定調査受注資格を有するＡと契約締結して

いる（推定総金額：２１１万６，６９２円、契約期間：平成２６．４．１～平成２７．３．３１）。  

ところで、ダイオキシン類の環境測定を国内の外部機関や海外施設に委託する場合には、「ダ

イオキシン類の環境測定を外部に委託する場合の信頼性の確保に関する指針」（平成２２年３月

３１日改訂環境省指針。以下「指針」という。）に基づき、委託者は精度管理の観点から委託期

間中に１回以上、受託者の品質管理システムや試料採取・管理、測定などの項目について立入に

よる査察を行うこととしている。 

しかしながら、この契約について見たところ、監査日（平成２７．４．１４）現在、所は委託

者でありながら立入による査察を実施していないことが認められた。また、指針ではやむを得ず

立入による査察が実施できない場合には、それに代えて審査する項目を提示し、対応する資料の

提出及びその補足説明の聴取をもって代えることができるとしているが、所はこれら審査項目の

提示等も行っておらず、適正でない。 

所は、指針に基づき受託者に対する査察を適正に行われたい。 

（多摩環境事務所） 

 

（３）工事請負契約に係る検査事務を適正に行うべきもの 

多摩環境事務所は、高尾ビジターセンターの改築工事、電気設備工事及び機械設備工事につい

て、表１のとおり工事請負契約を締結している。 

これらの工事の検査事務について見たところ、以下の状況が認められた。 

 

ア 機械設備工事及び電気設備工事について、所は、平成２７年３月３０日に高尾ビジターセン

ターにて現場における施工状況の検査を行っているが、平成２７年３月３１日付けの工事完了

届には同日付けで所の監督員の受付印が押印されており、平成２７年３月３０日の検査を実施

する前提となる工事完了届が確認できない。 

また、東京都検査事務規程（昭和４３年東京都訓令甲第１７５号。以下「検査規程」とい

う。）によれば、検査完了後はその結果を速やかに検査調書により受注者に通知しなければな

らないこととなっている。しかしながら、所は、現場検査で工事の完了を確認し、検査の場に

て修正等を指示した書類の修正等も既になされているとしながら、監査日（平成２７．４．１

４）現在、検査員の押印がなく検査調書の作成を終えていない。 

これらのことは、適正でない。 

 

イ 改築工事の完了検査については、自然環境部が平成２７年３月３１日に高尾ビジターセンタ

ーにて現場における施工状況の検査を行っている。部は、この検査日において検査合格としな

がら、監査日（平成２７．４．２１）現在検査調書の作成を終えていない。 
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このことについて、部は、検査の際に確認した数量を後日容易に確認できるよう書類提出の

指示を行っており書類が提出されていないためであるとしているが、この取扱いは検査規程に

よらないものであり、適正でない。 

 

所及び部は、工事請負契約に係る検査事務を適正に行われたい。 

 

（多摩環境事務所） 

（自然環境部） 

 

 （表１） 高尾ビジターセンターの改築工事及び機械設備工事 

契 約 件 名 契約金額 契約締結日 工 期 受 注 者 

高尾ビジターセンター改築

工事（その２） 

156,729,600円 平成 25.11.26 平成 27.3.31 Ｂ 

高尾ビジターセンター改築

電気設備工事 

16,117,200円 平成 25.8.13 平成 27.3.31 Ｃ 

高尾ビジターセンター改築

機械設備工事（その２） 

12,171,600円 平成 26.7.17 平成 27.3.31 Ｄ 

 

（４）測量委託契約事務を適正に行うべきもの 

多摩環境事務所は、山のふるさと村の法面測量をＥに委託して実施した（契約金額：９７万 

２，０００円、契約日：平成２６．１２．８、履行期限：平成２７．１．２８）。 

ところで、納品された報告書を見たところ、表２のとおり測量等の日付が契約日前及び履行期

限後の日付となっていることが認められた。 

所は、これらは受注者による日付の誤記入であるとしているが、仮に誤記入であったとしても、

所は実際に測量等を行った日付を確認した上で訂正を求めることもしておらず、この報告書をも

って検査完了としたことは、適正でない。 

所は、測量委託契約事務を適正に行われたい。 

（多摩環境事務所） 
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（表２）報告書中測量日等が契約期間（平成 26.12.8～平成 27.1.28）内でないもの 

報告書中の項目 書 類 名 測 量 日 等 （注） 

４級基準点測量 観測手簿、トラバース計算、多角

点点の記 

平成 26.11.28、平成 26.11.20、平

成 26.11.30（平成 26.11.27） 

中心線測量 路線測量計算書、中心点点の記 平成 26.11.26、平成 26.12.1（平

成 26.11.27） 

縦断測量 水準成果、直接水準測量計算等 平成 26.10.21、平成 26.11.28 

図面一式 平面図 平成 27年 3月 

（注）（ ）内は、書類中測量作業写真内の作業掲示板に記載された日付である。 

 

（５）契約事務手続を適正に行うべきもの 

自然環境部は、東京グリーンシップ・アクション（ＮＰＯ、企業等の連携により保全地域の自

然環境を保全する活動）で使用するため、「杭の買入れ」（契約金額：１４万４，７２０円、契約

日：平成２６．８．２５、履行期限：平成２６．１０．１７）を、Ｆと随意契約している。 

ところで、この契約の状況について見たところ、監査日（平成２７．４．１７）現在、未履行

となっている。これについて、部は、契約締結後に購入が不要となったため履行を求めなかった

としているが、契約解除の事務手続を行っておらず、適正でない。 

部は、契約事務手続を適正に行われたい。 

 

（自然環境部） 
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福 祉 保 健 局 

１ 指 摘 事 項 

（重点監査事項） 

（歳入） 

（１）査定減に係る診療報酬の再審査請求を適切に行うべきもの 

社会保険診療報酬支払基金及び国民健康保険連合会等（以下「基金等」という。）は、医療機

関が提出した診療報酬明細書の内容を審査し、過剰な診療行為（検査・投薬等）であると判断し

た場合、診療報酬点数を減点（以下「査定減」という。）している。 

福祉保健局が所管する各療育センターでは、基金等から査定減の通知があった場合、各療育セ

ンターに設置している保険診療委員会（以下「委員会」という。）を開催し、請求内容に正当性

があり、基金等の査定減の内容に納得できないと判断したときには請求理由（症状詳記）を添付

した再審査請求書を作成し、基金等に対し再審査請求を行うこととしている。 

再審査請求は、「社会保険診療報酬支払基金に対する再審査の申出について」（昭和６０年４月

３０日付保険発第４０号 庁保険発第１７号）によると、迅速な再審査処理と支払事務の円滑な

実施のために、査定減の通知があったときからできる限り早期に行い、原則６か月以内を遵守す

るように努められたいとされている。 

ところで、府中療育センター（以下「センター」という。）において再審査請求に係る事務処

理について見たところ、表１のとおり、委員会で再審査請求を行うよう決定しているにもかかわ

らず、その請求が６か月を超えて遅延しているものが発生し、監査日（平成２７．５．２１）現

在、未請求のものが２３件にのぼることが認められた。 

センターは、査定減に係る診療報酬の再審査請求を適切に行われたい。 

     （府中療育センター） 

 

（表１）再審査請求未請求リスト                （単位：件） 

査定減通知のあった月 ４月 ５月 ６月 ７月 ９月 10月 合計 

再審査請求決定件数  Ａ 21 9 23 17 31 10 111 

６か月以内請求件数  Ｂ 17 7 18 15 22 7 86 

請求遅延件数 Ａ－Ｂ＝Ｃ 4 2 5 2 9 3 25 

 うち監査日現在、未請求 2 2 5 2 9 3 23 

 

（重点監査事項） 

（歳入） 

（２）適正な債権管理を行うべきもの 

北療育医療センター（以下「センター」という。）では、患者の診療報酬、利用料、日用品費

の債権管理を北療育医療センター滞納整理事務処理マニュアル（以下「マニュアル」という。）

に基づき行っている。 
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マニュアルには、納期限を経過している滞納者について、債権管理台帳を作成すること、督促

状を納付期限超過後２０日以内に送付すること、債務者が無資力の状況に近い時などの支払延期

の取扱いとして徴収猶予申請書を徴し、分割納入申請書を受理することなどが定められている。 

ところで、債権管理状況を見たところ、表２のとおり、督促状の送付が行われていないなどの

状況が認められた。 

センターは、マニュアルに基づき適正な債権管理を行われたい。 

（北療育医療センター） 

   

（表２）不適正な債権管理状況                    （単位：件、円） 

患者 請求件数 請求金額 事例 

Ａ 1 220 滞納者名簿無、債権管理台帳無、督促状送付無 

Ｂ 11 27,300 債権管理台帳記載無、督促状送付無、分割納入計画書無 

Ｃ 2 7,140 滞納者名簿無、債権管理台帳無、督促状送付無、徴収猶予

申請書無（1件）、債権管理台帳記載無 

 

（歳入） 

（３）適正な債権管理を行うべきもの 

保健政策部（以下「部」という。）は、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年

法律第１１７号）及び東京都原子爆弾被爆者等の援護に関する条例（昭和５０年東京都条例第８

８号）に基づき被爆された方々等の福祉の増進を図ることを目的として、健康管理手当及び介護

手当（以下「健康手当等」という。）の支給を行っているが、本人が死亡したことを把握するの

が遅れた場合や他県へ転居した際など、健康手当等を誤って支給してしまうことがあり、その場

合は本人もしくは遺族に返還請求を行っている。 

返還請求に伴う債権回収に関しては、福祉保健局債権管理事務処理要綱及び福祉保健局滞納整

理事務処理マニュアル（以下「マニュアル等」という。）に基づき、債権管理事務を行っている。 

マニュアル等では、納期限を経過している滞納者について、 

① 督促状を納付期限超過後２０日以内に発行すること 

② 督促状発行後１か月経過しても納付がない場合、催告書を発行すること 

③ 催告書発行後１か月経過しても納付がない場合、架電と臨戸を行うこと 

としている。 

ところで、返還請求に伴う債権管理状況を見たところ、表３のとおり、督促状を送付するだけ

で催告書が送付されていないこと、また、住所が判明しているにもかかわらず臨戸による催告が

行われていないことが認められた。 

部は、マニュアル等に基づき適正な債権管理を行われたい。 

（保健政策部） 
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   （表３）不適正な債権管理状況                       （単位：円） 

滞納者 請求金額 
状況 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

Ｄ 642,200 
H25.2.25 督促状送付 

 

H25.9.27 戸籍確認 

H26.2.18 督促状送付 

H26.10.16督促状送付 

Ｅ 542,760 

H24.8.22 督促状送付 

H25.2.19 架電催告 

H25.8.22 架電催告 
H25.11.7 架電催告 
H25.11.13督促状送付 

H26.2.18 架電催告 

H26.10.16督促状送付 

Ｆ 33,570 

 H25.11.7 督促状送付 

H26.2.12 督促状送付 

H26.10.3 督促状送付 

H26.11.20督促状送付 

（再送） 

Ｇ 67,600 
H24.8.22 督促状送付 

H25.2.27 分割申請有 

H25.4.11 督促状送付  

 

Ｈ 33,670 

H24.8.22 督促状送付

H25.2.25 督促状送付 

 H26.10.16督促状送付

H26.11.5 督促状送付 

（再送） 

 

（４）分納に係る収納事務及び手続を適正に行うべきもの 

看護専門学校は、東京都立看護専門学校条例（昭和５２年東京都条例第７８号）及び東京都立

看護専門学校学則（昭和４６年東京都規則第７３号）に基づき学生から授業料を徴収している。 

ところで、荏原看護専門学校（以下「学校」という。）において授業料の収納状況を見たとこ

ろ、学校は、授業料の未納（１３万２，８５０円）があった学生Ｉから平成２６年度中に計３万

６，４２５円の授業料を受け取っているにもかかわらず、この収納金を監査日（平成２７．５．

１１）現在都の収入として収納していないことが認められた。 

東京都会計事務規則（昭和３９年東京都規則第８８号）によれば収納金は即日指定金融機関に

払い込まなければならないと定められており、これにより都の収入として収納されることとなる。 

しかしながら学校は、収納金額が１期分の授業料に満たないことから払い込みができないもの

と誤認して収納金３万６，４２５円を学校保管としていたものであり、適正でない。 

また、分納に際しては「福祉保健局滞納整理事務処理マニュアル 平成２６年４月」（福祉保

健局総務部企画計理課）によれば「分割納付申請書」等を徴することとなっているところ、分納

誓約の旨、債権の表示及び債務者学生Ｉの署名押印のいずれもない任意様式の送金予定表しか徴

しておらず、適正でない。 

学校は、分納に係る収納事務及び手続を適正に行われたい。 

（荏原看護専門学校） 
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（歳出） 

（５）履行確認を適正に行うべきもの 

医療政策部では、「脳卒中普及啓発に係る車内広告の掲載」をＪに委託している（契約金額：

６４万６，９２０円、契約日：平成２６．１１．２７、履行期限：平成２７．３．１３）。 

この契約は、脳卒中普及啓発ポスター（以下「ポスター」という。）について、都営地下鉄三

田線、都営バス（千住、練馬及び江戸川各営業所分）、京王バス（八王子営業所分）及び東急バ

ス（弦巻営業所分）の窓上等の車内広告スペースに１か月間（平成２７．１．１４～２．２８の

うちの１か月間）掲示する内容となっている。 

部はこの履行確認のため、仕様書において、①電車にあっては行先表示幕、車両の車体番号及

びポスターの掲出状況を、バスにあっては行先表示幕、車両ナンバー及びポスターの掲出状況の

写真を撮影すること、②車内広告を掲出した会社に対し、仕様に定める期間及び枚数の掲出を行

った旨が確認できる証明書等を収集することを定め、①については写真、②については原本の提

出を受注者に求めている。 

ところで、受注者から提出された書類を見たところ、①ポスター掲出写真はあるもののポスタ

ーが大写しになっており車両や路線の判別ができず、行先表示や車体番号等を撮影したものがな

い、②掲出期間や掲出枚数等を確認した旨の書類は受注者の記名押印となっており、証明書の収

集がなされていないなど、仕様に定める履行確認書類とはなっていないことが認められた。これ

らの提出書類以外に仕様に定めるポスター掲示がなされたことを確認できるものがないにもかか

わらず、部は検査完了として契約代金を支払っており、適正でない。 

部は、履行確認を適正に行われたい。 

（医療政策部） 

 

（６）随意契約に係る事務を適正に行うべきもの 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」という。）第１６７条の２第１項第

３号では、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和４６年法律第６８号）第４１条第１項

及び第２項に規定するシルバー人材センター等から、普通地方公共団体の規則で定める手続によ

り役務の提供を受ける契約については、随意契約によることができると定められている。 

また、東京都契約事務規則（昭和３９年東京都規則第１２５号。以下「規則」という。）第３

４条の４においては、令第１６７条の２第１項第３号による随意契約を締結する場合、契約を締

結しようとするときは契約内容、相手方の決定方法、選定基準及び申込方法等を、契約を締結し

たときは契約の締結状況等を、それぞれ公表するものと定められている。 

ところで、東村山ナーシングホームでは、構内で発生し集積した樹木枝葉等の収集及び処分に

ついて、Ｋシルバー人材センターと委託契約（契約金額：１６２万円、契約日：平成２６．４．

１、履行期限：平成２７．３．３１）を締結している。当該契約は、同号の規定に基づき随意契

約によるとしているものであり、契約締結の前後に、規則に定められた事項の公表が必要となる。  
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しかしながら、東村山ナーシングホームは、契約締結後の情報は公表しているものの、契約締

結前の情報は公表しておらず、適正でない。 

東村山ナーシングホームは、随意契約に係る事務を適正に行われたい。 

（ 東村山ナーシングホーム ） 

 

（７）医薬品等の更新に伴う買入れ契約を適切に行うべきもの 

医療政策部では、災害発生時初動期の医療救護に使用する医薬品及び資器材（以下「医薬品等」

という。）一式を災害用救急医療資器材７点セット（以下「７点セット」という。）として、都内

の備蓄倉庫２箇所に整備している。７点セット内の医薬品等については、東京都災害医療運営連

絡会（注）において定められたそれぞれの耐用年数を備蓄年数の基準（以下「備蓄基準年数」と

いう。）として使用期限切れにならないよう更新されている。 

ところで、７点セット内の備蓄基準年数が到来する医薬品等の更新に係る買入れ契約（契約金

額：１，３８１万１，１４８円、契約日：平成２６．４．２５、履行期限：平成２６．６．３０、

受注者：Ｌ）において、納品された医薬品等の使用期限報告を見たところ、仕様書では、備蓄基

準年数に対する残存使用期限が９／１０以上あるものを納入するよう求めているにもかかわらず、

表４及び表５のとおり、２２０品目中４８品目（以下「４８品目」という。）において残存使用

期限が備蓄基準年数の９／１０を満たしておらず、また、３１品目（以下「３１品目」という。）

においては使用期限の記載がないことが認められた。 

４８品目について、部は、受注者からの「医薬品等の流通過程において十分な使用期限を確保

できない」との申出に対し、履行期限より２か月も早い段階で、残存使用期限が仕様を満たさな

いものの納品に合意している。しかしながら、使用期限が短くなればそれに応じて更新時期が早

まるため、都にとって不利な納品となるにもかかわらず、部は、履行可能性の十分な追求、減価

採用又は違約金徴収の検討をしておらず、適切でない。 

また、部は、３１品目について、酸素ボンベなど一部使用期限を有するものが含まれているに

もかかわらず、３１品目全てにおいて長期使用が可能であるとして、使用期限を報告させ仕様を

満たしているかの確認を行わなかったことは、適切でない。 

さらに、３１品目の使用期限を確認することにより長期使用が可能であると判明した医薬品等

については、使用可能期間を踏まえた発注時期に見直すべきである。 

部は、７点セットの医薬品等の更新に伴う買入れ契約を適切に行われたい。 

（ 医療政策部 ） 

  

（注）学識経験者、東京都医師会、東京都薬剤師会等で構成される会議。医薬品等については、

使用期限の表示はされていても、備蓄年数の目安となる耐用年数は明らかになっていない

ものが多いため、医薬品等の備蓄を行うに当たり、当時の東京都災害医療運営連絡会にお

いて備蓄年数の基準として耐用年数を定めたものである。 
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（表４）使用期限が仕様に満たない医薬品等（４８品目） 

仕様で求める納品 使用期限報告に見る納品状況 

備蓄 

基準

年数 

左記の９／１０ 

の使用期限 
医薬品等の品名（使用期限） 

２年 ２０１６．４  採尿バッグ（２０１５．１２）、舌圧子（２０１６．３）、血液型判定用

抗血清抗Ａ（２０１６．２）、血液型判定用抗血清抗Ｂ（２０１５．１

２）、血液型判定用抗血清Ｒｈ型判定用（２０１５．８）、フェノバール

注（２０１５．１２）、セフメタゾン（２０１５．１０）、マスキュラッ

クス静注用（２０１５．１１）、ディプリバン注（２０１５．７）、ネオ

シネジンコーワ静注（２０１５．１２）、アダラートカプセル（２０１

５．１２）、アミカシン（２０１５．１２）、Ｌ－ケフラールカプセル

（２０１６．１）、ケフラール細粒小児用（２０１５．１２）、カタボン

Ｌｏｗ（２０１５．１０）、ヒビディール（２０１５．１２）、ソフラチ

ュール（２０１６．２）、５０％ブドウ糖注（２０１５．１２）、メイロ

ン（２０１６．３） 

４年 ２０１８．２  綿棒（２０１６．１２）、バストバンドＳ（２０１７．２）、バストバン

ドＬ（２０１７．３）、クラビクルバンド鎖骨骨折固定帯Ｌ（２０１

７．４）、クラビクルバンド鎖骨骨折固定帯Ｍ（２０１７．３）、チュー

ビグリップ足用（２０１７．３）、チュービグリップ手用（２０１７．

３）、点滴用副子（２０１６．１１）、マキロン（２０１７．３）、タリ

ビット眼軟膏（２０１７．８）、インテバン座薬（２０１６．７） 

６年 ２０１９．１１ 蘇生セット滅菌ガーゼ（２０１７．４）、創傷セット滅菌ガーゼ（２０

１７．４）、創傷セット三角巾（２０１７．４）、創傷セット網包帯３号

（２０１９．１）、創傷セット網包帯４号（２０１９．１）、創傷セット

タオル（２０１７．２）、手術用セット（２０１７．４）、熱傷セット滅

菌ガーゼ（２０１７．４）、熱傷セットタオル（２０１７．２）、熱傷セ

ット網包帯３号（２０１９．１）、熱傷セット網包帯４号（２０１９．

１）、熱傷セット三角巾（２０１７．４）、アルフェンス２号（２０１

９．２）、アルフェンス８号（２０１９．１）、アルフェンス１０号（２

０１９．２）、骨折セット三角巾（２０１７．４）、雑品セットタオル

（２０１７．２）、手術衣セット（２０１７．４） 

（４８品目に係る納品額）   ２，８２３，６９２円 

 

（表５）使用期限の記載がない医薬品等（３１品目） 

仕様で求める納品 使用期限報告に見る納品状況 

備蓄 

基準

年数 

左記の９／１０ 

の使用期限 
医薬品等の品名 ※いずれも使用期限の記載がない 

２年 ２０１６．４  経口エアウエイ、サクションコネクター、酸素ボンベ、止血帯、油紙、

ビニールシーツ、輸血輸液セットアメゴム、血液型判定用紙、アルコー

ル綿、サインペン、緊急医薬品セットアメゴム 

４年 ２０１８．２  携帯用血圧計、聴診器、ジャクソンリーズ、創傷セット眼帯、スポンジ

付針金副子、マジックギプス、紙コップ、雑品セット眼帯 

６年 ２０１９．１１ 足踏式吸引器、蘇生バッグ、蘇生セット包帯、汚物材料廃棄用タンク、

綿球、熱傷セット包帯、骨折セット包帯、頸椎固定用具、サムスプリン

ト、吸引器アダプター、ビニールシート、石鹸 

（３１品目に係る納品額）    ３，２４５，７７８円 
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病 院 経 営 本 部 

１ 指摘事項 

（重点監査事項） 

（収入） 

（１）査定減に係る診療報酬の再審査請求を適切に行うべきもの 

社会保険診療報酬支払基金及び国民健康保険団体連合会等（以下「基金等」という。）は、病

院が提出した診療報酬明細書の内容を審査し、過剰な診療行為（検査・投薬等）等であると判断

した場合、診療報酬点数を減点（以下「査定減」という。）している。 

都立病院では、基金等から査定減の通知があった場合、各病院に設置している保険診療・ＤＰ

Ｃ委員会（以下「委員会」という。）を開催し、請求内容に正当性があり、基金等の査定減の内

容に納得できないと判断したときには請求理由（症状詳記）を添付した再審査請求書を作成し、

基金等に対し、再審査請求を行うこととしている。 

再審査請求は、「社会保険診療報酬支払基金に対する再審査の申出について」（昭和６０年４月

３０日付保険発第４０号 庁保険発第１７号）によると、迅速な再審査処理と支払事務の円滑な

実施のために、査定減の通知があったときからできる限り早期に行い、原則６か月以内を遵守す

るように努められたいとされている。 

ところで、小児総合医療センターにおける査定減に係る再審査請求について見たところ、表１

のとおり、委員会で再審査請求を行うよう決定しているにもかかわらず、その請求が６か月を超

えて遅延しているものが毎月発生し、監査日（平成２７．５．２６）現在、未請求のものが３４

件にのぼることが認められた。 

病院は、査定減に係る診療報酬の再審査請求を適切に行われたい。 

（小児総合医療センター） 

 

（表１）平成２６年度の査定減に係る再審査請求の状況       （単位：件） 
査定減通知のあった月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 合計 

再審査請求決定件数  Ａ 31 35 28 37 28 30 32 221 

６か月以内請求件数  Ｂ 27 34 25 0 23 22 12 143 

請求遅延件数 Ａ－Ｂ＝Ｃ 4 1 3 37 5 8 20 78 

 うち監査日現在、未請求 2 1 3 4 2 4 18 34 

 

（支出） 

（２）各病院を適切に指導すべきもの 

多摩総合医療センター、小児総合医療センター及び松沢病院は、新鮮血液等の買入れ及び放射

性医薬品の買入れについて、Ａ及びＢを各々の契約相手方として、病院ごとに特命随意契約（契

約期間：平成２６．４．１～平成２７．３．３１）を締結している。 

ところで、旧衛生局が各病院あてに通知した①新鮮血液等の買入れについて（昭和６２年３月
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３１日付６１衛病開第６５３号）②放射性医薬品の買入れについて（昭和６０年４月１９日付６

０衛病開第４１号）（以下「通知」という。）では、仕様書に必ず記載すべき事項を定めるととも

に、病院ごとに購入品目に応じた必要事項を適宜追加することにより、仕様書を作成し、契約の

適正な履行を確保するよう留意することとしている。 

しかしながら、各病院の仕様書を見たところ、表２のとおり、通知で必須事項とされている①

納入期限に係る条項、②新鮮血液について返品血液の納品を原則行わない旨の条項、③放射性医

薬品の運搬・搬入について放射性医薬品製造規則等関係法令を厳守することなどの条項が漏れて

いる事例が見受けられるなど、通知に基づき仕様書が作成されていない状況となっている。 

これは、サービス推進部が、新鮮血液等や放射性医薬品の買入れに係る契約について、適正な

仕様書に基づき契約を締結するよう各病院を指導していなかったことによるものである。 

部は、各病院を適切に指導されたい。 

（サービス推進部） 

 

（表２）各病院仕様書における納入期限等の条項の記載状況 

納入期限等の条項 
多摩総合医療 
センター 

小児総合医療 
センター 

松沢病院 

新鮮血液等 
①納入期限 記載なし 記載なし 記載あり 

②返品血液 記載あり 記載なし 記載なし 

放射性医薬品 
①納入期限 記載あり 記載なし 記載なし 

③法令による運搬 記載あり 記載なし 記載なし 

 

（３）工事契約に係る事務手続等を適正に行うべきもの 

広尾病院は、「女子更衣室トイレ床シートほか修繕工事」契約（契約金額：１７３万１６０円、

契約期間：平成２６．８．２２～平成２６．９．１９。以下「修繕工事」という。）により、地

下２階女子更衣室トイレの床シートを張り替えている。 

また、「女子更衣室トイレ便器ほか改修工事」契約（契約金額：２１６万円、契約期間：平成２

６．１０．１０～平成２６．１１．５。以下「改修工事」という。）により、修繕工事と同じ箇所

である地下２階女子更衣室トイレについて、便器の改修（和式から洋式への更新）を行っている。 

ところで、この２件の契約について工事現場写真等の書類を確認したところ、修繕工事が完了

した平成２６年９月１９日には便器の改修が終了しており、改修工事のうち女子更衣室トイレの

便器の改修については、改修工事前の修繕工事の期間中に行われていたことが認められた。 

しかしながら、改修工事の契約日は平成２６年１０月１０日であり、契約締結前に受注者に改

修工事を行わせたことは適正でない。 

また、本件では、工程を踏まえれば一つの工事契約とすることも考えられ、その場合は諸経費

等の積算額が縮減できることになる。 

病院は、工事契約に係る事務手続を適正に行うとともに、工事工程等を考慮して契約されたい。 

（広尾病院） 
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（４）診療材料の緊急使用及び契約に係る手続を適正に行うべきもの 

各病院の診療材料委員会設置要綱によると、カテーテルや眼内レンズなどの診療材料は、診療

材料委員会（以下「委員会」という。）の審議を経て採用されたものを購入するが、採用されて

いない診療材料について診療上緊急に必要とし、委員会の開催まで待てない場合は、委員会の委

員長の承認を得て購入し、使用することができる（以下「緊急使用」という。）とされている。 

大塚病院において、平成２６年４月及び５月の緊急使用に係る申請書及び診療材料の購入契約

関係書類を見たところ、表３のとおり、使用日以後に承認を受け、契約を締結している事例が認

められた。 

これは、事前に緊急使用の申請を委員長に行わず、また、受注者に納品させた後、事後に契約

手続を行ったものであり、適正でない。 

緊急使用及び契約の手続を適正に運用している病院も他にあることから、病院内に緊急使用の

申請を事前に行うよう周知徹底するとともに、申請のあったものについては速やかに契約手続を

行うようにすれば、改善は可能である。 

病院は、診療材料の緊急使用及び契約に係る手続を適正に行われたい。 

（大塚病院） 

 

（表３）診療材料の緊急使用及び契約に係る手続の適正でない事例（平成２６年４月～５月） 

 

 

 

 

承認日 使用日 契約日 納品日

オルフィスCVキット 平成26.4.5 平成26.4.3 平成26.5.21 平成26.5.30

親水性イレウスチューブ 平成26.4.7 平成26.4.5 平成26.6.25 平成26.6.30

サイトマックスⅡダブルルーメン
胆管用生検ブラシ

平成26.4.20 平成26.4.14 平成26.6.25 平成26.6.30

親水性イレウスチューブ 日付不明 平成26.4.27 平成26.6.25 平成26.6.30

CREWGバルーンダイレーター 日付不明 平成26.5.1 平成26.5.21 平成26.5.30

Niti-S大腸用ステント 平成26.6.2 平成26.5.3 平成26.5.21 平成26.5.30

親水性イレウスチューブ 平成26.6.2 平成26.5.7 平成26.7.9 平成26.7.18

CREWGバルーンダイレーター 日付不明 平成26.5.14 平成26.5.21 平成26.5.30

オルフィスCVキット 平成26.6.2 平成26.5.16 平成26.6.25 平成26.6.30

（注）日付不明は、承認印はあるが日付欄が空欄となっているもの。

品　　名
緊急使用申請書上の日付 契約書類上の日付
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（５）工事契約に係る事務手続を適正に行うべきもの 

大塚病院は、「当直室ドアテンキーロック設置工事」契約（契約金額：１１６万      

８，０２０円、契約期間：平成２７．２．６～平成２７．２．２７）により、院内の当直室計 

１２室についてテンキーロックの取付工事を行っている。 

ところで、工事現場写真等の書類を確認したところ、実際にテンキーロックが取付けられたの

は１１室であり、１室については取付けが行われていないことが認められた。 

しかしながら、病院は、取付けを行っていない１台分機器代金４９，５００円（税別）のほか、

１２台分の機器取付費（４５６，０００円（税別））及びその他費用（３１，５００円（税別））

のうち１台分を余分に支出しており適正でない。 

病院は、工事契約に係る事務手続きを適正に行われたい。 

（大塚病院） 

 

（６）物流管理業務委託に係る契約方法の見直しを検討すべきもの 

地方自治法第２３４条第２項では、任意に特定の業者を選んで契約を締結する随意契約は、地

方自治法施行令で定める場合に該当するときに認められるものである。特に、随意契約のうち特

定の１者のみを契約の相手方とする「特命随意契約」の場合は、競争を通じた契約選定の公正性

や契約金額の妥当性の検証が期待できないことから、より慎重かつ厳正な運用が求められる。 

病院経営本部は、医事業務など病院の業務委託契約について、高度に専門的な知識を要する業

務委託及び履行不良が患者の診療・生命に影響する業務委託については、特命随意契約とするこ

とも可能としている。また、特命随意契約となっている業務委託については、毎年度、業務の履

行状況に関する評価を行い、評価結果が良好な受託者については、最長５年まで特命随意契約の

継続を認め、５年経過時には競争入札により受託者を決定する運用（以下「５年ルール」とい

う。）を行っている。 

病院の業務委託契約のうち、診療材料等の供給・在庫管理及びその分析を行う物流管理業務委

託については、特命随意契約ができるものとしている。 

ところで、墨東病院の物流管理業務委託（契約名：東京都立墨東病院物品管理等室業務委託、

契約金額：８，２７２万３，６８０円、契約期間：平成２６．４．１～平成２７．３．３１）を

見たところ、この業務の委託を開始した平成１１年度以来同じ受託者と特命随意契約により契約

を締結していることが認められた。 

これは、５年ルールの運用を開始する平成１３年度当時、受託者が物品管理システムを所有し

ており、競争入札により受託者が変更となった場合、同システムの変更も必要となり、業務遂行

に支障を来たし、病院運営に影響を及ぼす恐れがあるため、今後、物品管理システムの所有を病

院とした際に、物流管理業務委託の契約方法を見直すとして、特命随意契約を継続してきたもの

である。 

しかしながら、病院は、平成１３年度当時から今にいたるまで、物品管理システムの所有につ
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いて検討しておらず、その結果、１０年以上の間、物流管理業務委託に係る特命随意契約の見直

しについても検討を行っていないのは適切でない。 

病院は、物品管理システムの所有及び物流管理業務委託に係る考え方を整理し、契約方法の見

直しを検討されたい。 

（墨東病院） 

 

（７）契約事務を適切に行うべきもの 

東京都契約事務規則（昭和３９年東京都規則第１２５号）では、随意契約によることができる

場合の予定価格の額を、財産の買入れについては１６０万円以下と定めている。 

ところで、墨東病院における契約状況について見たところ、随意契約により物品の購入を行っ

ていた表４の契約については、①起案日、契約日、納品日がそれぞれ同じ日で、②契約相手が同

一であり、③購入した物品は特定の受注者しか調達できないものではないことから、集約して入

札により購入することができる案件であると認められた。 

しかしながら、病院が、入札により購入することが可能なものについて、契約を分割し、同一

の契約相手と随意契約を行っていたことは適切でない。 

病院は、契約事務を適切に行われたい。 

（墨東病院） 

 

（表４）集約して入札とすることができた契約の一覧             （単位：円） 

起案日 契約日 納入 
年月日 契約件名 契約金額 契約相手 

平成 
27.3.19 

平成 
27.3.20 

平成 
27.3.30 

ワゴン外２３点の購入 1,510,509 

Ｃ 

片袖机外２９点の購入 1,498,068 

マウスパッド外１０点の購入 1,439,488 

キャビネット外５点の購入 1,246,104 

事務椅子外１点の購入 1,137,240 

スキャナ外１３点の購入 811,242 

（合計） 7,642,651 

両袖机外９点の購入 1,425,924 

Ｄ 

ダストボックス外１０点の購入 1,068,120 

片袖机外８点の購入 973,118 

プリンタースタンド外５点の購入 595,836 

（合計） 4,062,998 
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（８）工事記録写真の撮影を適切に行うよう指導すべきもの 

墨東病院は、工事契約における工事記録写真について、特記仕様書の中で「「財務局工事記録

写真撮影要領」（以下「要領」という。）に準じ処理すること」と定めている。 

要領では、写真撮影に関する留意事項として、「撮影日等を明確にする。（黒板等の利用）」と

しており、撮影日を記入した黒板等を工事現場に置いて写真を撮影するなどの方法により、工事

記録写真に撮影日が入ることで、工事の経過を適切に記録できるとしている。 

ところで、病院における工事契約について見たところ、平成２６年度中に行われた１２件の工

事のうち、表５の工事８件について、工事記録写真に撮影日が写っていなかったことは、工事の

記録として適切でない。 

病院は、工事記録写真に撮影日を入れるよう、契約業者を適切に指導されたい。 

（墨東病院） 

 

（表５）工事記録写真に撮影日が写っていなかった工事一覧 

改築改修工事に伴うＬＡＮ配線工事 

新棟電気関係設備改良工事 

新棟４階ジェット洗浄機の追加外改良工事 

衛星電話用アンテナ設置工事 

９Ｂ及び１０Ｂ病棟内個室床及び壁紙張替工事 

新棟ＥＲ外来入口前街路灯設置工事 

１２Ｂ及び１３Ｂ病棟内個室床及び壁紙張替工事 

１３Ｂ病棟外４箇所ＬＡＮ配線及び電源コンセント設置工事 
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産 業 労 働 局 

１ 指摘事項 

（歳出） 

（１）委託契約に伴う農産物の場内販売及び場内払下げに係る取扱いを適切に行うべきもの 

農林水産部は、農林総合研究センター試験研究及び管理運営等業務について、公益財団法人

東京都農林水産振興財団（以下「財団」という。）に対して、特命随意契約（契約金額：９億

８，２５５万円、契約期間：平成２６．４．１～平成２７．３．３１、契約変更後金額：

１０億３，２２８万３，０００円）により委託している。 

当該契約の業務内容は、①農林関係の試験研究、②委託業務の過程で生じた農産物等の処理及

び農産物等の売払代金の徴収に関することなどであり、②の業務については、仕様書に定められ

た「委託契約に伴う農産物等取扱要領」（以下「要領」という。）に基づき行うこととされている。 

要領第７条及び第８条では、委託業務の過程で生じた農産物の処理の一環として、市場等出荷

が困難な場合、財団は、農林総合研究センターにて場内販売及び場内払下げを行い、この売払代

金を徴収し、指定金融機関等に納付することとされている。 

この農産物の場内販売及び場内払下げについて見たところ、次のとおり、問題点が認められた。 

ア 場内販売 

要領第７条において、市場等出荷が困難又は不適当な品質、規格、数量の場合、財団は、都

民に対し、場内販売を行い、販売品目、販売数量、販売金額等を記録し、部に報告しなければ

ならないとされているが、 

① 場内販売の販売価格に係る定めがないこと  

② 財団からの報告は表１のとおりであるが、数量の単位が不明なものや設定した販売価格の

根拠資料の添付がないものがあること 

から、部が報告内容を検証できない状況となっている。 

  イ 場内払下げ 

要領第８条において、市場等出荷、場内販売が困難又は不適当な場合、財団は、財団に勤務

する職員等へ払下げを行い、販売品目、販売数量、販売金額等を記録し、部に報告しなければ

ならないとされている。また、要領第１０条において、場内払下げの販売価格について、毎年

度末に翌年度の販売価格等を部が定めることとしており、平成２６年度については、表２のと

おり決定し財団へ通知している。 

ところで、財団からの報告は表３のとおりであるが、 

① 部は、販売価格について、払下げ農産物は、市場出荷困難なものが対象であるため、その

品質・鮮度・規格等を勘案して、市場取引価格の安値から一定程度価格を下げた販売価格に

より販売している実態もあるとしており、要領の定めによらないものとなっていること 

② 数量の単位が不明であること 

から、部が報告内容を検証しているとはいえない状況となっている。 
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このように、部は、都の歳入金額の算定根拠となる農産物の場内販売及び場内払下げに係る報

告を受けているにもかかわらず、内容の確認を行っていないことから、歳入金額の妥当性が検証

されておらず、適切でない。このため、部は、場内販売の販売価格に係る定めを設けること、場

内払下げの販売価格に係る定めを見直すことを行うとともに、財団に対し、場内販売及び場内払

下げに係る販売金額について適切な報告を求め、歳入金額の妥当性を確保する必要がある。 

部は、委託契約に伴う農産物の場内販売及び場内払下げに係る取扱いを適切に行われたい。 

                                （農林水産部） 
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（表１）場内販売の報告 

販売日 品名 単価(円) 数量(注) 金額(円) 報告の状況 

平成 26. 7.11 

ジャガイモ 
キャベツ 
ナス 
トマト 

50 
100 
100 
100 

62 
32 
46 
22 

3,100 
3,200 
4,600 
2,200 

販売単位が不明。
設定した販売価格
の根拠資料が添付
されていない。 

平成 26. 7.25 
ジャガイモ 
ナス 
アシタバ 

100 
100 
50 

37 
64 
25 

3,700 
6,400 
1,250 

販売単位の記載が
あり、設定した販
売価格の根拠資料
が添付されてい
る。 

平成 26. 8.22 

ナス 
米ナス 
ダイコン（大） 
ダイコン（小） 
ニンジン 
ナシ 
ブドウ（ﾌﾞﾗｯｸﾋﾞｰﾄ） 
ブドウ（紅伊豆） 
ブドウ 

150 
50 
100 
50 
100 
300 
500 
400 
300 

50 
20 
25 
13 
41 
47 
49 
3 
7 

7,500 
1,000 
2,500 
650 

4,100 
14,100 
24,500 
1,200 
2,100 

平成 26. 9.12 

ナシセット 
ナス 
米ナス 
トマト 

250 
100 
200 
100 

60 
43 
15 
19 

15,000 
4,300 
3,000 
1,900 

販売単位が不明。
設定した販売価格
の根拠資料が添付
されていない。 

平成 26. 9.26 

ナシ（あきづき２個）＊ 
ナシ（新高２個）＊ 
ナシ（あきづき） 
ナシ（新高） 
ナシ（豊水） 
ブドウ 
ナス 
米ナス 
ダイコン 
キュウリ 

200 
200 
100 
100 
100 
400 
100 
100 
50 
100 

25 
25 
4 
14 
18 
33 
51 
13 
56 
22 

5,000 
5,000 
400 

1,400 
1,800 
13,200 
5,100 
1,300 
2,800 
2,200 

平成 26.10.10 

ブドウ 
ナス 
トマト 
コマツナ 

400 
100 
100 
100 

87 
83 
24 
37 

34,800 
8,300 
2,400 
3,700 

平成 26.11. 7 

カキ（東京御所） 
カキ（東京紅） 
ダイコン 
キャベツ（１個）＊ 
キャベツ（２個）＊ 

100 
100 
50 
50 
100 

55 
56 
30 
33 
14 

5,500 
5,600 
1,500 
1,650 
1,400 

平成 26.11.21 
カキ（東京紅） 
サトイモ 
ダイコン 

150 
250 
50 

65 
33 
49 

9,750 
8,250 
2,450 

平成 26.12.12 

ネギ 
ダイコン（小） 
ダイコン（大） 
サトイモ 
ニンジン 

200 
50 
100 
250 
50 

53 
26 
26 
35 
38 

10,600 
1,300 
2,600 
8,750 
1,900 

（注）販売単位の記載がある平成 26.7.25、平成 26.8.22及び＊印を除く全ての品名について単位が 
記入されておらず、不明となっている。 
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（表２）場内払下げの販売価格の定め（抜粋） 

区 分 価 格 

野菜類 

花類 

果樹類 

植木類 

市場価格 （注）直近の大田市場の取引価格の安値とする。 

大田市場で取引がない場合は、その他の市場価格とする。 

市場価格がない場合は、直売所価格等を参考に設定する。 

但し、果樹については、直売所価格等を参考とする。 

 

（表３）場内払下げの報告 

払下げ日 品名 単価(円) 数量(注) 金額(円) 

平成 26. 7. 4 
トマト 
キャベツ 
ナス 

120 
40 
70 

34 
19 
54 

4,080 
760 

3,780 

平成 26. 7.11 
トマト 
ナス 
シシトウ 

90 
70 
50 

17 
21 
27 

1,530 
1,470 
1,350 

平成 26. 7.18 

トマト 
ナス 
キャベツ 
ジャガイモ 

130 
100 
50 
50 

27 
46 
19 
11 

3,510 
4,600 
950 
550 

平成 26. 7.25 ナス 100 19 1,900 

平成 26. 8. 1 
ナス 
コマツナ 

80 
80 

24 
19 

1,920 
1,520 

平成 26. 8. 8 ナス 40 36 1,440 

平成 26. 8.15 
ナス 
キュウリ 

30 
70 

21 
17 

630 
1,190 

平成 26. 8.22 
ナス 
キュウリ 

160 
120 

23 
14 

3,680 
1,680 

平成 26. 8.29 

ナス 
ダイコン 
トマト 
ナシ（稲城） 
ナシ（幸水） 
ブドウ 

160 
70 
70 
70 
50 
150 

30 
17 
15 
70 
130 
60 

4,800 
1,190 
1,050 
4,900 
6,500 
9,000 

平成 26. 9. 5 

ナス 
トマト 
ナシ（稲城） 
ナシ（幸水） 
ブドウ（安芸ｸｲｰﾝ） 
ブ ドウ（多 摩ゆ た
か） 
ブドウ（巨峰） 

190 
70 
70 
50 
150 
150 
150 

25 
25 
42 
122 
32 
3 
3 

4,750 
1,750 
2,940 
6,100 
4,800 
450 
450 

平成 26. 9.12 

ナス 
トマト 
キュウリ 
ナシ 
ブドウ 

140 
100 
120 
50 
150 

43 
38 
18 
101 
37 

6,020 
3,800 
2,160 
5,050 
5,550 

平成 26. 9.19 
ナス 
ナシ 
ブドウ 

140 
50 
300 

33 
74 
45 

4,620 
3,700 
13,500 
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払下げ日 品名 単価(円) 数量(注) 金額(円) 

平成 26.10. 3 

ナス 
ダイコン 
トマト 
キュウリ 
ナシ 
ブドウ 

140 
100 
180 
60 
70 
150 

51 
25 
15 
22 
47 
110 

7,140 
2,500 
2,700 
1,320 
3,290 
16,500 

平成 26.10.10 

ナス 
トマト 
キュウリ 
ブドウ 

120 
150 
60 
150 

19 
17 
11 
19 

2,280 
2,550 
660 

2,850 
平成 26.10.17 カキ 40 105 4,200 
平成 26.10.24 カキ 40 80 3,200 

平成 26.10.31 

カキ 
ネギ 
ニラ 
シュンギク 

40 
150 
20 
20 

244 
15 
20 
14 

9,760 
2,250 
400 
280 

平成 26.11. 7 
カキ 
ネギ 
ダイコン 

40 
100 
30 

188 
11 
21 

7,520 
1,100 
630 

平成 26.11.14 
カキ 
キャベツ 
ダイコン 

40 
40 
30 

127 
20 
25 

5,080 
800 
750 

平成 26.11.21 
カキ 
ネギ 
ダイコン 

40 
150 
30 

153 
10 
20 

6,120 
1,500 
600 

平成 26.11.28 
ハクサイ 
サトイモ 

50 
270 

21 
7 

1,050 
1,890 

平成 26.12. 5 
ホウレンソウ 
ニンジン 
サトイモ 

160 
40 
270 

23 
26 
31 

3,680 
1,040 
8,370 

平成 26.12.12 

ホウレンソウ 
ダイコン 
ネギ（１㎏）＊ 
ネギ（３㎏）＊ 
サトイモ 

100 
40 
170 
510 
270 

17 
16 
9 
67 
45 

1,700 
640 

1,530 
34,170 
12,150 

平成 27. 1. 9 
ネギ 
ニンジン 

150 
80 

12 
21 

1,800 
1,680 

平成 27. 1.16 フリージア 100 17 1,700 

平成 27. 1.30 
ニンジン 
ネギ 

50 
170 

20 
9 

1,000 
1,530 

平成 27. 2.13 
ニンジン 
コマツナ 
ネギ 

70 
140 
150 

14 
11 
6 

980 
1,540 
900 

平成 27. 3. 6 
コマツナ 
ニンジン 
ノラボウナ 

100 
80 
50 

11 
10 
17 

1,100 
800 
850 

（注） ＊印を除く全ての品名について単位が記入されておらず、不明となっている。 
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（２）水産振興に係る種苗生産事業委託を適切に行うべきもの 

島しょ農林水産総合センター（以下「センター」という。）は、奥多摩さかな養殖センターの

管理運営及び栽培漁業センターの管理運営について、表４のとおり、公益財団法人東京都農林水

産振興財団（以下「財団」という。）に対して特命随意契約により委託している。 

この委託について見たところ、奥多摩さかな養殖センター管理運営において、次のとおり、適

切でない事例が認められた。 

  ア 冷水性魚類の種苗生産 

センターは、奥多摩さかな養殖センターでの種苗生産業務において生産された発眼卵及び稚

魚を生産品として、また生産及び試験研究で不用となった魚類を不用品として、それぞれ売却

するとしている。 

売却の手続は、 

① 財団が、センターに、生産品及び不用品の売却予定の連絡をする 

② センターは、売却の意思決定を行う 

③ センターは、養殖業者又は漁業協同組合との売却契約を締結する 

④ センターは、売却代金の調定を行う 

⑤ センターは、売却代金の納入確認後、財団に、生産品及び不用品の配付の指示を行う 

⑥ 財団は、養殖業者又は漁業協同組合に対し、生産品及び不用品を配付する 

こととしている。 

    しかしながら、この手続について見たところ、生産品の売却では、全２４件中、表５の 

２１件について、不用品の売却では、全１６件中、表６の１４件について、財団が生産品及び

不用品を配付した後に、売却の意思決定、売却契約の締結及び代金の調定を行っている。 

イ 冷水性魚類の養殖業者等に対する養殖技術指導等 

表４の主な業務内容の「５ 冷水性魚類の養殖業者等に対する養殖技術指導等」については、

仕様書で定める「東京都奥多摩さかな養殖センター管理運営委託業務実施要領」（以下「要領」

という。）において、財団は、 

① 養殖に係る技術指導として、養殖業者・河川漁業協同組合等の種苗配付先からの依頼に応

じ、飼育・養殖に係る技術指導を行うものとする 

② マス類の販路拡大に係る技術開発と普及指導として、財団は、マス類の生産量増大や消費

拡大に向け、加工品の開発や普及活動に取り組む 

こととされている。 

しかしながら、事業報告書を見たところ、契約書第８条により完了した委託業務について報

告することとされているにもかかわらず、これらの業務についての報告が全くなく、業務の履

行について、十分に確認できない状況となっている。 
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これらは、センターが、種苗の出納報告等について、契約書に基づき四半期ごとに財団から報

告させているにもかかわらず、種苗の出納及び事業の執行状況を適時適切に確認していないこと、

また、仕様書等に基づく履行状況の検証を十分に行っていないことによるものである。このため、

センターは、種苗の出納及び執行状況の適時適切な確認を行い、履行状況について仕様書等に基

づき適切に検証する必要がある。 

センターは、水産振興に係る種苗生産事業委託を適切に行われたい。 

（島しょ農林水産総合センター） 

 

    （表４）委託契約の状況                         (単位：円) 

契約件名 水産振興に係る種苗生産事業委託 

業務内訳 奥多摩さかな養殖センターの管理運営 栽培漁業センターの管理運営 

契約期間 平成 26.4.1～平成 27.3.31 

契約金額 222,604,805 

 内訳 108,840,573 113,764,232 

主な業務内容 １  冷水性魚類の種苗生産(親魚の育

成、採卵、種苗育成、種苗配付等)  

２  冷水性魚類の種苗生産の効率化に

関する試験研究 

３ 施設の維持管理 

４ 種苗生産に係る魚病対策業務 

５ 冷水性魚類の養殖業者等に対する

養殖技術指導等 

１ 種苗の生産及び配付 

２ 種苗の大量生産を行うために 

必要とする試験研究 

３ 施設の維持管理 
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(表５)生産品売却の不適切事例       (単位：発眼卵＝粒、稚魚＝尾、単価・売却金額＝円) 

品名 数量 単価 売却金額 契約日 
物品受領日

（注） 
実際の配付日 

ヤマメ春稚魚 40,000 9.62 384,800 平成 26. 5.28 平成 26. 6. 5 
平成 26. 4. 8 

平成 26. 5. 8 

ニジマス春稚魚 10,000 5.30 53,000 平成 26. 7.22 平成 26. 7.23 平成 26. 7. 3 

ヤマメ春稚魚 4,000 9.62 38,480 平成 26. 7.22 平成 26. 7.23 平成 26. 4.10 

ヤマメ春稚魚 10,000 9.62 96,200 平成 26. 7.22 平成 26. 7.24 平成 26. 4.16 

ヤマメ春稚魚 130,000 9.62 1,250,600 平成 26. 7.22 平成 26. 7.25 
平成 26. 4. 9 

平成 26. 4.22 

ヤマメ春稚魚 50,000 9.62 481,000 平成 26. 8.21 平成 26. 8.29 平成 26. 4.15 

ヤマメ秋稚魚 81,000 36.52 2,958,120 平成 26.10.15 平成 26.10.20 
平成 26. 9.24 

平成 26. 9.25 

奥多摩やまめ夏

稚魚 
3,000 36.52 109,560 平成 26.10.15 平成 26.10.28 平成 26.10. 8 

ニジマス秋稚魚 40,000 9.48 379,200 平成 26.11. 4 平成 26.11. 7 平成 26.10.22 

奥多摩やまめ夏

稚魚 

ニジマス秋稚魚 

ヤマメ秋稚魚 

4,300 

 

19,500 

1,000 

36.52 

 

9.48 

36.52 

157,036 

 

184,860 

36,520 

平成 26.11. 4 平成 26.11. 7 

平成 26.10. 1 

平成 26.10. 8 

平成 26.10.17 

平成 26.10.20 

平成 26.10.21 

平成 26.10.22 

ヤマメ発眼卵 30,000 1.56 46,800 平成 26.11.18 平成 26.11.25 平成 26.11. 8 

ヤマメ発眼卵 44,500 1.56 69,420 平成 26.11.18 平成 26.11.21 平成 26.11. 9 

ヤマメ発眼卵 131,500 1.56 205,140 平成 26.11.18 平成 26.11.20 
平成 26.11. 2 

平成 26.11. 9 

ヤマメ発眼卵 15,000 1.56 23,400 平成 26.11.18 平成 26.11.21 平成 26.11. 5 

奥多摩やまめ発

眼卵 

ヤマメ発眼卵 

20,000 

 

600,000 

3.09 

 

1.56 

61,800 

 

936,000 

平成 26.11.18 平成 26.11.20 

平成 26.10.30 

平成 26.11. 4 

平成 26.11. 5 

ニジマス秋稚魚 15,000 9.48 142,200 平成 26.11.19 平成 26.11.21 平成 26.11.12 

ヤマメ秋稚魚 1,500 36.52 54,780 平成 26.11.19 平成 26.11.21 平成 26.11. 4 

ヤマメ秋稚魚 

ニジマス秋稚魚 

12,500 

21,000 

36.52 

9.48 

456,500 

199,080 
平成 26.11.19 平成 26.11.20 

平成 26.11. 5 

平成 26.11. 6 

平成 26.11.12 

平成 26.11.14 

平成 26.11.20 

ヤマメ秋稚魚 1,000 36.52 36,520 平成 26.12. 9 平成 26.12.11 平成 26.12. 3 

イワナ発眼卵 

ニジマス秋稚魚 

120,000 

600 

1.49 

9.48 

178,800 

5,688 
平成 27. 1.27 平成 27. 1.29 

平成 27. 1. 3 

平成 27. 1.14 

ニジマス発眼卵 160,000 0.87 139,200 平成 27. 3. 9 平成 27. 3.12 
平成 27. 2. 3 

平成 27. 2.12 

（注）物品受領日は、生産品売却に係る契約書類で養殖業者又は漁業協同組合が受領したとしている

受領書の日付である。 
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(表６)不用品売却の不適切事例            （単位：数量＝㎏、単価・売却金額＝円） 

品名 数量 単価 売却金額 契約日 
物品受領日 

（注） 
実際の配付日 

イワナ不用魚 

ニジマス不用魚 

290 

245 

579 

579 

167,910 

141,855 
平成 26. 5.16 平成 26. 5.19 

平成 26. 3.20 

平成 26. 4.10 

平成 26. 4.25 

ニジマス不用魚 75 579 43,425 平成 26. 5.28 平成 26. 6. 5 平成 26. 4. 9 

イワナ不用魚 

ニジマス不用魚 

160 

200 

579 

579 

92,640 

115,800 
平成 26. 5.28 平成 26. 6. 2 

平成 26. 5. 9 

平成 26. 5.16 

イワナ不用魚 135 579 78,165 平成 26. 9. 2 平成 26. 9.11 
平成 26. 4. 1 

平成 26. 6.24 

ニジマス不用魚 200 579 115,800 平成 26.12. 9 平成 26.12.12 
平成 26.11.20

平成 26.12. 5 

ニジマス不用魚 150 579 86,850 平成 26.12. 9 平成 26.12.12 平成 26.12. 3 

ニジマス不用魚 20 579 11,580 平成 26.12. 9 平成 26.12.11 平成 26.12. 4 

奥多摩やまめ不

用魚 
216 1,826 394,416 平成 26.12.16 平成 26.12.18 平成 26.12.10 

ニジマス不用魚 225 579 130,275 平成 27. 1. 6 平成 27. 1. 9 平成 26.12.17 

ニジマス不用魚 225 579 130,275 平成 27. 1. 6 平成 27. 1. 9 平成 26.12.19 

ニジマス不用魚 45 579 26,055 平成 27. 3.20 平成 27. 3.30 平成 27. 2.25 

ニジマス不用魚 150 579 86,850 平成 27. 3.20 平成 27. 3.30 平成 27. 2.10 

ニジマス不用魚 150 579 86,850 平成 27. 3.20 平成 27. 3.30 平成 27. 3. 5 

イワナ不用魚 25 579 14,475 平成 27. 3.20 平成 27. 3.25 平成 27. 3.17 

 （注）物品受領日は、不用品売却に係る契約書類で養殖業者又は漁業協同組合が受領したとしてい

る受領書の日付である。 
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中 央 卸 売 市 場 

１ 指摘事項 

（収入） 

（１）滞納金の分割納付を認めるに当たり、完納に至る支払計画を徴取すべきもの 

中央卸売市場では、市場内の用地、建物、設備その他施設（以下「市場施設」という。）を卸

売業者、仲卸業者、関連事業者等に使用させ市場使用料を収入しており、また、市場において使

用する電力、水道等の費用及びこれらの設備の維持等に要する費用について、使用者の負担とし

ている。 

この収入に滞納金が発生したとき、管理部で督促状や警告書を通知したのち、各市場では、

「債権管理マニュアル（財務局主計部・主税局徴収部）」（以下「マニュアル」という。）に基づ

き、滞納した業者と納付に向けた交渉を行い、支払計画書を徴取し滞納金の分割納付を認めるな

ど、滞納金の回収に努めている。 

マニュアルでは、滞納金について分割納付を認める場合、「滞納分と新規発生分を合わせて完

納に至る納付（支払）計画書を立てる。」とされており、支払計画書は債務の承認を兼ねている

ことから、滞納金を完済することを内容とする支払計画書を滞納者から徴取しなくてはならない。 

しかしながら、築地市場で、市場使用料を滞納している、Ａ、Ｂ、Ｃ及びＤの４事業者につい

て、分割納付を認めた際に提出された支払計画書を見たところ、表１のとおり、滞納金を完納す

る支払計画とはなっていないことが認められた。 

場は、滞納金の分割納付を認めるにあたり、完納に至る支払計画を徴取されたい。 

 

（築地市場） 

 

（表１）支払計画書の内容                    （単位：円） 

事業者 
支払計画書提出時の 

滞納額（ａ） 

支払計画書の 

支払計画額（ｂ） 

差 額 

（ａ－ｂ） 

Ａ 867,690 600,000 267,690 

Ｂ 1,779,411 960,000 819,411 

Ｃ 1,106,635 401,280 705,355 

Ｄ 1,782,989 1,500,000 282,989 

 

（歳出） 

（２）作業委託契約を適切に実施すべきもの 

食肉市場では、食肉市場構内バキューム作業委託契約（契約金額：３５２万５，７４６円、契
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約期間：平成２６．４．１～平成２７．３．３１）を締結している。 

本件契約は、場構内に設置された排水管に脂・肉片等が堆積することから、堆積物による排水

の溢れ、逆流を防ぐために、堆積物の吸引作業を行うものである。 

仕様書によれば、吸引作業の場所は表２のとおりで、定期作業と、月１回程度場が委託業務作

業依頼書により通知して行う特別作業とがあり、定期作業実施日及び作業場所は、場と受託者が

協議して年度当初に年間の作業計画として定められている。 

ところで、定期作業の実施状況等を見たところ、以下のとおり適切でない事例が見受けられた。 

 

ア 受託者との連絡体制の徹底を図るべきもの 

平成２６年９月６日に実施された定期作業は、作業場所６にあるマンホールから排水管の堆

積物吸引作業を行ったものであるが、大きな砂利等が非常に多量に流入しているため作業を完

了することができなかった。 

仕様書では、受託者に対して異常時等に場と連絡調整を行うよう定めているにもかかわらず、

受託者は場に連絡をせず、受託者の判断により作業が完了しないまま当日の作業を終えており、

適切でない。 

場は、受託者との連絡体制の徹底を図られたい。 

 

イ 必要に応じた年間の作業計画を定めるべきもの 

平成２６年９月６日に完了できなかった作業場所６の作業については、平成２６年９月２７

日に実施し、作業を完了したが、このため、この日に予定されていた作業場所Ａの作業が実施

されなかった。 

その後、作業場所Ａについては、作業計画で定められた平成２６年１０月２５日まで、吸引

作業が行われておらず、結果として、前回作業を実施した平成２６年８月３０日から約２か月

吸引作業の必要がなかったこととなる。 

一方で、特別作業については、緊急的に排水の溢れ、逆流を解消する必要が生じたとき等に、

受託者に通知して実施することとなっているが、平成２６年１１月までの特別作業の実施状況

を見ると、毎月１回同じ箇所の吸引作業を行っており、これは、当該箇所については毎月１回

定期的な吸引作業が必要ということとなる。 

場は、定期作業について、過去の作業実績などを精査して選定し、必要に応じた年間の作業

計画を定められたい。 
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（表２）作業場所一覧 

作業種別 作業場所 実施回数 

定期 Ａ 大動物棟西側、東側搬送路 月１回（１２月、１月は月２回） 

定期 １ 小動物棟北側搬送路（センタービル側） 年２回 

定期 ２ 小動物棟西側搬送路 年２回 

定期 ３ 小動物棟東側、南側搬送路 年２回 

定期 ４ 市場棟西側搬送路 年２回 

定期 ５ 市場棟東側搬送路 年２回 

定期 ６ 市場棟－大動物棟間搬送路 年２回 

特別 大動物棟内病畜地下ピット 月１回 

（注）特別作業の作業場所及び実施回数については、平成２６年１１月までの実績である。 

 

ウ 完了検査を適正に行うべきもの 

本件契約の完了検査については、委託完了届とともに毎月提出される作業報告書に添付され

る写真によって行われており、監査日（平成２７．１．２０）現在、１１月分までの委託料

（２２２万６，７８８円）が受託者へ支払われている。 

ところで、完了検査に用いられた作業報告書の写真を見たところ、表３のとおり、作業後の

写真がない、又は作業後の写真を作業中と誤表記しているにも係わらず、完了検査が合格とな

っており適正でない。 

場は、完了検査を適正に行われたい。 

 

（食肉市場） 
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  （表３）完了検査に用いられた作業後写真の有無の状況 

作業実施日 
作業後写 

真の有無 
作業実施日 

作業後写 

真の有無 

４月 

５ ○ 

８月 

２ ○ 

１９ ○ ２３ ○ 

２６ × ３０ × 

５月 

１７ ○ 

９月 

６ ○ 

２４ × ２０ ○ 

３１  ○ ２７ ○ 

６月 

１４ ○ 

１０月 

４ ○ 

２１ ○ １１ ○ 

２８ △ ２５ △ 

７月 

５ ○ 

１１月 

１ △ 

１２ × ８ ○ 

２６ △ １５ ○ 

（注）作業後写真があるものは○、ないものは×、作業中と誤表記のものは△で

表示している。 

  

（重点監査事項） 

（その他） 

（３）工事契約に係る価格情報管理を適切に行うべきもの 

工事の積算内容は、工事の施行に当たり締結する工事請負契約の相手方を決定する手続におい

て定める予定価格及び最低制限価格を算定する基礎である。 

特に最低制限価格は、東京都契約事務規則（昭和３９年東京都規則第１２５号）第１８条の規

定により、入札参加者に知られないように取り扱うものである。 

ところで、工事の積算内容の情報管理について見たところ、次のような状況が認められた。 

 

ア 事業部施設課では、建築・機械・電気設備の工事の設計内訳書の作成に当たり、財務局から

配布を受けた営繕積算システム（以下「システム」という。）をインストールした３台のパソ

コン端末を職員１６名で使用している。このシステムには、機密性の高い積算情報が保存され

ている。 

ところで、このシステムを使用するには、パソコン端末にログインＩＤとパスワードを入力

して起動させた後、システムを起動させる必要があるが、システムから警告が出されているに

もかかわらず、システムの起動パスワードが常時保存されており、容易に起動できてしまう状

況にある。 
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このため、作成された設計内訳書を設計担当者以外の者が容易に閲覧できてしまう状況とな

っていることが認められた。 

部は、積算内容等の情報管理を適切に行われたい。 

（事業部） 

 

イ 各場では、工事の設計内訳書の作成に当たり、表計算ソフトを使用しているが、積算内容が

記録されたデータを、所属職員が共有するネットワークハードディスク内のフォルダに保管し

ている。 

ところで、築地市場、世田谷市場、北足立市場及び多摩ニュータウン市場のフォルダの管理

状況について見たところ、表４のとおり、各場の設計担当者以外の者が工事の積算内容を閲

覧・印刷・保存等が可能な状態となっていた。 

このことは、積算内容等の情報管理として適切でない。 

各場は、積算内容等の情報管理について適切に行われたい。 

 

  （築地市場） 

  （世田谷市場） 

  （北足立市場） 

  （多摩ニュータウン市場） 

 

（表４）フォルダの管理状況 

工事を施行する部署 電子ファイルの保管先 パスワード等による管理状況等 

築 地 市 場 
課に所属する職員で共用するネットワー
クハードディスク内のフォルダ 

課ごとにアクセス制限はあるが、係の
フォルダには、アクセス制限による管

理がされていない。 

世 田 谷 市 場  
場に所属する職員で共用するネットワー

クハードディスク内のフォルダ 

フォルダには、アクセス制限による管

理がされていない。 

北 足 立 市 場  
場に所属する職員で共用するネットワー

クハードディスク内のフォルダ 

フォルダには、アクセス制限による管

理がされていない。 

多摩ニュータウン市場 
場に所属する職員で共用するネットワー

クハードディスク内のフォルダ 

フォルダには、アクセス制限による管

理がされていない。 
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建 設 局 

１ 指摘事項 

（重点監査事項） 

（その他） 

（１）工事契約に係る価格情報管理を適切に行うべきもの 

最低制限価格制度の対象となる工事における最低制限価格の算定は、各所及び総務部の契約担

当が「最低制限価格算定基礎金額表」（以下「算定表」という。）により行っている。その内訳と

なる直接工事費、共通仮設費等の金額（以下「内訳金額」という。）は、積算担当が「最低制限

価格等算定基礎金額内訳書」（以下「内訳書」という。）を用いて算出している。 

「内訳書」及び「算定表」の決定関与者への回付は、紙により行われるが、その様式は表計算

ソフトによる電子ファイルで用意され、各担当は、その電子ファイルを用いて書類の作成を行っ

ている。 

この「内訳書」には、最低制限価格の基礎となる内訳金額及び工事件名が、また「算定表」に

は、最低限価格及び工事件名が記載されているため、その内容が記録された電子ファイルは、落

札者決定までの期間、厳格に管理する必要がある。 

ところで、各部所において、作成時点から落札者決定までの期間における電子ファイルの管理

状況を見たところ、監査日（第一建設事務所：平成２７．２．１８、南多摩西部建設事務所：平

成２７．２．２３、西部公園緑地事務所：平成２７．２．２５）現在、以下の適切でない状況が

認められた。 

ア 「内訳書」の電子ファイルについて、第一建設事務所では、共用ファイルサーバーの係共有

フォルダに保存しているが、パスワード設定等を行っていないことから、当該工事の設計担当

以外が閲覧可能な状況となっている。 

イ 「算定表」の電子ファイルについて、南多摩西部建設事務所及び西部公園緑地事務所では、

共用ファイルサーバーの係共有フォルダに保存しているが、パスワード設定等を行っていない

ことから、当該工事の契約担当以外が閲覧可能な状況となっている。 

 

これらの状況は、各所において、情報の流出によるリスク及び管理方法の検証を行っていない

ことにより生じたものである。 

各所は、価格情報に係るリスク低減の観点から、電子ファイルの管理方法を検証し、工事契約

に係る価格情報管理を適切に行われたい。 

また、局における契約事務を統括する総務部は、不適切な状況が複数の所で見受けられたこと

を踏まえ、各部所に対し、点検を行い、必要な改善を行うよう指導を徹底されたい。 

（総務部） 

（第一建設事務所） 

（南多摩西部建設事務所） 

（西部公園緑地事務所） 
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（重点監査事項） 

（歳出） 

（２）都営駐車場の中規模修繕について設計内容等を確認し、財産管理を適切に行うべきもの                

道路管理部は、公益財団法人東京都道路整備保全公社（以下「公社」という。）を指定管理者

として、都営駐車場の管理を委託（指定管理期間：平成２３．４．１～平成２８．３．３１）し

ており、表１のとおり、基本協定及び年度協定をそれぞれ締結している。 

協定に定める委託業務のうち、修繕業務については、各基本協定第１６条において、表２のと

おり、修繕区分ごとの施工者や経費負担などを定めており、同第１７条第５項では、中規模修繕

について、公社に対し、工事の設計、積算、施工管理を適正に行うよう定めている。 

ところで、公社から提出された事業報告書を見たところ、部は、中規模修繕について、契約な

どの手続が適正に行われているかを確認するのみで、設計内容等については確認しておらず、以

下のとおり、適切でない点が認められた。 

ア 平成２６年度に実施された駐車場内の照明や案内看板を更新する中規模修繕について、修繕

された施設及び設備は都に帰属することから、設計段階で案内看板のデザインや表現が適切で

あるか確認する必要があるが、部は、これを確認しないまま修繕を施工させている。 

イ 公社が実施した中規模修繕によって物品を取得した場合、取得金額が１０万円以上であれば

都の備品として登録する必要があるが、部は設計内容等の確認をしていないため、監査日（平

成２７．３．１０）現在、平成２３年度から平成２５年度の３年間に実施した合計３８件の中

規模修繕において、物品の取得があったか否かが不明となっている。 

 

部は、都営駐車場の中規模修繕について設計内容等を確認し、財産管理を適切に行われたい。 

（道路管理部） 

 

（表１）協定の締結状況 

対象になる駐車場 協定名 

八重洲、日本橋、東銀 

座、宝町、新京橋 

東京都八重洲駐車場外４駐車場の管理に関する基本協定 

平成２６年度における東京都八重洲駐車場外４駐車場の管理に関する協定 

板橋四ツ又 
東京都板橋四ツ又駐車場の管理に関する基本協定 

平成２６年度における東京都板橋四ツ又駐車場の管理に関する協定 
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（表２）修繕区分ごとに定められた施工者等 

修繕区分 施工者 
経費の

負担 

修繕された施設・設

備の帰属 

日常的な維持修繕 

（消耗品の取り換え等１件当たり３０万円未満程度） 
公社 公社 都 

中規模修繕 

（駐車場施設の経常的な維持管理に必要な各種設備に係る修繕工

事、床面等に係る修繕工事等１件当たり３０万円以上程度） 

公社 公社 都 

駐車場営業に伴う修繕 

（駐車場営業に係る管理機器の改修やサイン表示の工事等） 
公社 公社 

都と公社で個別に協

議のうえ決定する 

大規模修繕 

（耐震補強工事、躯体維持に係る工事等、施設の根幹に係る修繕） 
都 都 都 

 

（歳入） 

（３）道路占用工事に伴う復旧工事監督事務費に係る事務を適正に行うべきもの 

水道、ガス等の道路占用工事に伴い道路を掘さくし、しゅん功後に道路を復旧する場合は、東

京都道路占用規則（昭和５２年東京都規則第１３２号）等に基づき、占用者は復旧工事監督事務

費（以下「監督事務費」という。）を都に支払うこととなっている。 

その事務処理については、①占用者は工事しゅん功後、建設事務所にしゅん功届を提出し、②

建設事務所はしゅん功立会を実施した後、直ちに監督事務費の歳入調定を行い、占用者に納入通

知書を送付することとなっている。 

ところで、監督事務費に係る事務について見たところ、以下のとおり、適正でない事例が見受

けられた。 

ア 西多摩建設事務所及び南多摩東部建設事務所は、表３のとおり、しゅん功から長期間経過し

ているにもかかわらず、監査日（平成２７．２．２０及び平成２７．３．２）現在、占用者か

らしゅん功届を徴していない。 

イ 西多摩建設事務所は、表４のとおり、しゅん功届を受領しているにもかかわらず、監査日現

在、歳入調定を行っていない。 

ウ 西多摩建設事務所及び南多摩東部建設事務所は、表５のとおり、しゅん功届の受領後直ちに

歳入調定を行っていない。 

 

道路占用工事については、所において、道路占用に係る申請の都度、道路占用許可原簿に、申

請内容及び工事完了予定日のほか、監督事務費の歳入調定決定日を記入し、所管課長がその確認

の都度、当該原簿に押印することで、案件ごとの進捗を管理する仕組みとなっている。 

しかしながら、西多摩建設事務所では、年度内に申請された全ての案件の確認を年度末に一括

して行っていること、また南多摩東部建設事務所では、平成２２年度から押印がなく確認がなさ

れていないなど、両所とも案件ごとの適時な進捗の管理を行っていないことから、このような事
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態が生じてしまったものである。 

両所は、道路占用工事に伴う復旧工事監督事務費に係る事務を適正に行われたい。 

（西多摩建設事務所） 

（南多摩東部建設事務所） 

 

（表３）しゅん功届の未提出状況                       （単位：件） 

事務所 占用者 

監査日現在、未提出件数 

 平成 25年度許可

で 

しゅん功済の工事 

平成 24年度許可

で 

しゅん功済の工事 

西多摩建設事務所 

青梅市 １ １  － 

福生市 １ １ － 

あきる野市 １ － １ 

奥多摩町 ６ ３  ３ 

南多摩東部建設事務所 

都水道局  ５  ２  ３ 

町田市 ２ －  ２ 

Ａ  ２  １  １ 

合 計 １８    ８ １０ 

 

（表４）しゅん功届の受領状況等 

項

番 
復旧箇所 しゅん功届受領日 占 用 者 金額（円） 

1 檜原村藤倉地内 平成 26.6.20 檜原村 983,670 

2 羽村市神明台 2-2-1 平成 26.8.21 羽村市 2,406 

合   計 986,076 
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（表５）監督事務費の歳入調定状況等 

項

番 
復旧箇所 

しゅん功届 

受領日 
歳入調定日 占 用 者 金額（円） 

1 檜原村三都郷地内 平成 25.2.28 平成 26.5.9 檜原村 1,404,120 

2 あきる野市伊奈 1555-2 平成 25.6.19 平成 26.4.24 都水道局 2,340 

3 あきる野市伊奈 991 平成 25.9.13 平成 26.4.24 都水道局 4,490 

4 あきる野市山田 932 平成 25.8.9 平成 26.4.24 都水道局 910 

5 あきる野市小川 734 平成 25.7.30 平成 26.4.24 都水道局 12,500 

6 あきる野市伊奈 933 平成 25.10.24 平成 26.4.24 都水道局 19,882 

7 日の出町大字平井字 694-16 平成 25.8.19 平成 26.4.24 都水道局 2,688 

8 奥多摩町海沢 63 平成 25.9.26 平成 26.4.24 都水道局 2,390 

9 日の出町大字大久野 981 平成 25.10.11 平成 26.4.24 都水道局 4,830 

10 あきる野市瀬戸岡 177 平成 25.10.21 平成 26.4.24 都水道局 910 

11 あきる野市二宮 1456 平成 25.11.14 平成 26.4.24 都水道局 6,314 

12 奥多摩町氷川 17 平成 25.10.28 平成 26.4.24 都水道局 9,820 

13 あきる野市秋留 2-2 平成 25.12.13 平成 26.4.24 都水道局 1,170 

14 あきる野市小川 825 平成 25.12.13 平成 26.4.24 都水道局 2,160 

15 あきる野市野辺 623-1 平成 25.12.13 平成 26.4.24 都水道局 2,160 

16 奥多摩町丹三郎 246 平成 26.1.9 平成 26.4.24 都水道局 38,890 

17 あきる野市伊奈 1555-2 平成 25.7.17 平成 26.4.24 あきる野市 2,688 

18 あきる野市山田 931 平成 25.8.9 平成 26.4.24 あきる野市 39,982 

19 日の出町大字平井 694-16 平成 25.8.20 平成 26.4.24 日の出町 4,848 

20 あきる野市瀬戸岡 177 平成 25.10.11 平成 26.4.24 あきる野市 2,230 

21 あきる野市二宮 1456-7 平成 25.11.14 平成 26.4.24 あきる野市 18,810 

22 あきる野市秋留 2-2-9 平成 25.12.6 平成 26.4.24 あきる野市 1,170 

23 あきる野市小川 825 平成 25.12.6 平成 26.4.24 あきる野市 2,160 

24 あきる野市野辺 623-1 平成 25.12.13 平成 26.4.24 あきる野市 2,160 

25 あきる野市伊奈 1555-2 平成 25.12.6 平成 26.4.24 あきる野市 2,050 

26 奥多摩町氷川 134 平成 25.11.14 平成 26.4.24 奥多摩町 42,220 

27 日の出町大字大久野 3331-1 平成 25.12.26 平成 26.4.24 日の出町 6,630 

28 日の出町平井 2571 平成 25.8.14 平成 26.4.24 Ｂ 1,170 

29 奥多摩町川井 329 平成 25.10.18 平成 26.4.24 Ｂ 4,090 

30 あきる野市戸倉 1358 平成 25.7.18 平成 26.4.24 Ｂ 660 

31 あきる野市菅生 1294 平成 25.8.1 平成 26.4.24 Ｂ 910 

32 檜原村人里 平成 26.7.9 平成 26.12.18 Ａ 1,640 

33 奥多摩町氷川 1424 平成 26.3.4 平成 26.12.18 Ａ 50,130 

34 町田市小山ケ丘 3-1 平成 25.11.7 平成 26.5.30 都水道局 81,260 

合    計 1,780,382 

（注）項番 1から３３までが西多摩建設事務所の案件、項番３４が南多摩東部建設事務所の案件。 
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（歳出） 

（４）単価契約による道路維持補修工事等について 

道路管理部は、道路、橋りょう及び施設の維持に関する単価契約工事・委託（以下「単価契約

工事」という。）について、その運用方針等を「道路維持関係（単価契約）実施要領」（平成２０

年４月改訂、以下「要領」という。）により定め、各建設事務所はこれに基づき、単価契約を締

結し、道路等の維持管理を実施している。 

要領によれば、当該単価契約工事は、維持補修に必要な工種ごとに単価を定め、早急に維持補

修する必要が生じた時に、所が受託者に対して指示書によって施工を指示する契約である。 

そこで、各所の単価契約工事について見たところ、次のとおり、改善を要する点が認められた。 

 

ア 指示変更及び完了検査を適正に行うべきもの 

南多摩東部建設事務所は、所管する道路事業予定地の適切な維持管理を目的として、「事業

地管理工事（その１）単価契約」（受託者：Ｃ、発注限度額：３，８００万円、契約期間：平

成２６．４．１～平成２６．１０．３１）を締結している。 

工事の手続は、指示書による施工指示、また工事完了後に受託者から提出される完了届、工

事検査調書、工事記録写真等による確認・完了検査となっているが、これらの関係書類につい

て見たところ、次のとおり、適正でない事例が見受けられた。 

（ア）表６の指示番号１８は所の都合により工事内容を変更、また指示番号２９は隣接地権者

からの要請で作業を一時中止したものであるが、いずれも変更内容に即した指示期限の延

長手続を行うべきところ、これを行っていない。 

（イ）表７のとおり、指示番号１から１９までの完了検査を実際には平成２６年８月２７日に、

また指示番号２０から３６までを平成２６年１１月２０日に、それぞれ一括して行ってお

り、書類上の検査日と実際の検査日が異なっている。 

所は、指示変更及び完了検査を適正に行われたい。 

(南多摩東部建設事務所） 

 

（表６）指示期限を超えて施工している案件              （単位：円） 

指示番号 指示金額 指示日 指示期限 施工日 

18 211,750 平成26.6.3 平成26.6.24 平成26.7.23 

29 553,520 平成26.8.15 平成26.9.18 平成26.9.19 

（注）施工日：工事記録写真及び交通誘導員の日報による施工日 
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（表７）書類上の検査日と実際の検査日の一覧                                     （単位：円） 

指示 

番号 指示金額 
書類（完了届及び工事 

検査調書）上の検査日 実際の検査日 
指示 

番号 指示金額 
書類（完了届及び工事 

検査調書）上の検査日 実際の検査日 

1 2,994,462 平成 26.5.13 

平成 26.8.27 

20 597,706 平成 26.7.2 

平成 26.11.20 

2 2,680,333 平成 26.5.13 21 3,683,065 平成 26.7.8 

3 113,912 平成 26.5.13 22 96,980 平成 26.7.2 

4 1,556,419 平成 26.5.13 23 82,161 平成 26.7.8 

5 2,841,900 平成 26.5.13 24 147,025 平成 26.8.8 

6 2,884,074 平成 26.5.13 25 32,800 平成 26.8.8 

7 331,200 平成 26.5.29 26 219,873 平成 26.10.8 

8 184,607 平成 26.7.2 27 60,270 平成 26.8.19 

9 2,279,379 平成 26.6.2 28 1,848,317 平成 26.9.24 

10 3,295,365 平成 26.6.2 29 553,520 平成 26.9.24 

11 147,123 平成 26.5.13 30 343,174 平成 26.10.2 

12 2,126,473 平成 26.5.29 31 562,457 平成 26.10.2 

13 740,778 平成 26.5.29 32 193,731 平成 26.10.2 

14 81,250 平成 26.6.16 33 37,982 平成 26.9.24 

15 277,350 平成 26.7.2 34 119,680 平成 26.10.2 

16 2,251,395 平成 26.7.23 35 65,775 平成 26.10.2 

17 139,710 平成 26.7.2 36 92,850 平成 26.10.15 

18 211,750 平成 26.7.2  

19 15,475 平成 26.6.16 

 

イ 指示及び完了検査を適正に行うべきもの 

北多摩北部建設事務所は、街灯の保守、道路、河川の事業予定地及び事業残地等の管理に係

る補修、草刈等を目的として、表８のとおり、単価契約を締結している。 

この特記仕様書において、受託者は、１件ごとに指示された工事が完了したときは、直ちに

完了届を提出し、検査を受けることとされている。 

ところで、これらの契約について見たところ、次のとおり、適正でない事例が認められた。 

（ア）工事記録写真により施工を確認したところ、表９のとおり、指示前の施工又は履行遅延

となっている。 

（イ）本委託により発生する一般廃棄物(草)の処分については、「一般廃棄物(草)処分記録の

報告書」（以下「報告書」という。）を求めているが、表１０のとおり、①持込月日（処分

日）が指示期限後のもの、②報告書の提出が検査日以後又は契約期間終了後のものがあり、

適切な処分及び期限内の履行完了について、確認していない。 

所は、指示及び完了検査を適正に行われたい。 

（北多摩北部建設事務所） 

  



 - １０５ - 

（表８）契約の状況                             (単位：円) 

件名 契約期間 発注限度額 契約の相手方 

街灯保守委託(単価契約)その１ 
平成 26.4.1～ 

平成 26.10.31 
9,000,000 Ｄ 

街灯保守委託(単価契約)その４ 
平成 26.4.1～ 

平成 26.10.31 
9,500,000 Ｅ 

事業用地管理工事(単価契約)その１ 
平成 26.4.1～ 

平成 26.9.30 
34,000,000 Ｆ 

事業用地管理工事(単価契約)その２ 
平成 26.4.1～ 

平成 26.9.30 
35,000,000 Ｇ 

事業用地管理工事(単価契約)その３ 
平成 26.10.1～ 

平成 27.3.31 
32,000,000 Ｆ 

 

（表９）指示前施工又は履行遅延の事例                      (単位:円) 

契約件名 指示番号 指示金額 指示日 指示期限 施工日 備考 

街灯保守委託(単

価契約)その１ 

26 176,460 平成 26.8.1 平成 26.8.4 平成 26.7.31 指示前施工 

27 123,020 平成 26.8.5 平成 26.8.7 平成 26.8.20 履行遅延 

街灯保守委託(単

価契約)その４ 

7 138,690 平成 26.5.9 平成 26.5.15 平成 26.5.23 履行遅延 

12 337,987 平成 26.6.9 平成 26.6.13 平成 26.6.17 履行遅延 

26 235,320 平成 26.9.9 平成 26.9.16 平成 26.9.4 指示前施工 

32 622,260 平成 26.10.7 平成 26.10.16 平成 26.10.3 指示前施工 

事業用地管理工事

(単価契約)その２ 1 802,872 平成 26.4.3 平成 26.4.10 平成 26.4.28 履行遅延 

（注）施工日：工事記録写真による施工日 
 

（表１０）一般廃棄物（草）の処分が指示期限後となっている事例          （単位:円） 

契約件名 指示番号 指示金額 指示期限 処分日 検査日 報告書提出日 

事業用地管理

工事(単価契

約)その１ 

18 454,300 平成 26.6.16 平成 26.6.26 平成 26.7.4 

平成 26.10.10 

22 146,460 平成 26.6.18 平成 26.6.26 平成 26.7.4 

34 358,020 平成 26.8.11 平成 26.9.24 平成 26.8.26 

35 50,446 平成 26.8.5 平成 26.9.24 平成 26.8.20 

38 126,120 平成 26.8.9 平成 26.9.24 平成 26.8.26 

39 73,866 平成 26.8.20 平成 26.9.24 平成 26.9.10 

40 44,738 平成 26.8.21 平成 26.9.24 平成 26.9.10 

41 63,060 平成 26.8.25 平成 26.9.24 平成 26.9.10 

42 63,060 平成 26.8.25 平成 26.9.24 平成 26.9.10 

事業用地管理

工事(単価契

約)その３ 

4 90,598 平成 26.10.15 平成 26.10.25 平成 26.10.21 

平成 27.3.3 6 628,795 平成 26.10.20 平成 26.10.25 平成 26.10.27 

7 321,840 平成 26.10.20 平成 26.10.25 平成 26.10.27 

（注）処分日：「廃棄物（枝葉等）受入証明願・証明書」の持込月日 
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ウ 交通誘導員に係る積算を適正に行うべきもの 

第四建設事務所は、事業予定地及び事業中の道路のうち、交通開放済の部分についての管理

及び維持補修を目的として、表１１のとおり、単価契約を締結している。 

ところで、これらの契約に関する積算について見たところ、表１２のとおり、交通誘導員単

価が過大となっていることが認められた。 

これは、所が、積算に当たって単価の内容から共通仮設費を除外すべきところ、積算システ

ムの操作を誤り計上してしまったことによるものである。 

この結果、表１３のとおり、１１７万９，３４７円（監査事務局試算）が過大支出となって

いる。 

所は、交通誘導員に係る積算を適正に行われたい。 

（第四建設事務所） 

 

（表１１）契約の状況                              （単位：円） 

件 名 契約期間 発注限度額 契約の相手方 

事業地管理工事（その 1）(単価契約） 平成 26.4.1～ 

平成 27.3.31 

40,500,000 Ｈ 

事業地管理工事（その 2）（単価契約） 46,000,000 Ｉ 

 

（表１２）過大積算の内訳                            (単位:円) 

契約件名 工 種 既積算単価(誤)Ａ 積算単価(正)Ｂ 差引（過大額）Ａ－Ｂ 

事業地管理工事（その 1）

(単価契約） 

交通誘導員Ａ 26,335 21,075 5,260 

交通誘導員Ｂ 23,149 18,526 4,623 

事業地管理工事（その 2）

(単価契約） 

交通誘導員Ａ 26,335 21,075 5,260 

交通誘導員Ｂ 23,149 18,526 4,623 

 

（表１３）過大支出額の試算                        （単位:円、地点） 

契約件名 工 種 
既契約単価 

Ａ 

契約単価

(正) Ｂ 

差 引 

C=A-B 

使用実績 

Ｄ 

過大支出額 

Ｃ×Ｄ 

事業地管理工事(その 1) 

(単価契約） 

交通誘導員Ａ 26,038 20,837 5,201 41 213,241 

交通誘導員Ｂ 22,899 18,325 4,574 116 530,584 

事業地管理工事(その 2) 

(単価契約） 

交通誘導員Ａ 23,367 18,699 4,668 28 130,704 

交通誘導員Ｂ 20,540 16,437 4,103 53 217,459 

小 計 1,091,988 

消費税 87,359 

合 計 1,179,347 

（注１）使用実績は監査日（平成 27.2.20）現在までの指示・施工件数である。 

（注２）契約単価（正）は、積算単価（正）に落札比率を乗じて算出した。 
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エ 緊急施工により実施すべきもの 

道路管理部は、単価契約について、要領のほか、「道路維持関係（単価契約）運用の手引」

（平成２２年４月、以下「手引」という。）を定めている。手引では、総価契約では対応が困

難な即時性かつ１契約当たりの金額が４００万円未満の小規模性（点在性）のある工事・委託

のみを対象とし、それ以外は原則として総価契約又は緊急施工で実施することとしている。 

ところで、南多摩西部建設事務所が締結している単価契約（契約件名：事業地管理工事（その

２）単価契約、契約期間：平成２６．４．1～平成２６．１０．３１、発注限度額：２，０００万

円）について見たところ、所は、事業中である都道１６９号線（八王子市宮下町地内）の法面

２か所が大雨によって崩壊したため、表１４のとおり、同日中に複数の応急復旧作業を指示し

ていることが認められた。 

しかしながら、指示の対象箇所は、２か所であるが近接していること、また土砂等の撤去と

土のう設置は一連の作業であることから、４件の指示工事は１件の指示とすべきものである。

１件の指示とした場合の金額は１，０６１万余円（監査事務局試算）となり、手引で定められ

た小規模性の金額である４００万円を超えることから、単価契約で実施することは適正でなく、

緊急施工で実施すべきものである。 

所は、小規模性が認められない緊急工事について、緊急施工により実施されたい。 

（南多摩西部建設事務所） 

 

（表１４）法面の復旧にかかる指示状況                    （単位：円） 

指示番号 指示日 指示期限 指示内容 指示金額 

８ 平成 26.6.12 平成 26.6.25 法面崩落部№１の土砂等の撤去 2,618,387 

９ 平成 26.6.12 平成 26.6.25 法面崩落部№１への土のう設置 2,320,898 

１０ 平成 26.6.12 平成 26.6.25 法面崩落部№２の土砂等の撤去 2,959,450 

１１ 平成 26.6.12 平成 26.6.25 法面崩落部№２への土のう設置 2,713,825 

合   計 10,612,560 

 

（５）動物死体の一時保管場所からの回収について区に要請すべきもの 

都道上の動物死体の処理について、２３区内においては、都と各区との間で「東京都知事が管

理する道路上の動物死体の処理に関する協定」（以下「本協定」という。）を締結している。 

本協定では、各区の処理窓口である清掃事務所の開庁時間内における動物死体処理について、

都道から回収して保管するまでを各区が行い、その経費を都が各区に負担金として支払うことと

なっている。 

一方、清掃事務所が閉庁している夜間又は休日の取扱いについては、本協定とは別に協定を締

結し、回収を行っている区もあるが、表１５の１４区では、清掃事務所閉庁時の協定を締結して
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いない状況となっている。 

ところで、清掃事務所閉庁時の動物死体処理について、第五建設事務所の事例を見たところ、

所の管轄のうち、協定を締結していない墨田区（夜間及び休日）、江戸川区（夜間）では、所が

契約している道路浚渫委託の受託者に対し、①動物死体の回収、②清掃事務所が開庁するまでの

一時保管、③清掃事務所への運搬を指示している。 

この指示のうち、③の清掃事務所への運搬について、所は、平成２６年度中、表１６のとおり、

監査日（平成２６．３．４）まで４回、受託者に指示しており、その指示内容はいずれも清掃事

務所の開庁時間内に行うものであることが認められた。 

しかしながら、清掃事務所の開庁時間内における動物死体の回収は、本協定により区が行う業

務であることから、所は区に対し、清掃事務所閉庁時に動物死体を回収・一時保管している受託

者から回収するよう依頼すれば、受託者が清掃事務所へ運搬する必要がなくなり、当該単価契約

の経費を節減できる。 

このため、本協定の所管である道路管理部は、清掃事務所閉庁時の取扱いについて協定を締結

していない区に対し、都の一時保管場所から回収を行うよう要請する必要がある。 

部は、各区に対して、動物死体の一時保管場所からの回収について要請されたい。 

（道路管理部） 

 

（表１５）清掃事務所閉庁時の動物死体処理について協定を締結していない区 

夜間及び休日 
中央区、港区、新宿区、文京区、墨田区、品川区、世田谷区、中野区、杉並

区、北区、荒川区、練馬区 

夜間 目黒区、江戸川区 

 

（表１６）清掃事務所への運搬を単価契約で指示した事例           （単位：時間、円） 

場 所 指示日 工種内容 数量 単 価 金 額 

三ツ目通り（墨田区） 平成 26. 4 .13 
道路調査工 

（作業車 2tトラック以下） 
1.0 18,300 18,300 

環七通り（江戸川区） 平成 26. 5 .23 〃 1.0 18,300 18,300 

蔵前橋通り（江戸川区） 平成 26. 8 .11 〃 1.0 18,180 18,180 

蔵前橋通り（墨田区） 平成 26.12 .21 〃 1.0 21,850 21,850 

 小 計 76,630 

消費税 6,130 

合 計 82,760 

（注）単価が異なるのは、それぞれ別の契約であるためである。 
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港 湾 局 

１ 指摘事項 

（重点監査項目） 

（歳出） 

（１）施設維持管理に係る適切な報告を求め、適切な確認及び必要な指示を行うべきもの 

港湾局は、客船ターミナルの管理運営について、東京都港湾管理条例（平成１６年東京都条例

第９３号）に基づき、表１のとおり、指定管理者に運営を行わせている。 

このうち、施設維持管理業務について、指定管理者は、表１の項番１及び２の協定に基づく管

理運営基準において、施設の維持管理上必要な工事のうち、日常的なものや建物の安全管理の

ための補修・修繕・工事を施工することとされている。 

また、指定管理者は、協定に基づき、施設ごとの利用状況及び管理状況等を毎月報告し、都の

確認を受けることとされており、都は、履行の完了を確認できないときには、再履行を命ずる

ことができるとしている。 

ところで、指定管理者から東京港管理事務所に提出されている施設維持管理に係る毎月の業務

実施報告書（以下「業務報告書」という。）を見たところ、以下のとおり適切でない状況が認め

られた。 

ア 各客船ターミナルの施設の点検保守について、所は、指定管理者から表２のとおり、施設

の不良状態及び見積書手配等の報告を受けている。しかしながら、所は、これ以後、指定管

理者から修理状況の報告がないにもかかわらず、状況確認を行っていない。 

イ 竹芝客船ターミナルの樹木管理について、協定第５条に基づく管理運営基準で、指定管理

者は枯損木や枯れ枝を早期に発見し、除去を行うと規定されている。しかしながら、９月分

業務報告書で報告のあった枯損木７本について、３月分業務報告書でも「枯損木１本（９月

分再掲）」と報告されているが、所は、この間の処理状況の報告がないにもかかわらず、状況

確認及び指示を行っていない。 

ウ 晴海客船ターミナルのボーディングブリッジの点検について、中間保守点検整備及び総合

保守点検整備をそれぞれ年１回実施することとしているが、点検内容、点検結果の報告がな

いにもかかわらず、実施状況を確認していない。 

エ 晴海、有明、青海各客船ターミナルの緑地管理等について、表３のとおり業務を行うこと

としているが、実施日、施工内容、実施結果等の報告がないにもかかわらず、実施状況を確

認していない。 

    

所は、指定管理者に対し施設維持管理に係る適切な報告を求め、適切な確認及び必要な指示を

行われたい。 

（東京港管理事務所） 
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（表１）客船ターミナルの指定管理の状況                    （単位：円） 

項番 協定名 26年度委託料 指定管理期間 指定管理者 対象施設 
１ 客船ターミナル施設

の管理に関する基本

協定 
266,448,000 

平成 23.4.1 

～平成 28.3.31 

東京港埠頭 
株式会社 晴海、有明、青海 

客船ターミナル 

２ 竹芝客船ターミナル

施設の管理に関する

基本協定 
266,254,000 

平成 23.4.1 

～平成 28.3.31 

東京港埠頭・

ﾃﾚﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰｸﾞ

ﾙｰﾌﾟ 

竹芝 
客船ターミナル 

（注）委託料は、基本協定に基づく客船ターミナル施設の管理に要する費用に関する協定により、毎

年度定められている。 

 

（表２）修理結果が確認できない事例 

ﾀｰﾐﾅﾙ名 点検日 点検保守 
の種別 点検結果・措置状況の記載内容 

監査時に判明した 

修理状況 

（全て報告なし） 

晴海 

平成 26.9.5 

平成 27.3.13 

ｵｰﾄﾄﾞｱ 
設備 

ｴﾝｼﾞﾝに異音１か所、電気錠動作不具合

１か所（見積書手配中） 

未改善 

平成 26.9.9 監視カメラ

設備 
ﾓﾆﾀｰ、ｶﾒﾗ、ﾋﾞﾃﾞｵﾚｺｰﾀﾞｰ不良（見積書

手配中） 

未改善 

平成 26.11.13 

 

監視制御 
設備 

加湿器噴霧不良 3台、加湿器給水不良 2

台、加湿器不良 2台、加湿給水弁不良 4

台、加湿水ﾄﾞﾚﾝ配管腐食 1台（見積書

手配中） 

平成 27.3.4修理 

平成 26.12.9 

平成 26.12.10 

送排風機 電動機異音 6台、振動・羽ﾊﾞﾗﾝｽ不良 5

台、ｷｬﾝﾊﾞｽ破れ 2台、吊り金具外れ 1

台、現状維持で運転中（見積書手配

中） 

平成 27.2.20 

一部修理 

平成 27.1.9 

 

駐車場 
設備 

発券機・精算機ともに搬送部に劣化、

出口ｹﾞｰﾄﾊﾞｰ先端部に亀裂あり、交換を

検討中（見積書手配中） 

平成 27.2.20修理 

有明 
 

平成 26.9 

 

受水槽一括

警報発生 
№2湧水ﾎﾟﾝﾌﾟのﾌﾞﾚｰｶｰﾄﾘｯﾌﾟのため早急

な修理が必要（見積書提出済） 

平成 27.1.28修理 

 

平成 26.12.5 

 

ごみ管路 
ｼｽﾃﾑ 

一次貯留部ごみﾚﾍﾞﾙ計動作不良、交換

予定（見積書手配中） 

未改善 

平成 27.2.24 ｵｰﾄﾄﾞｱ 
設備 

１階防波扉無停電電源装置ﾊﾞｯﾃﾘｰ電圧

低下、要交換を連絡（見積書手配中） 

未改善 

青海 平成 26.9.9 防災設備 排煙窓開閉不良２面（見積書提出済） 平成 27.3.20修理 
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（表３）緑地管理等業務の内容及び業務報告書記載状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ﾀｰﾐﾅﾙ名 作業内容 作業回数 業務報告書記載状況 
 

 

晴海 

芝生地管理 芝生地 年３～６回 

実施日、結果の記載なし 

植込地管理 中木 年１回 
低木 年２回 
低木 年１回 
植込地 年２～４回 

有明 

芝生地管理 芝生地 年２～４回 
植込地管理 中木 年１回 

低木 年２回 
植込地 年２～４回 

 

 

青海 

芝生地管理 芝生地 年２～４回 
植込地管理 中木 年１回 

低木 年１～２回 
特殊樹木 年１～２回 
植込地 年２～４回 
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交 通 局 

１ 指摘事項 

（重点監査事項） 

（その他） 

（１）工事契約に係る価格情報管理を適切に行うべきもの 

工事の積算内容は、工事の施行に当たり締結する工事請負契約の相手方を決定する手続におい

て定める予定価格及び最低制限価格を算定する基礎である。 

ところで、予定価格に関する工事の積算内容の情報管理について見たところ、車両電気部、電

気総合管理所及び新宿線電気管理所では、電気通信設備工事等の設計内訳書の作成に当たり、表

計算ソフトを使用し、積算内容が記録されたデータを、局が共有するネットワーク内にある、係

のフォルダに保管しており、建設工務部では、土木工事の設計内訳書の作成に当たり、土木積算

システムを使用し、積算内容が記録されたデータを、局が共有するネットワーク内にある、係の

フォルダに保管している。 

交通局のネットワークは、本庁各部においては、本局ネットワーク内に組織階層と同様のフォ

ルダがあり、原則として所属課以外の課のフォルダを閲覧することはできない。（例外的に車両

電気部では、電力課と信号通信課は相互に閲覧ができる。）また、出先事業所においては、庁舎

間ネットワーク又は事業所ネットワーク内に組織階層と同様のフォルダがあり、所属所以外のフ

ォルダは閲覧できない。 

そこで、車両電気部、電気総合管理所及び新宿線電気管理所のフォルダの管理状況について見

たところ、課内又は所内の設計担当者以外の者が、建設工務部については係内の設計担当者以外

の者が工事の積算内容を閲覧・印刷・保存等が可能な状態となっていた。 

このことは、積算内容等の情報管理として適切でない。 

各部及び各所は、工事契約に係る価格情報管理を適切に行われたい。 

（車両電気部） 

（建設工務部） 

（電気総合管理所） 

（新宿線電気管理所） 
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（収入） 

（２）バス事業の運賃収入の管理について 

交通局は、営業キロ７４３．７ｋｍ、１３１系統の路線を運行する一般乗合旅客自動車運送事

業（以下「バス事業」という）を行っており、２０の自動車営業所、支所等（以下「自動車営業

所」という。）において、運行管理、料金等の収入管理、窓口での券類の販売、一般乗合旅客自

動車（以下「バス」という。）の点検・修理などの業務を行っている。 

一般にバス事業において、車内で旅客が料金を現金で直接支払う場合には、料金の支払方法や

金額別に旅客の人数などを記録する方法がなく、あるべき料金収入の額を算出することができな

い。このため、あるべき料金収入の額と実際に受け取った現金の額（以下「現金有り高」とい

う。）とを突き合わせることで収受した現金を漏れなく収入しているかを確認することができな

い。 

そこで、自動車部では、料金を計数して収受する自動料金収納機（以下「料金機」という。）

及び料金機の下部に挿入し、計数の結果と収受した現金等を収納する料金箱をバスに備え付けて

料金を収受するとともに、自動車営業所に、料金箱に収納された計数データと現金等を回収する

自動料金精算装置（以下「精算機」という。）を設置し、これらにより料金収入の管理を行って

いる（各機器のイメージは写真１のとおり）。 

部は、平成２５年度から平成２６年度にかけて、「自動料金収納機及び自動料金精算装置の買

い入れ」（契約日：平成２４年１１月１日、契約金額：１０億６５万円、履行期限：平成２６年

９月２６日）により、１，４５８台のバスに設置していた料金機及び２０か所の自動車営業所に

設置していた精算機等を更新するとともに、料金箱収入の金額など精算機のデータを、部が従前

からバス事業の収入等を管理している事務管理システムに送信するため、精算機を事務管理シス

テムに接続している。 

更新に当たり、部は、あるべき料金収入の額と現金有り高との突合により料金収入を管理でき

ないため、表１のとおり、乗客が料金機に運賃を投入してから精算機で回収し金融機関に納める

までの間、乗務員及び自動車営業所職員が直接現金を取り扱わない仕組み（以下「自動精算」と

いう。）とした。 

しかし、乗客への返金や料金機へのつり銭補充など、乗務員及び自動車営業所職員（以下「乗

務員等」という。）がやむを得ず直接現金を取り扱う場合がある。その場合には乱用を防止し、

ひいては事件・事故なく現金の管理を行えるよう、その事情と処理経過を明確に記録するととも

に、精算機等の出力帳票等を活用して客観的な検証を行える仕組みとすべきであり、それらの業

務手順を明確に定めておく必要がある。 

また、定めがあっても趣旨に沿って運用を徹底しなければ、料金機に投入された現金を漏れな

く収入している保証がなくなることとなる。 

そのため、部は、料金機の更新に当たり、乗客への返金や料金機へのつり銭補充などについて、

精算機等の出力帳票の内容を変更するなど、管理体制の見直しも行っている。 
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そこで、自動車営業所において、乗務員等が直接現金を取り扱った場合について見たところ、

次のとおり、各種の管理用帳票を見ても、どのように取り扱ったかが明らかでない収入現金等が

見受けられた。 

 

（写真１）料金機等のイメージ 

 

 

 

（表１）料金収入に係る自動精算の手順 

場所 時点 処理内容 

バ
ス 

営業運行中 ① 料金投入 

乗客が料金を投入すると料金機が現金を計数し、必要な場合はつり銭を排出 

・料金機は投入された硬貨を、つり銭準備金が定数に足りない場合にはつり銭

準備金収納部に、足りている場合には料金箱に収納 

・投入された札は料金箱に収納 

・投入された料金の額などを料金箱のメモリに保存 

営業運行を 

終了して 

帰庫した時 

② 精算 

料金機から料金箱を取り外す 

・料金箱は料金機から取り外す時に自動的に施錠 

自
動
車
営
業
所 

料金機から取り外した料金箱を精算機にセット 

・精算機が料金箱を自動で開錠 

・精算機が自動で現金をコンテナに収納 

・料金機が計数した運賃収入等のデータを精算機付属の端末に転送 

１日の営業 

終了後 

③ 締切り 

・精算機は料金機に投入された現金の金種別数量、つり銭準備金が不足して補 

充した場合の金種別数量、返金ボタンの使用状況等を帳票「金種別集計表」

「金庫別集計表」等に出力 

④ 納金 

現金を収納したコンテナは精算機から取り外し、金融機関に引渡し 

・コンテナは精算機から取り外す時に自動的に施錠 

金融 

機関 

コンテナ 

回収後 

・コンテナを開錠して収納されている現金を計数したのち、口座に入金 
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ア 料金機の故障により取り出した現金の取扱いを明確に定めるべきもの 

自動車部では、毎日、つり銭準備金を一定額用意して袋（以下「赤バッグ」という。）に入

れ、銀行から自動車営業所に送らせている。自動車営業所では、料金機内部のつり銭が不足し

た場合につり銭準備金を用いて補充し、翌日、残ったつり銭準備金に、自動精算できなかった

現金を合わせて袋（以下「緑バッグ」という。）に入れ、銀行に納付している。 

「一般乗合旅客自動車の運賃及び乗車券取扱要領」（平成１７年４月、交通局自動車部。以

下「要領」という。）では、表２の場合に、「金種別表（別表）」に金額と事由を記載の上、収

入に追加すると定めている。部は、この趣旨は、自動精算できなかった現金はすべて「金種別

表（別表）」に記載して緑バッグに入れるということであるとしている。「金種別表（別表）」

とは緑バッグの金額・内訳を記録するための様式であることから、これに記載された現金は緑

バッグによる納付が確保できることとなる。 

ところで、自動車営業所で、バスの点検や修理について記録する「車両整備日報」を見たと

ころ、料金機を修理して詰まった紙幣や硬貨を取り出している場合が認められた。この現金は

自動精算できない料金収入であるから、本来、要領の趣旨から、「金種別表（別表）」に金額と

事由を記載の上、追加収入として緑バッグに入れなければならない。 

しかしながら、「車両整備日報」で料金機から取り出したとしている現金について「金種別

表（別表）」を見たところ、表３のとおり、「金種別表（別表）」に記載しておらず、収入され

たことが確認できない事例があった。 

一方で、杉並支所では全件、他の営業所でも一部を「金種別表（別表）」に記載しており、

自動車営業所や担当によって、料金機から取り出した現金の取扱いが異なっている状況が見受

けられる。 

これは、要領では、料金機から取り出した現金も含め、自動精算できなかった現金はすべて

緑バッグに入れると明記されていないため、その取扱いについての認識が自動車営業所に徹底

されていないことによるものである。 

部は、料金機の故障により現金を取り出した場合など、自動精算できなかったすべての現金

につき、「金種別表（別表）」に記録の上、緑バッグに収めて銀行に納付するよう、取扱いを明

確に定められたい。 

（自動車部） 

（表２）要領による「追加収入」の定め 

１ 料金機の硬貨投入口への紙幣の誤投入等により、自動精算できない料金収入があったとき 

２ 料金箱の故障等により、自動精算することができなかったとき 

３ 不正乗車による徴収運賃があったとき 

４ その他料金箱収入に追加しなければならないとき 
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（表３）車両整備日報及び金種別表（別表）の記載状況 

年月日 
車両整備日報に記載された車

両係の取扱金額（円） 

金種別表（別表）に追加収入として

記載された金額（円） 

小滝橋自動車営業所 杉並支所   

平成 26 年 5月 10日 4,000  4,000  

平成 26 年 5月 12日 6,200  6,200  

平成 26 年 9月 30日 1,000  1,000  

平成 26 年 11月 1日 
1,000  

4,740  
3,740  

平成 26年 11月 11日 1,000  1,000  

平成 26年 11月 17日 1,000  1,000  

平成 26 年 1月 8日 1,000  1,000  

早稲田自動車営業所 青梅支所   

平成 26 年 5月 7日 1,010  記載なし 

平成 26 年 8月 25日 3,000  記載なし 

平成 26 年 9月 1日 1,000  記載なし 

平成 26 年 12月 5日 1,000  記載なし 

平成 26 年 12月 7日 1,000  記載なし 

平成 27 年 1月 22日 730  記載なし 

平成 27 年 2月 12日 1,000  記載なし 

小滝橋自動車営業所   

平成 26 年 4月 5日 1,790  記載なし 

平成 26 年 5月 1日 1,000  1,000  

平成 26 年 7月 30日 10  記載なし 

平成 26年 11月 12日 1,130  記載なし 

平成 26年 11月 16日 1,450  記載なし 

平成 26年 11月 28日 1,000  記載なし 

平成 26年 12月 10日 10  記載なし 

平成 26年 12月 11日 500  記載なし 

平成 26年 12月 23日 1,000  1,000  

平成 27 年 1月 20日 10,000  10,000  

平成 27 年 1月 28日 149  149  

千住自動車営業所   

平成 26 年 6月 2日 不明（札詰まり） 1,000  

平成 26 年 6月 11日 1,480  100  

平成 26 年 6月 15日 1,890  記載なし 

平成 26 年 7月 17日 不明（500円詰まり） 記載なし 

平成 26年 10月 17日 370  記載なし 

平成 27 年 2月 9日 不明（札詰まり） 記載なし 

平成 27 年 3月 18日 不明（札除去） 記載なし 

江戸川自動車営業所臨海支所   

平成 27 年 1月 7日 1,000 記載なし 

平成 27 年 1月 17日 1 記載なし 

平成 27 年 3月 12日 5 記載なし 

北営業所     

平成 27 年 2月 14日 170 記載なし 

北営業所練馬支所   

平成 27 年 1月 9日 10 記載なし 

平成 27 年 3月 13日 1,000 記載なし 
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イ 料金機修理の際車両係が車両整備日報に記載すべき事項について定めるべきもの 

車両係が料金機の修理をした際、「車両整備日報」に詰まった現金を取り出したと記載され

ていない場合について、「金種別表（別表）」の処理を併せて見たところ、表４のとおり、適切

でない事例が見受けられた。 

①の事例については、部は、修理の際、料金機内のつり銭収納部からつり銭準備金を取り出

した場合であるとしている。しかしながら、小滝橋自動車営業所の４月２８日、３月２５日の

とおり、料金機内に補充するつり銭準備金の上限額１４，４００円を超えている場合は、緑バ

ッグに入れるべき現金が含まれているものと推定される。このことから、「車両整備日報」に

記載された取扱金額は、すべて取り出したつり銭準備金であり料金機内のつり銭収納部に戻す

べきか、詰まった現金が含まれており緑バッグに入れるべきか、①のいずれの事例においても

不明である。 

②の事例については、紙幣の詰まりによる故障であるとして、乗務員が「作業伝票」により

車両係に修理を依頼しているものの、「車両整備日報」には現金の取扱いについての記載がな

いため、取り出した現金の有無が明らかでない。 

③の事例については、「車両整備日報」には現金の取扱いについての記載がないが、「金種別

表（別表）」には追加収入として記載があり、修理の際の取扱額と照合することができない。 

これらの事例はすべて、「車両整備日報」に、取り扱った現金の有無も含めた金額・金種、

及び料金機に詰まった現金かつり銭準備金かの区別が明記されていないため、金額・方法とも

に適正な処理がなされたことの確認ができない。 

このことは、料金機修理の際に、車両係が「車両整備日報」に記載すべき事項について定め

がないことによるものである。 

部は、車両係が取り扱った現金の額、金種及び料金機に詰まった現金かつり銭準備金かの区

別など、料金機修理の際「車両整備日報」に記載すべき事項について具体的に定められたい。 

（自動車部） 
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（表４）車両整備日報及び金種別表（別表）の記載状況 

区分 日付 
車両整備日報に記載された車両係

の取扱金額（円） 

金種別表（別表）に追加収入として

記載された金額（円） 

① 

早稲田自動車営業所 青梅支所 

7月 6日 14,250  記載なし 

3月 10 日 13,670  記載なし 

小滝橋自動車営業所 

4月 4日 13,990  記載なし 

4月 28 日 14,750  記載なし 

5月 12 日 14,360  記載なし 

6月 17 日 13,840  記載なし 

7月 11 日 12,360  記載なし 

8月 19 日 13,540  記載なし 

3月 25 日 14,450  記載なし 

② 

江戸川自動車営業所臨海支所 

3月 6日 現金の取扱いについて記載なし 記載なし 

北営業所練馬支所 

2月 21 日 現金の取扱いについて記載なし 記載なし 

③ 

小滝橋自動車営業所 

5月 1日 現金の取扱いについて記載なし 10（定期整備時回収） 

7月 30 日 現金の取扱いについて記載なし 100（定期整備時回収） 

3月 26 日 現金の取扱いについて記載なし 100（定期整備時回収） 

千住自動車営業所 

6月 15 日 現金の取扱いについて記載なし 210  

 

ウ 料金機の修理の際に立会いの記録を行うべきもの 

「車両整備マニュアル」（平成１７年４月、交通局自動車部）では、故障した料金機の修理

等で直接現金を取り扱う場合は、①修理時に取り扱う当該の現金の確認を行い、「車両整備日

報」に記録すること、②修理後に整備者以外の者が確認を行うこと、③整備者及び立会者を記

録すること、④記録した「車両整備日報」は所で決裁し保存すること、を定めている。 

しかしながら、江戸川自動車営業所臨海支所において、表３の１月１７日については立会者

名が、表４の３月６日については立会いがなされた事実が、「車両整備日報」に記録されてい

ない。 

料金機の修理において現金を取り扱う場合には、現金の処理について複数人で確認したこと

を証するため、立会いがなされた事実及び立会者名を記録する必要がある。 

所は、料金機修理において現金を取り扱う際、「車両整備日報」等に立会いの記録を行われ

たい。 

（江戸川自動車営業所） 
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エ 料金機修繕等におけるつり銭準備金の取扱いを定めるべきもの 

千住自動車営業所外３所は、表５のとおり、料金機の故障修理等のために車両係が料金機の

筐体を開けて、修繕又は点検を行っている。 

また、これらの自動車営業所は、表６のとおり、車両の定期的な点検を月に１回行っている

が、その際にも料金機の筐体を開けて、内部の各ユニットの点検を行っている。 

ところで、料金機は、表７のとおり、最大で１４，４００円のつり銭準備金を収納する仕様

となっており、料金機の筐体を開けると、つり銭準備金用の現金を直接取り扱うことができる

ようになる。 

しかしながら、自動車部は、点検の前後において、料金機が計数しているはずのつり銭準備

金の額を確認する手続を具体的に定めておらず、適切でない。 

その結果、平成２６年度において、４所合計で延べ２，５７６台のバスについて故障修理等

及び定期点検を行い、金額の確認をしないまま、最大で３，７０９万４，４００円のつり銭準

備金を取り扱うことができる状況となっている。 

部は、料金機の点検・修繕や、バスの定期点検を行うに当たり、料金機に収納されているつ

り銭準備金の取扱いについて具体的に定められたい。 

  （自動車部） 

 

（表５）不具合により車庫で故障修理・点検した料金機の延べ台数       （単位：台） 

営業所・ 
支所名称 

整理券の 
詰まり 

一日券の 
発券詰まり 

札の詰まり 
硬貨の 
詰まり 

その他 計 

青梅 68 19 5 11 11 114 
千住 0 20 3 6 26 55 
小滝橋 0 3 5 6 93 107 
杉並 1 2 6 0 23 32 

計 69 44 19 23 153 308 

 

（表６）1 か月ごとの定期点検の回数                （単位：台、月、回） 

営業所・支所名称 在籍車両数 月数 年間整備回数 

青梅 29 12 348 
小滝橋 52 12 624 
杉並 43 12 516 
千住 65 12 780 

計 189 
 

2,268 

 

（表７）硬貨払出部に収納されるつり銭準備金              （単位：枚、円） 

金種 最大収納枚数 最大収納時の金額 

100 円硬貨 100 10,000 

50円硬貨 40 2,000 

10円硬貨 240 2,400 

計 － 14,400 
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オ 返金ボタン使用時の返金理由を明確にすべきもの 

料金機には、返金する機能が設けられており、乗客が現金を誤投入した場合にこれを返却す

るためなどに利用する。 

この機能は、乗務員が現金を直接取り扱う場合の一つに当たり、これを適正に使用しなけれ

ば、料金機に投入された現金を漏れなく収入している保証がなくなることとなる。 

自動車営業所においては、乗務員が返金ボタンを操作して料金機から現金を排出した場合に、

次の手順により返金ボタンの操作について事情や処理経過等を確認している。 

① 自動車営業所の運輸係職員が営業所に帰庫した乗務員から返金理由を聞き取って「現金

等取扱い報告書」に記載する。 

② １日の営業運行の終了後に、精算機が料金箱から回収した運賃等の計数データなどを一

覧として出力する「金庫別精算集計表」に表示されている「返金回数」と「現金等取扱い

報告書」とを相互に参照して確認する。 

ところで、料金機の仕様を見ると、表８のとおり、乗客が１，０００円を誤投入した場合に

１，０００円を返金する操作を行うはずがないにもかかわらず、表９のとおり、ＩＣチャージ

キャンセルのためとして１，０００円を返金している事例が認められた。 

自動車営業所では、乗務員から合理的でない返金理由が報告された場合には、その報告内容

を検証する必要があるところ、小滝橋及び千住自動車営業所では、これを行っていなかった。 

このことについて、自動車部は、要領により、返金ボタン操作時の確認について、返金理由

等を乗務員から聴取のうえ、「現金等取扱い報告書」に記載することと定めているものの、返

金理由等が合理的でないものについて検証を行うよう具体的に指導していない。 

部は、各所が乗務員の返金操作に係る報告内容の合理性を検証するよう指導を徹底されたい。 

  （ 自動車部 ） 

 

（表８）千円札を投入した場合の料金機の操作 

特段の操作を行わないまま千円札を投入した場合 料金２１０円を差し引き７９０円のつり

銭を排出する。 

１日乗車券等を料金機で発行する場合 千円から１日乗車券等の金額を差し引い

た金額のつり銭を排出する。 

ＩＣカード方式の公共交通機関共通乗車カード

（ＰＡＳＭＯ等）に千円をチャージする場合 

チャージ設定後に千円札を投入すると、

キャンセルすることができない。 

 

（表９）現金等取扱い報告書記載事例 

年月日 営業所名 車号 返金額（円） 返金理由 

平成２６年７月３日 千住 N331 1,000 ＩＣチャージキャンセル 

平成２６年６月１３日 小滝橋 H229 1,000 チャージ設定中誤投入 
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カ 現金の一括投入を行った事実を把握すべきもの 

料金機は、大量の硬貨を料金機内に投入することができる「一括口開放」の機能を備えてい

る。 

ところで、千住自動車営業所は、表１０のとおり、５０円硬貨２０枚をつり銭として補充し

たとしている。 

本来、つり銭補充を行う場合には、つり銭準備金から持ち出した金種と金額を「金種別表

（別表）」及び「現金等取扱い報告書」に記載した上で、料金機の「つり銭補充」機能を利用

して、硬貨を料金機に投入するべきであり、これを行うと「金庫別精算集計表」に補充したつ

り銭の金種及び数量が記録される。 

しかしながら、所は、料金機の「つり銭補充」ではなく、「一括口開放」により行ったとし

ており、「現金等取扱い報告書」及び「金種別表（別表）」につり銭補充を行った記録があるの

に、「金庫別精算集計表」には計上されていない。 

この結果、補充したとして持ち出したつり銭１，０００円が料金機に収納されたかどうかの

確認ができない状況となっており適正でない。 

また、指摘事項アのとおり、料金機の内部で紙幣及び硬貨が詰まったときに車両係が取り出

した現金について「金種別表（別表）」に記載がない場合、それらの現金はつり銭準備金の残

部とともに緑バッグにより銀行に納付されていないことになる。各所では、これらの現金を

「一括口開放」機能を利用して料金箱に入れたはずであるとしているものの、料金機のデータ

や記録がないため、取扱いの確認ができない状況となっている。 

「一括口開放」機能は乗務員等の手を経て料金機に投入される現金を扱うための機能である

から、やむを得ないとき以外には使用しないように定めるとともに、やむを得ず「一括口開放」

機能を使用する場合には、料金箱から回収した運賃等の計数データなどを一覧として出力して

いる「金庫別精算集計表」などに、「一括口開放」機能の使用状況とそれにより収納した金額

等、管理に必要な情報を出力できるようにした上で、使用状況を乗務員に報告させる必要があ

る。 

部は、「一括口開放」機能を使用する場合には、使用状況を報告させるとともに、帳票に使

用状況を出力できるようにするなどして、現金の一括投入を行った事実を把握されたい。 

（自動車部） 

 

 

（表１０）現金等取扱い報告書記載事例 

年 月 日 営 業 所

 

襟番 車号 返金額（円） 返金理由 

平成２７年２月２４日 千住 157 M192 1,000 つり銭補充 
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（３）１日乗車券の管理を適切に行うべきもの 

都電荒川線では、都電１日乗車券（大人４００円、小児２００円）及び都営まるごときっぷ

（大人７００円、小児３５０円）の２種類の１日乗車券を車内で乗務員が販売しており、購入代

金は車内の料金機に投入され、料金機内蔵の料金箱に収納される。１日乗車券の売上金額は、現

金と照合はできないため、乗務員が販売用に持ち出した枚数から返却枚数を差し引いた枚数を販

売枚数とし、これに１日乗車券の価格を乗じ、あるべき売上金額（以下「売上金額」という。）

を計上する。 

荒川電車営業所においては、この１日乗車券について、乗務員に券を払い出す際及び乗務員の

業務終了後残数を受領する際、紙の一日券等受払い確認簿に、乗務員ごとの持出枚数、追加持出

枚数、返却枚数を手書きで記入し、その後、表計算ソフトにデータ入力し、その日の販売枚数を

算出している。返却された乗車券は廃札される。 

ところで、平成２７年３月２９日の、紙の一日券等受払い確認簿と入力されたデータを併せて

見たところ、乗務員５０人及び臨時改札２か所において２種類の１日乗車券を販売しているが、

表１１のとおり、都電１日乗車券では乗務員２２人及び臨時改札１か所、都営まるごときっぷで

は乗務員１５人について、追加持出枚数及び返却枚数に不整合が生じていることが認められた。 

このため、この日の販売枚数及び計上された売上金額が適正であることを確認できない。また、

乗車券の管理としても適切でない。 

所は、適正な売上金額を確認できるよう、１日乗車券の管理を適切に行われたい。 

（荒川電車営業所） 
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（表１１）一日券等受払い確認簿に不整合が生じているもの（平成２７年３月２９日） 

                        （単位：枚） 

整 理 

番 号 
券種 

紙の一日券等受払い

確認簿 

データ入力された一日券等 

受払い確認簿 
不整合 

持出

枚数 

追加 

持出 

枚数 

返却

枚数 

持出

枚数 

追加 

持出 

枚数 

返却

枚数 

販売

枚数 

持出

枚数 

追加

持出

枚数 

返却

枚数 

1 

都電１日

乗車券 

3 不明 7 3 14 7 10 0 － 0 

2 3 7 6 3 10 6 7 0 -3 0 

3 3 5 4 3 10 4 9 0 -5 0 

4 3 2 0 3 10 0 13 0 -8 0 

5 3 5 2 3 10 2 11 0 -5 0 

6 3 2 0 3 10 0 13 0 -8 0 

7 3 7 6 3 15 6 12 0 -8 0 

8 3 不明 0 3 12 0 15 0 － 0 

9 3 7 8 3 10 4 9 0 -3 4 

10 3 7 4 3 10 4 9 0 -3 0 

11 3 7 3 3 10 3 10 0 -3 0 

12 3 7 3 3 10 3 10 0 -3 0 

13 3 20 12 3 22 12 13 0 -2 0 

14 3 5 2 3 10 2 11 0 -5 0 

15 3 5 6 3 10 6 7 0 -5 0 

16 3 7 4 3 7 5 5 0 0 -1 

17 3 7 8 3 7 5 5 0 0 3 

18 2 3 1 2 3 3 2 0 0 -2 

19 2 6 2 2 6 3 5 0 0 -1 

20 2 8 5 2 7 5 4 0 1 0 

21 1 5 5 1 4 5 0 0 1 0 

22 3 7 10 3 0 3 0 0 7 7 

23 20 10 15 20 50 15 55 0 -40 0 

1 

都営まる

ごときっ

ぷ（１日

乗車券） 

2 0 1 2 2 1 3 0 -2 0 

2 2 2 2 2 3 2 3 0 -1 0 

3 2 0 0 2 3 0 5 0 -3 0 

4 2 0 1 2 3 1 4 0 -3 0 

5 2 0 2 2 2 2 2 0 -2 0 

6 2 0 0 2 2 0 4 0 -2 0 

7 2 2 3 2 2 2 2 0 0 1 

8 1 2 3 1 2 2 1 0 0 1 

9 1 2 3 1 2 2 1 0 0 1 

10 1 2 3 1 2 1 2 0 0 2 

11 1 2 3 1 2 1 2 0 0 2 

12 1 2 3 1 2 1 2 0 0 2 

13 1 2 3 1 2 2 1 0 0 1 

14 1 2 3 1 2 2 1 0 0 1 

15 2 3 5 2 0 2 0 0 3 3 
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（４）印刷契約における校正及び検査を適切に行うべきもの 

電車部は、都電荒川線の広報及び増収を図るため壁掛けタイプ及び卓上タイプの都電カレンダ

ー（２０１５年版）（以下「壁掛けタイプ」及び「卓上タイプ」という。）を作製・販売すること

とし、Ａと壁掛けタイプの印刷契約（契約金額：５３万５，６８０円、契約期間：平成２６．８．

２６～平成２６．９．３０）及び卓上タイプの印刷契約（契約金額：４９万６，５８４円、契約

期間：平成２６．９．２～平成２６．９．３０）を締結している。 

部は、壁掛けタイプ及び卓上タイプをそれぞれ２，０００部ずつ、合計４，０００部作製し、

平成２６年１０月５日から都営地下鉄１６駅等で販売した。 

ところで、販売状況について見たところ、部は、販売開始後わずか５日で販売を中止し、カレ

ンダーの購入者に対して、壁掛けタイプについては交換、卓上タイプについては返金のお知らせ

を行っていることが認められた。 

これは、壁掛けタイプについては①カレンダーの１１月に３１日が記載されていたこと、②

「三ノ輪」の「輪」が「輸」になっていた二つの誤りがあったこと、また、卓上タイプについて

は③「三ノ輪」の「輪」が「輸」になっていた誤りがあったことによるものである。 

壁掛けタイプ及び卓上タイプのカレンダーが納品されるまでには、部の責任校正で文字校正を

２回、色校正を２回行い、受託業者の責任校正で曜日、日付等の校正を行っているにもかかわら

ず、校正の際に誤りが是正されなかったことは、部及び受託業者の校正が適切でない。 

また、納品の際には、印刷物が仕様書等に沿って適正に作成されているかを検査しているにも

かかわらず、壁掛けタイプ及び卓上タイプのカレンダーの誤りが発見できず、検査を合格として

いることは、印刷契約における完了検査が適切でない。 

これらの結果、壁掛けタイプについては受託業者の責任校正による①の誤りがあったため、追

加経費なしで２，０００部を印刷し直して販売し完売できたものの、卓上タイプについては、誤

りが部の責任校正による③の誤りだけであったため、受託業者による再度の印刷は行われず、販

売中止となったことから、販売による広報及び増収（卓上タイプの売上見込み額１２０万円（完

売したとして試算））の効果が達成されていないことは適切でない。 

部は、印刷契約における校正及び検査を適切に行われたい。 

（電車部） 
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（支出） 

（５）依頼工事を計画的・効率的に施行すべきもの 

交通局では、平成２５年度を初年度とした３か年の経営のあり方と、それを実現していくため

の具体的な取組を示した経営計画２０１３を策定している。 

電車部では、この経営計画の中で、計画期間における具体的な取組の一つに、「駅におけるお

客様への案内の充実」として、改札窓口に都営地下鉄の全列車の運行状況がわかる駅係員用の運

行情報端末（ＴＩＤ）を平成２５年度に浅草線・三田線へ、平成２６年度に新宿線・大江戸線へ

配備することを上げている。 

ＴＩＤの端末機器については電車部が自ら購入しているが、通信設備については、依頼工事と

して、電車部が車両電気部へ工事を依頼している。工事の契約に当たり、大江戸線のＴＩＤ通信

設備については、１件２００万円未満の契約であるとして、事業所長が処理する契約事務に関す

る要綱（昭和５９年５８交総第１０４４号）第３条第１項に基づいて、大江戸線電気管理所にお

いて契約を締結している。 

ところで、大江戸線のＴＩＤ通信設備の施工に係る契約の状況について見たところ、表１２及

び表１３のとおりであり、 

① 項番１から８の施工内容は、いずれも通信用ケーブルの配線、コネクタの設置等であり、見

積を徴取したいずれの業者でも施工可能であること 

② 項番３から８の工事は、項番１又は２で施工している駅の工事であること 

③ 項番１と２及び項番２から８は工期が重複していること 

など、合理的な理由がないまま８つの工事に分割して発注しており、工事が計画的に行われてお

らず非効率となっていることは適切でない。 

このことについて車両電気部では、経営計画に定められた平成２６年度内にＴＩＤを設置する

必要があったが、電車部からの工事の依頼が平成２６年９月１２日であり、その時点から施工に

関する調査を開始し、調査が完了した個所から発注したためだとしている。 

しかしながら、経営計画は平成２４年度に発表されたもので局を挙げて実施する事業であり、

電車部が正式に依頼を出す以前から電車部と車両電気部はＴＩＤ設置に係る調査・検討を行って

いたものであることから、車両電気部が工事の施行に係る調査・契約・工事の期間を考慮して計

画的な事業の執行を図れば、このような事態は防げたものである。 

車両電気部は、依頼工事を計画的・効率的に施行されたい。 

（車両電気部） 
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（表１２）大江戸線ＴＩＤ通信設備工事概要 

項番 工事件名 
契約金額 

（円） 
契約日 工期 

見積書徴取者 

（上段：契約業者） 

１ 

大江戸線新宿西口駅

ほか 13駅ＴＩＤ回

線構築工事 

1,940,232 平成 26.12.9 平成 27.2.6 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

２ 

大江戸線門前仲町駅

ほか 11駅通信用回

線改修工事 

1,971,790 平成 27.1.28 平成 27.3.13 

Ｂ 

Ｅ 

Ｃ 

３ 

大江戸線新宿西口駅

ほか 1駅電話回線改

修工事 

1,989,372 平成 27.2.9 平成 27.3.31 

Ｂ 

Ｃ 

Ｆ 

４ 
大江戸線春日駅ほか

1駅モデム設置工事 
1,995,982 平成 27.2.12 平成 27.3.31 

Ｂ 

Ｃ 

Ｆ 

５ 

大江戸線勝どき駅ほ

か 1駅出札室回線工

事 

1,995,180 平成 27.2.16 平成 27.3.31 

Ｃ 

Ｇ 

Ｂ 

６ 

大江戸線六本木駅ほ

か 1駅電気設備管理

システム回線工事 

1,993,982 平成 27.3.4 平成 27.3.31 

Ｈ 

Ｅ 

Ｆ 

７ 

大江戸線門前仲町駅

ＴＩＤ用通信線路工

事 

1,987,044 平成 27.2.19 平成 27.3.31 

Ｃ 

Ｂ 

Ｇ 

８ 
大江戸線青山一丁目

駅駅務室他配線工事 
1,984,875 平成 27.2.20 平成 27.3.31 

Ｈ 

Ｄ 

Ｉ 

 

（表１３）大江戸線ＴＩＤ通信設備工事施工駅 

項

番 

施工駅 

新
宿
西
口 

東
新
宿 

若
松
河
田 

牛
込
柳
町 

牛
込
神
楽
坂 

飯
田
橋 

春
日 

本
郷
三
丁
目 

上
野
御
徒
町 

新
御
徒
町 

蔵
前 

両
国 

森
下 

清
澄
白
河 

門
前
仲
町 

月
島 

勝
ど
き 

築
地
市
場 

汐
留 

大
門 

赤
羽
橋 

麻
布
十
番 

六
本
木 

青
山
一
丁
目 

国
立
競
技
場 

代
々
木 

１ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○             

２               ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

３ ○     ○                     

４       ○  ○                  

５                 ○  ○        

６                       ○  ○  

７       
        

○ 
 

   
       

８ 
      

   
             

 ○  
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（６）契約の相手方に対し契約内容を遵守するよう指導すべきもの 

車両電気部は、車両検修場（地下車庫）常駐巡回警備業務委託をＪと契約（契約金額：   

５，３７８万４，０００円、契約期間：平成２６．４．１～平成２７．３．３１）している。 

ところで、契約における警備員の資格について見たところ、ＡＥＤの使用に関する一定の講習

（普通救命講習（自動体外式除細動器業務）又は上級救命講習）を受講し、認定証の交付を受け

ていること、あるいは、契約時に上記資格のない者は、速やかに取得することとしている。 

しかしながら、警備員として名簿に登録している５名のうち２名は、認定証の交付を受けてお

らず、３名についても、表１４のとおり早い者でも契約後９か月経過してから認定証の交付を受

けている。 

各講習は、ＡＥＤの使用方法のほか、心肺蘇生、窒息の手当て、止血の方法など、一次救命に

必要な技能を得るものであることから、契約で定めているにもかかわらず、認定証の交付を受け

ていない警備員の配置及び契約後９か月間も認定証の交付を受けた警備員が不在な状況が継続し

ていたことは適正でない。 

部は、契約の相手方に対し、契約内容を遵守するよう指導されたい。 

  （車両電気部） 

 

（表１４）普通救命講習又は上級救命講習修了状況 

警備員 修 了 認 定 技 能 認定証交付年月日 

Ｋ 上級救命技能（自動体外式除細動器業務従事者） 平成 26.12.17 

Ｌ 〃 平成 27. 1.13 

Ｍ 〃 平成 27. 1.21 

Ｎ ― ― 

Ｏ ― ― 
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（７）監督及び検査を適正に行うべきもの 

東京都交通局契約事務規程（昭和３９年交通局規程第１５号。以下「規程」という。）第６２

条の２、第６２条の３及び第６２条の４では、工事等の請負契約の適正な履行を確保するため、

契約の履行について、立会い、指示、工程の管理等の方法により、所属長が所属職員に監督を行

うことを命ずるよう定めている。 

また、規程第６３条では、工事等の請負契約等について、工事等の適正な履行の確保をするた

め必要な検査を行うこととしており、規程第６２条の６では、監督員の職務は、特別の必要があ

る場合を除き、検査員職務と兼ねることができないと定めている。 

しかしながら、表１５の工事について見たところ、特別の必要がないにもかかわらず監督員の

職務と検査員の職務を同一の者が行っており、又は工事完了検査証に検査員の記名押印がないま

ま検査員の判定を合格としており、適正でない。 

各所は、工事請負契約に係る監督及び検査を適正に行われたい。 

（大島乗務管理所） 

（清澄乗務管理所） 

（江東自動車営業所） 

 

（表１５）監督・検査が適正でない工事 

項

番 

所属 工事件名 契約日 契約金額 

（円） 

備考 

１ 大島乗務管理所 新宿都ビル仮泊所浴室水栓

取替修理 

平成 26.6.4 178,200 監督員と検

査員が同一 

２ 大島乗務管理所 大島総合庁舎便所内掃除口

交換工事 

平成 26.8.22 92,232 監督員と検

査員が同一 

３ 清澄乗務管理所 光が丘庁舎５階浴室タイル

他修繕 

平成 26.5.15 1,331,640 監督員と検

査員が同一 

４ 清澄乗務管理所 光が丘乗務区庁舎 ＬＡＮ

ケーブル敷設工事 

平成 26.5.27 275,400 監督員と検

査員が同一 

５ 清澄乗務管理所 大江戸線光が丘庁舎消防設

備修繕 

平成 26.6.13 222,480 監督員と検

査員が同一 

６ 江東自動車営業所 江東自動車営業所錦糸町駅

南口発車場照明器具修繕 

平成 26.12.8 75,600 検査員の記

名押印なし 
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水 道 局 

１ 指摘事項 

（重点監査事項） 

（支出） 

（１）給水装置業務マニュアルを整備し履行確認を適切に行うべきもの 

局は、各支所の業務である給水装置の新設、改造、撤去などを行うため区内２１か所に給水管

工事事務所を置き、給水部（以下「部」という。）は、「平成２６年度給水装置関連業務委託」

（契約金額：２３億７,６００万円、契約期間：平成２６．４．１～平成２７．３．３１。以下

「給水業務委託」という。）を東京水道サービス株式会社（以下「ＴＳＳ」という。）と特命随意

契約により締結し、その業務を行わせている。 
部は、給水装置業務マニュアル（平成２６年４月）（以下「マニュアル」という。）を作成し、

これに基づき、給水業務委託を実施することとしている。マニュアルには、給水装置の新設等に

係る業務フローが図１として示され、施行基準として表１のとおり、①工事依頼受付後の設計積

算日数の期限として、５日又は１０日以内（他企業等調整を要するものは調整後の日数）、②工

事費概算額納入後の工事施行日数の期限として、１０日又は２０日以内（許可及び他企業等調整

を要するものは許可及び調整後の日数）と定められている。 
各支所は、案件ごとにＴＳＳからの工事調書などで履行確認をし、事案決定処理を行っている。 
ところで、練馬給水管工事事務所及び大田給水管工事事務所において給水業務委託の実施状況

を見たところ、表１のとおり、マニュアルに定められた設計積算において受付後１０日以内、工

事施行において工事費納入後１０日又は２０日以内に処理されていない事例が認められた。 
これらの事例について、ＴＳＳは、申込者の工事希望日を聞き、その上で関係者と調整を図り、

調査・施工を行ったため日数を要したとしている。一方、支所は、その経緯をＴＳＳから履行確

認時に口頭で報告を受けたとしている。 
しかしながら、支所には報告の内容を記録した書面がないため、申込者の工事希望日がいつで

あったのか、関係者との調整にどの程度の日数を要したのかなどの調整経過が一切不明であり、

適切な処理日数で履行がなされたか確認することができないことは適切でない。 
また、部が定めるマニュアルでは、工事申込書に希望日の欄がなく、工事調書にも希望日や他

企業等との調整経過を記載する欄が設けられていないなど、他企業等調整を要する場合の履行確

認に当たって必要十分な情報を記載する様式となっていないことは適切でない。 
北部支所、南部支所は、給水業務委託の履行確認を適切に行われたい。 

部は、工事希望日や他企業等調整の経過を記載する様式を定めるなどマニュアルを改め、他企

業等の調整を要する場合等の処理手続きを明確にするとともに、支所に対し履行確認が適切に行

われるよう指導されたい。                       

（給水部） 
（北部支所） 
（南部支所） 
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（図１）給水装置の新設等に係る業務フロー 

 

 

 

 

  

 

（表１）施行基準とそれに反した事例 

施行

基準 

 口径 処理日数 備考 

設計積算 50ｍｍ以下 5日以内 受付後、他企業等調整を要するものは調

整後の日数 75ｍｍ以上 10日以内 

工事施工 50ｍｍ以下 10日以内 工事費納入後、許可及び他企業等調整を

要するものは許可及び調整後の日数 75ｍｍ以上 20日以内 

基準

に反

した

事例 

練馬給水管

工事事務所 

75ｍｍ 受付 26.3.24 設計 26.4.15 整理番号

2002971952 工事費納入 26.4.18 施工 26.6.9 

大田給水管

工事事務所 

20ｍｍ 工事費納入 26.9.4 施工 26.9.24 整理番号

1102953254 

50ｍｍ 工事費納入 26.10.15 施工 26.11.12 整理番号

1102957357 

〃 工事費納入 26.9.9 施工 26.11.25 整理番号

1102953351 

 

 

 

  

ＴＳＳ給水管工事事務所 水道局 

工事依頼受付 手数料の徴収等 

設計積算（工事費概算額の算

 

口径50ｍｍ以下５日以内 

口径75ｍｍ以上10日以内 

工事費概算額納入 
施工指示 

 
単価契約業者 

着手 

 完了 

 

完了報告 

検査及び工事費清算 

口径50ｍｍ以下10日以内 

口径75ｍｍ以上20日以内 
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（支出） 

（２）委託契約を適切に行うべきもの 

東部第二支所は、足立区伊興二丁目２０番地先から同１９番地先までの間の配水本管（φ500

㎜、延長 773ｍ。以下「伊興線」という。）の充水作業を実施した結果、管路内の水圧が低下し

たことから漏水の可能性を認めたため、相関式漏水発見器による漏水調査等を行ったものの漏水

箇所を特定することができなかった。漏水状況の放置は道路陥没の危険性につながることから、

所は、漏水の原因を早急に究明するため、非開削による埋設管漏水発生箇所を特定する「低周波

法」の特許を有するＡ（以下「受託者」という。）と伊興線漏水調査委託（契約期間：平成２６．

６．１３～平成２６．７．２８、契約金額：２２４万１，０００円。以下「当初契約」という。）

を特命随意契約により締結した。 

受託者は、当該漏水調査の結果、「低周波法」が漏水の大小、埋設の深さなどの制約を受けに

くく、高い精度実績を有する漏水調査技術であると総評した上で、配水管の埋設配水部における

漏水箇所を全１か所として報告している。 

所は、この報告を受け、配水管の漏水修理工事（修理工事日：平成２６．８．４）を施工し、

修理後に配水管の気圧試験を行ったところ、他にも漏水箇所があることを確認した。そこで、所

は、再度、受託者と低周波法による伊興線漏水調査委託（その２）（契約期間：平成２６．９．

５～平成２６．１１．２０、契約金額：２４８万４，０００円。以下「その２契約」という。）

を、特命随意契約により締結し、調査を行わせた。この結果、受託者は、空気弁に漏水箇所があ

ることを報告している。 

所は、この報告を受け、空気弁取替工事（平成２６．９．２９）を施工し、再度、修理後の気

圧試験を実施（平成２６．１０．１）した結果、伊興線の漏水が全て解消されたことを確認した。 

しかしながら、その２契約は、当初契約と同様の手法（低周波法）を用いて漏水箇所（空気弁）

を捕捉していることや、調査報告書からは、当初契約に基づく調査により空気弁からの漏水を発

見できなかった特段の事由は明らかでないことから、当初契約の調査結果に瑕疵があった可能性

も否定できない。 

これは、所が、低周波法による調査精度を踏まえた上で、仕様書に①調査データ等、調査が適

切に行われたかを判別しうる報告事項、②調査対象範囲のすべての漏水箇所を特定ができなかっ

た場合の対応等を定めていないことによるものであり、適切でない。 

これらの結果、経済的で、迅速な漏水箇所の特定が行われない状況となっている。 

所は、調査結果報告書の内容、漏水箇所の特定が不十分であった場合の対応などを仕様書に定

め委託契約を適切に行われたい。 

（東部第二支所） 
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（３）単価契約工事について 

給水部は、「水道緊急工事（漏水修理工事）請負単価契約」（以下「単価契約工事」という。）

を６５者と締結（契約金額：５１億９，２８４万４，１７６円）し、各支所はその契約により、

所管内の漏水修理等の工事を行わせている。 

ア 完了検査を適正に行うべきもの 

東部第二支所で、単価契約工事で発注した案件について、表２のとおり、 

① 受注者から提出された工事施行確認願を工事記録写真と照合したところ、交通保安工に

ついて、工事施行確認願に記載された交通誘導員の数が、実際に配置した数よりも過大に

計上、又は交通誘導員を配置しているにもかかわらず計上漏れのまま、支所では検査完了

として支払手続きを行っている 

② 測量成果簿の作成を含む測量基準点復元工について、受注者から提出された測量成果簿

の工事記録写真は平成２６年７月１０日となっているにもかかわらず、平成２６年７月７

日に受注者から工事施行確認願が提出され、支所はそれを平成２６年７月８日に検査完了

として支払手続を行っている 

ことが認められたことは適正でない。 

支所は、完了検査を適正に行われたい。 

（東部第二支所） 

 

（表２）完了検査が適正でない案件 

指示番号 請負金額 工 種 内  容 

467-1 1,078,917円 交通保安工 34,445円（２人分過大計上） 

1122 768,962円 交通保安工 137,782円（２日×４人分計上漏れ） 

356-1 1,044,608円 測量基準点復元工 検査時に全てが完了していない 

 

イ 許可条件を遵守して交通誘導員を配置するよう受注者を指導・監督すべきもの 

工事において道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第７７条第１項に基づく道路使用許

可が必要な場合、支所は単価契約工事の受注者に所轄警察署長に道路使用許可申請書を提出さ

せている。道路使用許可申請に当たっては、申請書のほか交通誘導員の配置を記載した平面図

を添付しており、これらを含めた条件に従うこととして所轄警察署長から許可証が交付されて

いる。 

東部第二支所の単価契約工事で、受注者から提出されている道路許可証と交通誘導員の配置

状況を確認したところ、許可証の条件として添付されている交通誘導員の配置より実際の配置

数が過少となっている案件（指示番号：４６７－１、７３２）が認められ、これらは許可条件

違反であり適正でない。 
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支所は、道路使用許可条件を遵守して交通誘導員を配置するよう受注者を指導・監督された

い。 

（東部第二支所） 

 

（４）配水小管工事に係る設計及び工事監督業務を経済的に行うべきもの 

給水部（以下「部」という。）では、「平成２６年度配水小管設計業務委託」及び「平成２６年

度配水小管工事監督業務委託」（以下「両業務委託」という。）を各々ＴＳＳと特命随意契約によ

り締結しており、契約金額等の詳細は、表３のとおりである。 

ところで、これらの両業務委託に関する費用の内訳を見たところ、業務原価に諸経費を加算し

ており、この諸経費は、業務原価が高額になるごとに率が下がる仕組みとなっていた。 

両業務委託においては、業務内容が配水に係る設計と工事監督という一連のものであることや、

同一の受注者との特命随意契約であり、契約期間も同一であることから、一案件として発注する

ことができ、これらを一案件として発注した場合、４６８万８，２９９円の経費を削減出来るこ

とが認められた。 

部は、配水小管工事に係る設計及び工事監督業務を経済的に行なわれたい。 

（給水部） 

 

（表３）配水小管工事に係る契約の概要 

件名 平成 26年度配水小管工事監督業務委託 平成 26年度配水小管設計業務委託 

契約金額 1,139,400,000 円 

（うち消費税の額 84,400,000円） 

629,640,000円 

（うち消費税の額 46,640,000円） 

契約期間 平成 26年 4月 1日から平成 27年 3月 31日 

委託先 東京水道サービス株式会社 

委託内容 配水小管に係る工事監督業務（当局契約の工事受

注者指導及び管理並びに住民各関係機関等との調

整）及び工事施行に係る断通水作業。 

配水小管に係る設計調整業務・設計管理業務（設計業者が行

う設計内容の確認、設計業者への指示及び指導）及び設計積

算・審査業務。 

 

（５）インフレスライド条項による契約変更を適正に行うべきもの 

立川給水管理事務所は、「小平市鈴木町一丁目 326 番地先から同市花小金井六丁目 101 番地先

間配水小管布設替及び新設工事契約」（契約金額：２億５５１万３，２００円、工期：平成２６．

１．２４～平成２６．１２．５）をＢと締結している。当工事の監理業務は、多摩水道改革推進

本部が締結している「平成２５年度多摩地区水道施設管理業務委託契約」及び「平成２６年度多

摩地区水道施設管理業務委託契約」により、ＴＳＳに行わせている。 

また、局は、平成２６年２月から適用する公共工事設計労務単価が上昇したことに伴い、平成
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２６年２月１日が工期内にある工事を対象に、工事請負契約書第２４条第６項（以下「インフレ

スライド条項」という。）の規定により受注者から請求があった場合、契約金額の変更を行うと

している。当該変更額（以下「スライド額」という。）は、基準日（請求日と同日にすることが

基本）とした日以降の残工事について、変動後の賃金等を反映させ、表４の式により算出すると

している。 

ところで、当工事のインフレスライド条項による契約変更は、監理業務受託者であるＴＳＳが

工事変更設計書（案）を作成し、所が内容確認のうえ平成２６年１２月１日に契約変更を行って

いる。これらの処理について見たところ、スライド額の算出において、受注者からの請求日であ

る平成２６年２月６日を基準日とし、基準日現在の既済部分に相応する金額を０円としていた。 

しかしながら、基準日現在、当工事は、試験堀工３５箇所のうち３２箇所の施工が完了してお

り、基準日の出来形数量の確認において参照している「工事関係検査基準」（水道局作成）によ

れば、試験堀工は、施工完了箇所を出来形数量としている。 

このため、試験堀工３２箇所の施工を出来形数量としてスライド額を算出すると、表５のとお

り、当工事の契約変更額は１０万８，０００円過大となっており、適正でない。 

所は、ＴＳＳへの指導を含め、インフレスライド条項による契約変更を適正に行われたい。 

 

（立川給水管理事務所） 

 

（表４）スライド額の算出式 

スライド額＝変動後残工事金額－変動前残工事金額－（変動前残工事金額×１／１００） 

変動前残工事金額：契約金額から基準日における既済部分に相応する契約金額を控除した額 

変動後残工事金額：変動後の賃金又は物価等を基礎として算出した変動前残工事金額に相当する額 

 

（表５）当工事におけるスライド額（単位：円） 

 誤 正 備考 

変動後残工事金額         a 192,150,000 190,630,000 差額は試験堀工の既済部分 

変動前残工事金額              b 186,470,000 185,060,000      〃 

変動前残工事金額×１／１００  c 1,860,000 1,850,000  

スライド額（税抜）      d=a-b-c 3,820,000 3,720,000  

契約変更額（税込）      e=d×1.08 4,125,600 4,017,600 差引 108,000円が過大 

 

（６）工事請負契約に係る事務を適正に行うべきもの 

南部支所は、渋谷区大山町２４番地先から同区西原三丁目４５番地先間外１か所の配水小管布

設替工事について請負契約（当初契約金額：３億１，９２０万円、受注者：Ｃ、工期：平成２５．

１０．２９～平成２６．１２．８）により実施している。 
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ところで、所において工事関係書類を見たところ、監査日（平成２７．１．２７）現在、工期

の終期から１か月以上経過しているにもかかわらず、賃金水準等の変動による契約変更手続を終

えていない状況が認められた。 

しかしながら、契約変更手続は工期末までに行うこととなっており、工期を越えて手続を終え

ていないことは、適正でない。 

工事については、既に経理部の検査所管課において完了検査が行われ、検査合格とする検査調

書が作成されているものの、所は、契約変更手続が終わっていないことから、受注者に検査調書

を送付していない。このことにより、受注者は、完了検査に合格していながら契約代金の請求を

行うことができない状況となっている。 

所は、工事請負契約に係る事務を適正に行われたい。 

（南部支所） 

  

（その他） 

（７）浄水場等の機械・電気設備の保守業務委託に係る業務従事者の衛生管理について 

建設部は、浄水場等の機械・電気設備の保守業務委託について、水道用機械・電気設備保守業

務委託標準仕様書（平成２５年４月東京都水道局。以下「標準仕様書」という。）を定め、衛生

管理に係る水道法第２１条等に基づき局が行う業務従事者の健康診断（細菌検査）について、受

託者は、次のとおり、検査を受検させることとしている。 

① 稼働中の水道施設で６か月以上継続して作業に従事する者、直接水に触れる作業をする者等

を検査対象者として赤痢菌、腸管出血性大腸菌感染症等の病原体の保有の有無を検査する。 

② 受託者は、局が交付する検査機関宛ての検査依頼書を検査機関に提出した後、業務を開始す

る直前に第１回目を行い、その後は６か月毎に行い、検査を行った機関から検査結果通知書を

受領し、速やかに業務委託担当者に提出する。 

③ 業務計画書に添付する主要業務従事者一覧表には、主要業務従事者に加えて検査対象者に該

当する業務従事者を全員記載する。 

ところで、この検査結果通知書と関係書類とを照合したところ、監査日（平成２７．２．１７）

現在、次のとおり、事務手続に適正を欠く事例、標準仕様書の様式の不備などが認められた。 

 

ア 衛生管理に係る事務手続を適正に行うべきもの 

長沢浄水場及び砧浄水場において、監視制御設備等保守業務委託契約に定める衛生管理（標

準仕様書）に係る事務手続を見たところ、適切な衛生管理を行う上で、提出された検査結果通

知書と主要業務従事者一覧表とを確認する必要があるが、通知書記載の一部の者の氏名等が一

覧表には記載されておらず、事務手続に適正を欠く状況が認められた。 

場は、標準仕様書に定める衛生管理に係る事務手続を適正に行われたい。 

（長沢浄水場） 

（砧浄水場） 
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イ 衛生管理に係る標準仕様書の見直しを適切に行うとともに周知徹底を図るべきもの 

建設部は、標準仕様書で衛生管理に係る事務手続を定めているが、業務計画書に添付する主

要業務従事者一覧表は、主要業務従事者に加えて検査対象者に該当する業務従事者全員の氏名

等が記載されるだけで、検査の要否等が記載されていないため、一覧表からは検査対象者が特

定できないなど検査結果通知書の確認に必要十分なものとなっていない。 

また、直接水に触れる作業をする者の衛生管理について、各作業の作業従事者又は作業開始

時期が異なるなどの事由により検査対象者及び検査時期が一様でない場合、その検査対象者及

び検査時期の把握や確認のための事務手続が定められていない。 

このように、衛生管理に係る検査対象者、検査実施状況の確認が容易には行えない状況とな

っている。 

部は、衛生管理に係る標準仕様書の見直しを適切に行うとともに周知徹底を図られたい。 

（建設部） 
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下 水 道 局 

１ 指摘事項 

（重点監査事項） 

（支出） 

（１）水再生センター保全管理業務委託について 

中部ほか５下水道事務所及び森ヶ崎水再生センター（以下「各事業所」という。）は、水再生

センター等を適正に保全管理することにより、故障等の未然防止及び早期対応を図り、水再生セ

ンターの水処理機能等を正常に維持することを目的として、表１のとおり、都の監理団体である

東京都下水道サービス株式会社と、「水再生センター保全管理業務委託」契約（以下「本契約」

という。）を特命随意契約により締結している。その業務内容は、表２のとおりである。 

この業務委託について、委託の目的を達成しているか、また経済的、効率的かつ効果的に行わ

れているか検証したところ、次のとおり、改善を要する点が認められた。 

 

（表１）水再生センター保全管理業務委託契約の実施状況（平成２６年度）     （単位：円） 

事業所名 契約件名 契約金額 委託開始年度 

中部下水道事務所 芝浦水再生センター保全管理業務委託 864,000,000 平成２４年度 

北部下水道事務所 三河島水再生センター保全管理業務委託 594,000,000 平成２１年度 

東部第一下水道事務所 有明水再生センター管理業務委託 496,800,000 平成１８年度 

 

東部第二下水道事務所 

中川水再生センター保全管理業務委託 529,200,000 平成２１年度 

小菅水再生センター保全管理業務委託 691,200,000 平成２１年度 

葛西水再生センター保全管理業務委託 810,000,000 平成２４年度 

西部第一下水道事務所 
落合水再生センターほか１か所保全管理業

務委託 
669,600,000 平成２０年度 

 

西部第二下水道事務所 

みやぎ水再生センター保全管理業務委託 594,000,000 平成２１年度 

新河岸水再生センター保全管理業務委託 486,000,000 平成２１年度 

浮間水再生センター保全管理業務委託 615,600,000 平成２３年度 

森ヶ崎水再生センター 
森ヶ崎水再生センター東処理施設ほか７か

所保全管理業務委託 
594,000,000 平成２５年度 

注：契約期間は、全て平成２６．４.１～平成２７．３．３１である。 

 

（表２）水再生センター保全管理業務委託の業務内容（概要） 

水処理設備等の保全管理業務 

 揚水設備、水処理設備、建築付帯設備等の保守点検、簡易な修繕又は簡易な修理、異常時の

応急処置及び関係各部署への連絡等 

その他作業 

 ○ 監視制御設備保守点検 

○ 電気設備保守点検 

○ 工業計器設備保守点検 

○ クレーン設備保守点検 

○ 空調機設備保守点検 

○ 消防用設備保守点検 など 
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ア 履行状況の検証結果を業務に的確に反映すべきもの 

本契約の特記仕様書において、東京都下水道サービス株式会社（以下「会社」という。）は、

１件２５０万円までの簡易な修繕又は簡易な修理（以下「簡易修繕」という。）を行うこととし、 

① 保守点検の結果、早急に対応が必要な場合は、簡易修繕を行い、当該機器の機能を速やか

に回復する 

② 日常点検、定期点検の結果、故障がある機器について、簡易修繕や部品交換等を行い、当

該機器の機能を確保する 

とされている。 

なお、水処理設備（沈殿池等）の開口部覆蓋部分及び手すり等については、会社が「開口部

覆蓋部分及び手すり等点検標準」(平成２２年５月、施設管理部)に基づき点検を行うが、簡易

修繕の対象外であり、各事業所が修繕を行うこととされている。 

また、本契約の仕様書において、会社は、業務月報等のほか随時に点検報告書を提出するこ

ととされており、これらの報告書について、各事業所は、担当主事の確認後、保全担当係員、

設備管理係長、センター長に回付するなどして、履行状況の確認を行っている。 

この履行状況の確認について見たところ、次のとおり、適切でない事例が認められた。 

 

（ア）中部下水道事務所所管の芝浦水再生センターでは、 

① 消防用設備について、表３の項番１のとおり、平成２４年７月に、会社が再委託した

専門業者から、法定性能試験（連結送水管の耐圧試験）が必要である旨の報告があった

にもかかわらず、監査日（平成２７．１．１９）現在、会社は、法定性能試験を実施し

ておらず、また、所は、監査日現在まで、会社に対して改善を指示していない  

② 自動火災報知設備について、表３の項番２及び３のとおり、所は、監査日（平

成２７．１．１９）現在、改善しておらず、故障した機器の電源を切ったまま施設を運

転している 

③ 故障箇所等について、表４のとおり、平成２６年１２月度の業務月報においても、故

障等発生時の平成２６年８月度と同じ報告内容が記載されており、また現状と業務月報

の記載内容に相違もある 

など、会社は点検結果に基づき速やかに改善を行っておらず、また所は、会社からの報告

書について確認・分析を十分に行っていないことから、適切な対応がなされていない。 

 

（イ）西部第一下水道事務所では、落合水再生センターの水処理設備(沈殿池等)の開口部覆蓋

部分及び手すり等について、表５のとおり、危険度Ａ（立入禁止措置及び直ちに改善する

もの）の報告があり、所が速やかに改善すべきであるにもかかわらず、監査日（平成２７．

１．２６）現在、所は立入禁止措置をしているものの、改善が行われないまま１年以上経

過し、故障度合が増しているなど、故障等の早期対応が図られていない。 
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これらは、報告書に基づき状況を把握・管理する仕組みとしているにもかかわらず、両所に

おいて、そのチェック体制が有効に機能していないことから、会社に対する指示及び自らが行

うべき対応がなされていないなど、委託結果を業務に的確に反映できていないことによるもの

である。 

このため、委託目的である故障等の未然防止及び早期対応において、一部で十分に効果が得

られない状況となっている。 

会社は、点検結果に基づき速やかに改善されたい。 

両所は、会社に速やかな改善を求めるとともに、履行状況の検証を行い、その結果を業務に

的確に反映されたい。 

（中部下水道事務所） 

（西部第一下水道事務所） 

（東京都下水道サービス株式会社） 

 

（表３）芝浦水再生センターの消防用設備点検結果(平成２６年７月点検・報告)に係る対応状況 

項番 場所 設備名称 報告内容 対応状況 

１ 事務棟 連結送水管 

前回（平成 19.8）の耐圧試

験より３年経過のため、耐

圧試験の実施を要す。 

平成 24 年度前期点検（平

成 24.7）から、同内容の

報告があるが、未改善。 

２ 芝浦ポンプ所 自動火災報知設備 

№2 Ｂ5Ｆ ポンプ室南 

発報中のため、現在離線中、

調査及び改修を要す。 

平成 25 年度後期点検（平

成 26.1)から、同内容の報

告があるが、未改善。 

３ 東品川ポンプ所 自動火災報知設備 
№11 換気機械室(2) 現在離

線中、調査及び改修を要す。 

平成 23 年度前期点検（平

成 23.7）から、同内容の

報告があるが、未改善。 
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（表４）会社からの報告と現状が相違している事例 

事 案 
会社からの報告内容（注１） 

（平成２６年１２月度業務月報） 
実地監査で確認した現状 

管理番号：88 

発生時期：平成 26.8.8 

件名：低段汚水阻水扉１号 

故障 

 低段汚水阻水扉１号の開操作不能。開度

計の表示が実際の表示と大きく相違。 

低段揚水機能に重大な影響を及ぼす可能

性があるため、早急に簡易修繕（注２）に

て対応予定である。 

会社は、９月度月報から、簡

易修繕にて「設計中」と報告し

ているが、監査日現在発注され

ておらず、会社による早急な簡

易修繕が行われていない。 

管理番号：97 

発生時期：平成 26.8.20 

件名：本系浅槽反応槽東 

ＤＯ計(５－Ｄ)故障 

工業計器設備保守点検時、ＤＯ計計測中

にイニシャライズを繰り返す症状が出た。 

継続使用可能だが、簡易修繕にて対応予

定である。 

平成 26.12.4に局において工

事契約を締結済み。 

会社も、局と工期設定につい

て協議している。 

管理番号：98 

発生時期：平成 26.8.20 

件名：送風機棟冷却塔配管 

設備バルブ類動作 

不良 

 送風機棟冷却塔１・２号の切替用のバル

ブ類が固着し操作できない。 

簡易修繕にてバルブの取替えを予定して

いる。実施は、冷却塔負荷の高い夏場を避

け、秋口を予定している。 

平成 26.11.18 に会社において

修繕契約を締結済み。 

注１：「会社からの報告内容」は、平成２６年１２月度業務月報の「主な懸案事項」に記載されている  
内容の抜粋であり、故障等発生時の平成２６年８月度業務月報と同じ記述となっている。 

注２：「簡易修繕」は、会社が再委託により行う修理である。 
 

（表５）落合水再生センターの開口部覆蓋部分及び手すり等点検結果（危険度Ａ）に係る対応状況の事例 

点検・報告

時 期 
場 所 設備名称 報告内容 対応状況 

平成 26.5 機械棟 グレーチングＳＳ 

グレーチングの一部が切断されてお

り、４辺のうち１辺が受枠に載って

いない。 

未改善 

前年度：Ｃランク 

平成 26.8 
北系水処理

施設 
縞鋼板  

吐口ポンプ井バイパス扉、点検蓋錆

による取手の外れあり。 

未改善 

前年度：Ｃランク 

平成 26.9 

送泥ポンプ

棟・南系第

一沈殿池 

縞鋼板（９か所） 
雑用水槽上部：取手脱落、配管の破

損、蓋裏面の腐食が激しい。 

未改善 

前年度にＡランク９ 

か所のうち３か所の

補修を行ったが、今

回新たに３か所がＡ

ランクとなった。 

平成 26.10 
南系 (反応

槽周辺) 

縞鋼板（１か所） 
３～４号槽管廊(３-Ｄ)バルブピッ

トの蓋がない。 

未改善 

前年度：Ａランク 

グレーチングＳＳ

（１か所） 

５～６号槽管廊バルブピットの蓋が

割れている。 

未改善 

前年度：Ａランク 

注：Ａランク：立ち入り禁止処置を必要とし、業務に支障をきたす等、直ちに改善を必要とする施設 

Ｂランク：立ち入り禁止処置の必要はないが、早期に改善を必要とする施設 

Ｃランク：ランクＡ・Ｂ以外で、経過観察を必要とする施設 
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イ 受託者に貸与する機器の管理を適切に行うべきもの 

本契約の特記仕様書では、東京都下水道サービス株式会社（以下「受託者」という。）は、

水処理施設等における点検計画及び点検結果を、局が所有する機器保全データ管理設備

（Hozen Mobile System。以下「ＨＯＭＳ」という。）に入力するとされている。このため、各

事業所は、受託者から借用書を徴した上で、ＨＯＭＳの機器一式（以下「当該機器」という。）

を貸与している。 

ＨＯＭＳは、水再生センター等の設備機器に関する保全計画の作成から保全月報・保全年報

の作成までの一連の業務を支援するシステムであり、パソコン、プリンタ、点検用携帯端末等

から構成される。受託者は、定期点検等の保全計画をＨＯＭＳに入力した上で、点検用携帯端

末から点検結果を入力することにより、点検結果の確認や保全月報等の作成を行っている。 

   当該機器の管理状況について見たところ、次のとおり、問題点が認められた。 

 

（ア）各事業所が締結している本契約の特記仕様書には、受託者は、ＨＯＭＳに点検計画等を

入力するとされているにもかかわらず、局が業務履行のため受託者に無償支給又は貸与す

るものとして、当該機器が記載されておらず、適切でない。 

     水再生センターの委託業務に係る指導を行っている施設管理部は、各事業所に対し、本

契約の特記仕様書に当該機器を無償貸与する旨を記載するよう指導すべきである。 

  （イ）東部第二下水道事務所において、同所所管の３水再生センター（中川水再生センター、

小菅水再生センター、葛西水再生センター）の当該機器に係る固定資産台帳及び借用書を

見たところ、表６のとおりとなっており、 

    ① 固定資産台帳については、３センターとも携帯端末の台数が記載されていないなど、

機器構成の内訳及び内容が明確でないことから、固定資産実地調査の際に数量等を照合

できないこと 

    ② 借用書については、小菅、葛西両センターにおいて携帯端末の台数が記載されていな

いなど、借用している機器の内訳が明確でないこと 

から、携帯端末の亡失を防止するという観点からも、固定資産の管理として適切でない。 

     所は、当該機器について、固定資産台帳に機器構成を明確に記載するとともに、受託者

からの借用書に借用機器の内訳及び台数を記載させるなど、当該機器の管理及び貸与を適

切に行うべきである。 

 

    部及び所は、受託者に貸与する機器の管理を適切に行われたい。 

（施設管理部） 

（東部第二下水道事務所） 
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（表６）ＨＯＭＳの機器構成に係る固定資産台帳及び借用書の記載  

センター名 
機器構成の内訳に係る記載 

固定資産台帳 借用書 

中川水再生センター 

機器保全データ管理装置、 

ディスプレイ、プリンタ、 

3.5インチ光磁気ディスク装置、 

カラースキャナ、携帯端末装置 

（いずれも製造会社、型番、台数の記

載なし） 

パソコン、液晶ディスプレイ、 

入出力装置、携帯端末、充電器、 

ＭＯ、充電池、ハブ 

（いずれも製造会社、型番、台数の記

載あり） 

小菅水再生センター 

機器保全データ管理装置本体、 

携帯端末、プリンター等 

（いずれも製造会社、型番、台数の記

載なし） 

パソコン、液晶ディスプレイ、 

ＭＯドライブ 

（いずれも製造会社、型番、台数の記

載あり） 

葛西水再生センター 

機器保全管理データ管理装置、 

携帯振動測定器、振動センサ本体 

（いずれも型番と台数の記載はあるが

製造会社の記載はない。） 

機器保全データ管理設備（ＨＯＭＳの

データ入力用）パソコン 

（台数の記載はあるが、製造会社と型

番の記載はない。） 

 

（収入） 

（２）承認工事に要する費用を適正に徴収すべきもの 

下水道法（昭和３３年法律第７９号）第１６条の規定に基づき、公共下水道管理者以外の者が

公共下水道施設に関する工事等を行う場合は、公共下水道管理者である下水道局長の承認を得て

行うこと（以下「承認工事」という。）となっている。 

また、公共下水道施設のうち、下水を公共下水道へ排出するために必要な公共ますの設置につ

いては、「公共ます設置事務要綱」（平成２年２月２８日付元下施管第４７８号）及び「公共ます

設置事務要綱細則」（平成２年４月２日付元下施管第４７８号の２。以下「細則」という。）に定

められている。 

細則によると、承認工事について下水道局長の承認決定があったときは、管轄する各下水道事

務所は、承認工事に要する費用のうち、道路掘削復旧工事監督事務費及び道路掘削復旧費（以下

「道路掘削復旧関連費」という。）を承認工事申請者より事前徴収し、納入を確認した後に承認

工事決定通知書を交付することとしている。 

ところで、西部第二下水道事務所における道路掘削復旧関連費について見たところ、表７のと

おり、承認工事決定通知書交付後に請求しているものが１５件あった。 

しかしながら、局は、道路掘削復旧関連費を確実に徴収するため、平成２１年度に、工事完了

後の精算徴収から事前徴収に細則を改正しており、このような例外的な取扱いは認めていないこ

とから、所が、承認工事決定通知書交付後に当該費用を徴収していることは適正でない。 

所は、承認工事に要する費用を適正に徴収されたい。 

（西部第二下水道事務所） 
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（表７）道路掘削復旧関連費の請求件数及び金額（平成２６．４．１～平成２７．１．１４） 

区 分 件 数 金  額 

承認工事決定通知書交付前に請求 198件 5,301,566円 

承認工事決定通知書交付後に請求 15件 701,778円 

合 計 213件 6,003,344円 

 

（３）協定工事負担金の算定を適正に行うべきもの 

下水道局と建設局は、「道路整備事業施行に伴う道路排水計画と下水道計画との調整等に関す

る協定」（昭和５２年４月３０日締結、以下「基本協定」という。）及び同細目協定（昭和５２年

４月３０日締結、以下「細目協定」という。）により、道路整備事業に伴う道路排水工事と下水

道工事の費用負担等について定めており、基本協定第３条第１項に基づき、年度ごとに実施計画

及び費用負担の協議と実施協議を行っている。 

ところで、南部下水道事務所では、実施協議に基づき、放射１７号線道路整備事業に伴う管き

ょ改良工事を「放射１７号線道路整備事業に伴う大田区北糀谷一丁目、西糀谷二丁目付近管渠改

良その１工事」（契約日：平成２５．５．３０、工期：平成２５．８．２～平成２６．７．３０、

契約金額：１億３，０９４万５，５００円）により施工し、基本協定第６条に基づき、建設局第

二建設事務所長宛てに道路排水工事に係る工事負担金を請求している。 

この工事負担金の算定内容を見たところ、細目協定第３条により、負担額の算定は、道路排水

工事と下水道工事の負担率を算出し、工事費に負担率を乗じて算出することとしているにもかか

わらず、契約額ではなく積算額を工事費として負担金を算定しており、適正でない。 

この結果、表８のとおり、算定額が４７３万４８３円過大となっている。 

所は、協定工事負担金の算定を適正に行われたい。 

（南部下水道事務所） 

 

（表８）工事負担金額算定表                          （単位：円） 

区 分 誤 正 差 額 

工事金額 146,040,000 124,710,000 

 

 
内 訳 

下水道局 
単独費 

下水道局 
負担費 

建設局 
負担費 

下水道局 
単独費 

下水道局 
負担費 

建設局 
負担費 

単独分 共同施工分① 単独分 共同施工分① 

81,948,796 64,091,204 69,979,693 54,730,307 

負担比率② ― 0.521 0.479 ― 0.521 0.479 

負担費 
③=①×② 

― 33,391,517 30,699,687 ― 28,514,490 26,215,817 

事務費 
④＝③×
0.055 

― 1,688,482 ― 1,441,869 

負担費 
（税抜） 
③+④ 

115,340,313 32,388,169 98,494,183 27,657,686 4,730,483 
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（支出） 

（４）雨水貯留施設の保守点検業務委託契約に係る積算を適正に行うべきもの 

局は、「豪雨対策下水道緊急プラン」（平成２５年１２月）などにより、下水道事業における浸

水対策の充実・強化を図っており、各下水道事務所は、浸水対策用の雨水貯留施設の維持管理を

行っている。 

ところで、中部下水道事務所及び西部第一下水道事務所における表９の雨水貯留施設の保守点

検業務委託契約の積算について見たところ、両所は、 

① 雨水貯留施設の積算については、「施設管理委託積算基準」（平成２５年１月、以下「新基準」

という。）に基づき行うべきところ、改定前の「施設管理委託積算基準」（平成１３年１月、以

下「旧基準」という。）により行っている。この理由として、前年度まで旧基準で積算した価

格で適切に履行されており、新基準と旧基準での積算とを比較したところ、旧基準の方が安価

だったためとしている 

② 旧基準での積算についても、日勤責任者について、基準では技術員とされているところ、対

象施設が高度な資格を要するとして、上位職の技師で計上しているにもかかわらず、仕様書に

求める資格を記載していないことなどから、これが担保されていない事例や、委託ごとに現場

管理者又は主任技術者を計上すべきところ、これを行っていない事例がある 

 など、仕様書及び基準に基づかない設計・積算となっており、適正でない。 

 

これらは、新基準が水処理施設等の委託拡大に伴い旧基準と実態との乖離を解消するために改

定したものであることから、まず新基準により積算し、その結果について、取引の実例価格を考

慮するなど経済性の観点からの補正をすべきであるにもかかわらず、これを行っていないこと、

また、仕様書及び基準に基づく適正な設計・積算が行われているかの確認が十分でないことによ

るものである。 

両所は、雨水貯留施設の保守点検業務委託契約に係る積算を適正に行われたい。 

（中部下水道事務所） 

（西部第一下水道事務所） 

 

（表９）雨水貯留施設の保守点検業務委託の契約状況              （単位：円） 

事業所名 契約件名 契約金額 契約の相手方 

中部下水道事務所 
第二溜池幹線排水設備ほか２か所保

守点検委託 
15,660,000 Ａ 

西部第一下水道事務所 
西部第一下水道事務所管内雨水調整

池等保守点検委託 
2,451,600 Ｂ 
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（５）下水道局研修業務委託契約の積算を見直すべきもの 

職員部は、下水道事業を担う人材育成と技術継承を推進、支援していくことを目的として、下

水道の研修に関する業務について、東京都下水道サービス株式会社と、「下水道局研修業務委託」

契約（契約金額：１億６，３７２万８，０００円、契約期間：平成２６．４．１～平成２７．３.

３１）を、特命随意契約により締結している。 

この契約の業務内容は、①研修業務、②研修実施補助業務、③下水道事業の知識・技術の映像

化業務である。 

当該契約の積算について見たところ、②の研修実施補助業務は、研修受講者の募集、受講者決

定の通知、研修教材の集約及び印刷等準備、アンケート集約事務などであり、必ずしも技術者の

技量を要さないにもかかわらず､技術者の単価を適用しており､適切でない。この結果、例えば、

全ての業務に普通作業員（注）の単価を用い試算した場合､１７４万２，４４８円の過大支出

（監査事務局試算）が生じることとなる。 

部は、業務内容に応じた単価を適用するなど、下水道局研修業務委託契約の積算を見直された

い。 

                                        （職員部） 

 

注：「平成２６年２月から適用する公共工事設計労務単価について」（国土交通省、平成２６年１月３０日）の

「普通作業員」（普通の技能及び肉体的条件を有し、各種作業について必要とされる補助的業務を行うもの）

を適用。 

 

（その他） 

（６）薬品の管理を適正に行うべきもの 

水再生センターは、家庭や工場から排出された汚水を処理した上で河川や海に放流しているが、

放流に当たっては事前に水質試験を実施し、各放流水基準に適合しているか検査を行っており、

水質試験では、毒物及び劇物取締法（昭和２５年法律第３０３号）に定める劇物である硫酸、硫

酸銅（Ⅱ）五水和物等の薬品（以下「薬品」という。）が使用されている。 

これらの薬品を安全かつ適正に管理するため、局は、「水質試験に係る薬品等の管理要領」（平

成１８年７月１１日付１８下施環境第２４号。以下「管理要領」という。）を定め、薬品使用の

際には、定められた管理簿に使用年月日、使用量及び残量等を記入することとし、管理責任者で

ある水再生センター長が、月１回、全ての管理簿を確認し、所定の様式に押印することとしてい

る。 

ところで、流域下水道本部技術部が所管する多摩川上流水再生センターの薬品管理状況を見た

ところ、監査日（平成２７．１．２３）現在、次のとおり、問題点が認められた。 
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ア 「水質試験用開封劇物管理簿（様式４の１）」において、使用した薬品の一部について記載

漏れがある。 

イ 「水質試験用開封劇物管理簿（分注器使用）（様式４の２）」において、ほぼ毎日使用する硫

酸（１＋２）、モリブデン酸アンモニウム溶液を管理しているが、使用年月日、補充量及び使

用量の記載はあるものの、残量が全く記載されておらず、実際の残量と突合できない。 

ウ ア、イのような状況が少なくとも平成２５年度から生じていたにもかかわらず、管理責任者

は全ての管理簿を確認したとして、「薬品管理・使用確認票（様式５）」に押印している。 

 

薬品は、盗難、紛失等を防ぐためにも、厳重に管理・保管されるべきであり、上記のように、

管理要領で定められた様式に所定の記載がなく、現在の残量を把握できない状況は適正でない。 

   部は、薬品の管理を適正に行われたい。 

（流域下水道本部技術部） 
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教 育 庁 

１ 指摘事項 

（重点監査事項） 

（歳出） 

（１）就学支援金の認定事務を適正に行うべきもの 

就学支援金制度とは、家庭の状況にかかわらず、すべての意志ある高校生等が、教育費の負担

を心配することなく、安心して教育を受けることができるよう、国が授業料を支援する制度であ

る。都立高等学校等に在学する生徒に対しては、公立高等学校に係る授業料の不徴収の廃止に合

わせて、平成２６年４月１日から制度の適用が始まった。 

就学支援金の支給には、所得制限基準があり、保護者等の区市町村民税所得割額が３０万  

４，２００円以上である場合、支給の対象とならない。このため、就学支援金の受給を希望する

者は、受給資格認定申請書兼収入状況届出書に課税証明書等を添えて、学校に対して申請をし、

学校は、提出された書類により受給資格の有無を審査する。 

鷺宮高等学校及び八王子拓真高等学校における就学支援金の認定に係る事務について見たとこ

ろ、表１のとおり、年度の異なる課税証明書に基づき審査をし、就学支援金の認定及び支給を行

っている事例が各１件あった。 

学校は、就学支援金の認定事務を適正に行われたい。 

（鷺宮高等学校） 

（八王子拓真高等学校） 

   

（表１）就学支援金（平成２６年４月～６月分）の受給資格認定の際に必要となる課税証明書        

 審査の対象となる課税額 課税額算出の根拠 

正（提出が必要なもの） 前年度（平成２５年度）分 平成２４年中の合計所得金額等 

誤（提出されたもの） 当年度（平成２６年度）分 平成２５年中の合計所得金額等 

 

（歳入） 

（２）実業意欲向上プログラムについて 

   本事業は、「実業意欲向上プログラム実施要綱」に基づき、専門学科を設置する都立高校を中

心に生徒のものづくり意識や実業感覚の向上に資するため、生徒の生産・販売活動を公費により

支援することで、生産品の質の向上、実業教育及び総合的実践教育の充実を図ることを目的とし

ている。さらに、農産物や工業生産品を生産する高等学校等（生産校）と連携し、実業体験学習

を行う高等学校等（連携販売校）を予算面から支援し、実業意欲と専門的な資質・能力を備え、

社会の即戦力となる人材を育成することを目指した事業である。 

   また、本事業を適切に実施するために部が定めた「実業意欲向上プログラム実施マニュアル
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（平成２３年３月改訂版）」（以下「マニュアル」という。）において、生産品の販売価格に当た

っては、市場価格を考慮するだけではなく、商品企画を行い、販売までを想定した価格を設定す

ることが重要とされている。当然、不良品を販売することがないよう、品質を十分に確保する必

要がある。 

   なお、売払収入については都の歳入に計上すると定められ、東京都会計事務規則（昭和３９年

東京都規則第８８号。以下「会計事務規則」という。）に基づき、日々調定を行い、日々払込み

を行うこととされている。また、売れ残った生産品は、東京都物品管理規則（昭和３９年東京都

規則第９０号）に基づく手続きを踏まえ、廃棄等を行っている。 

 

 ア 会計事務規則に則り適正に会計処理を行うべきもの 

橘高等学校においてこのプログラムによる生産品の販売状況を見たところ、全日制文化祭に

おける販売収入について、文化祭（平成２６年１０月２４日及び２５日）終了後、文化祭閉祭

式を除き７開校日目に収納金日計表を作成し、収入計上を行っていた。このことは、会計事務

規則及びマニュアルに照らし、適正でない。 

学校は、会計事務規則に則り、適正に会計処理を行われたい。 

（橘高等学校） 

   （表２）会計処理の経過 

事項 年月日 

文化祭 平成２６年１０月２４日・２５日 

調定 平成２６年１１月６日 

収納金日報 平成２６年１１月７日 

 

イ 次年度のプログラムへ向けた分析を行うよう各学校を指導すべきもの 

都立Ａ高等学校における生産、販売の状況を確認したところ、文化祭において販売した２０

品目のうち、８品目が５割以上売れ残っている状況が認められた。本件プログラムの目的が、

ものづくりから販売までを実践し、経済活動を実感するプログラムであること、また、本件プ

ログラムに参加する学校は、生徒がものづくりや商業活動を進路の重要な選択肢と考える学校

が多いことから、販売後の残数が多い品目については、品質、価格設定、品目の選定等に原因

はないか分析し、次年度のプログラムにフィードバックさせていく必要がある。 

ところが、都立学校教育部が各学校に提出を求めている実績報告書に、品目別の売上個数と

単価及び売上金額等、当該予算の執行状況に関する項目は記載されているが、生産数量、販売

後の残数に関する項目が含まれていない。 

都立Ａ高等学校のような状況が生じた原因は、各学校において本プログラムが事業目的に則

した実施状況であるかどうかの把握、課題の分析及び学校に対する必要な指導が、部において
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十分に行われていないことにある。 

部は、実績報告書において実際の販売品目・販売個数だけではなく残数も含めた販売状況を

報告させ、各学校に対し、プログラムが期待する教育効果（マーケティング力の向上、接遇等

の定着、学習意欲の増進等）を実感できるよう総合的に分析し、次年度のプログラムへフィー

ドバックするよう指導されたい。 

（都立学校教育部） 

 

（歳出） 

（３）都立学校施設維持管理業務委託による修繕について 

都立学校教育部は、都立学校の維持管理を行うため、東京都住宅供給公社（以下「公社」とい

う。）と平成２６年度都立学校施設維持管理事務委託に関する契約（契約期間：平成２６．４．

１～平成２７．３．３１、契約金額：１８億７，６４９万６０４円。以下「維持管理事務委託」

という。）を特命により締結している。 

維持管理事務委託は、都立学校２４１施設分の修繕工事を集約し、業者の選定から業務の管理、

検査、支払いまでの事務処理を、包括的に、公社に委託しているものである。 

各学校からの修繕の依頼は、緊急の場合には学校から直接、そうでない場合には各学校を管轄

する学校経営支援センターを通じて、それぞれ公社に修繕依頼書を送付して行っている。公社へ

の委託料の支払いは中部学校経営支援センターがまとめて行っており、半期ごとに概算払いをし、

年度末に精算している。 

そこで、維持管理事務委託の内容について見たところ、次のとおり、適正でない点が見受けら

れた。 

 

ア 契約書に発注の仕組みを定めるべきもの 

八王子特別支援学校では、平成２７年２月２４日に行った消防設備点検の結果、非常警報設

備のスピーカー及び厨房内防火シャッターに要修繕箇所があったことから、修繕依頼書により、

これらの補修を、西部学校経営支援センターを通じて、公社に依頼している。 

修繕完了後、工事店が学校に完了確認を求めた「完了確認印簿」によると、依頼日は平成 

２７年３月１２日、完了日は平成２７年４月２４日となっている。 

このことについて、都立学校教育部は、維持管理業務委託契約による修繕については、各学

校経営支援センターが一旦公社に修繕依頼書を送ったのち、公社が工事店を指定して見積もり

を徴取し、各学校経営支援センターは見積額を確認してから、電話で公社に発注する手順を経

ることとしており、各学校経営支援センターに周知している。 

部は、本件補修工事の発注も、この手順に従って、平成２７年度になってから電話で行い、

平成２７年度の委託契約に基づいて支払っているとしている。 

ところで、東京都契約事務規則（昭和３９年東京都規則第１２５号）においては、契約の締
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結に当たり、契約の目的を含め契約書を作成することとしている。このため、部が公社に委託

している維持管理業務委託契約は、都立学校の施設と設備に必要な補修について工種と単価を

定め、契約の目的となる具体的な補修内容は個々の修繕の依頼や発注によって確定するもので

あるから、本件契約においても通常の契約に準じて、発注は文書による必要がある。 

しかしながら、部は、電話による発注が正式の発注であるとしており、適正でない。 

また、維持管理業務委託契約の契約書、仕様書及び管理業務仕様書には、中部学校経営支援

センターまたは学校は、修繕依頼書を公社に送付することで修繕を依頼し、公社は受付後、速

やかに着手するものとされており、修繕依頼書受付後における見積書の徴取や見積額の確認・

発注について定めがない。 

中部学校経営支援センター及び部は、契約書に発注の仕組みを定めた上で、適正に発注を行

われたい。 

（都立学校教育部） 

（中部学校経営支援センター） 

 

イ 修繕完了日を定めた上で修繕依頼を行えるよう契約内容を変更すべきもの 

八王子特別支援学校では、平成２６年７月１５日に電気設備点検を行った結果、非常用発電

装置の始動用バッテリーが有効期限（平成１１年）を大きく超えており、始動時に必要な電圧

が維持できなくなる恐れがあると報告があったことから、平成２６年８月１日に公社に修繕依

頼を行っている。しかしながら、公社が指定した工事店には適合するバッテリーの在庫がなく、

調達に時間を要したとして、平成２６年１２月２６日に修繕を完了している。 

また、学校では、２つの教室の引き戸が破損したことから、平成２６年８月１日に公社に修

繕依頼を行っている。しかしながら、公社が指定した工事店には引き戸の部品の在庫がなく、

調達に時間を要したとして、平成２６年９月２６日に修繕を完了している。 

いずれも修繕内容に比して工事期間が長くなっているが、これは、修繕依頼書による依頼に

当たり、修繕完了日を記載しない様式となっており、修繕内容及び修繕完了日を定めた上でそ

れを履行できる業者を指定する仕組みとなっていないことによるものである。 

都立学校教育部は、修繕完了日を定めた上で発注を行うよう維持管理事務委託の契約内容を

変更されたい。 

（都立学校教育部） 

 

ウ 発注内容を文書により明確にした上で完了検査を行うよう契約内容を変更すべきもの 

小平特別支援学校は、校庭の遊具の安全点検を平成２６年１２月４日に行ったところ、ブラ

ンコについて吊り金具の劣化、滑り台について、ローラー部の指の挟みこみ防止など修繕を要

する旨の報告を受けたことから、平成２６年１２月２４日に、西部学校経営支援センターを通

じて、修繕依頼を行っている。 
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この修繕依頼書では、ブランコ、滑り台について、支障箇所の修繕に加え、一部の塗装を指

示しているが、実際には塗装が行われなかった。 

しかしながら、完了確認を行った学校も、支払を行った中部学校経営支援センターも「修繕

依頼書」の指示にある塗装が行われていないまま、完了を確認し、支払いを行っており適正で

ない。 

一般に、完了検査は、契約内容を示す設計図書に基づき行うべきところであるが、維持管理

事務委託契約においては、設計図書がないため、発注した修繕の内容が明らかでなく、完了検

査としては、工事店が公社に提出する工事写真と工事内訳を公社が突合しているのみとなって

おり、学校及びセンターでは、修繕依頼書のとおりに修繕等が行われているか確認していない。 

学校及びセンターは、修繕依頼書に基づき、修繕内容の履行確認を適正に行われたい。 

都立学校教育部は、発注した修繕の内容が明確となるよう発注の方法や書式を定めるととも

に、発注内容に基づく完了検査を行えるよう維持管理事務委託の契約内容を変更されたい。 

（都立学校教育部） 

（中部学校経営支援センター） 

（小平特別支援学校） 

 

（４）東京都教職員住宅の補修業務委託について 

福利厚生部は東京都教職員住宅の補修及びその跡地の維持管理業務を行わせるため、「平成 

２６年度東京都教職員住宅補修業務契約」（契約期間：平成２６．４．１～平成２７．３．３１、

限度額７６１万４，９６１円）を、東京都住宅供給公社（以下「公社」と言う。）と特命により

契約を締結している。 

この契約は、職員住宅の補修及び施設管理、住宅跡地の維持管理について、発注、施行、履行

確認までを公社に行わせるものである。公社は指定店と締結した単価契約工事の単価表に基づき

行った工事の内容に応じて工事費を決定し、部は公社に事務費として工事費の１０％を支払う。

部は、公社に四半期ごとに概算払いを行っており、補修等の実績に基づき、年度末に一括して精

算している。 

部は、公社が、受託している都営住宅の営繕業務や公社が建設・管理・運営する公社住宅及び

都民住宅の営繕業務を行うために、単価契約による工事店を指定していることから、教職員住宅

の補修業務等においても速やかに対応できるものであるとしている。 

そこで、平成２６年度における教職員住宅の補修業務等について見たところ、次のとおり適切

でない点が見受けられた。 

 

ア 定型的な維持業務について業務を行う業者に直接発注すべきもの 

教職員住宅の補修等の内容について見たところ、表３のとおり、指示している業務４２件 

３９４万４，８０５円のうち、定期巡回や設備点検など定型的な維持業務が１６件５９万  
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７，２６３円となっている。 

定型的な維持業務は実施する内容と時期があらかじめ定まっていることから、補修業務等に

速やかに対応するために締結しているこの契約により実施する必要が認められない。 

この結果、公社に対する事務費５万４，２９６円が不経済支出となっている。 

部は、定型的な維持業務について、公社に対する補修業務委託に含めず、業務を行う業者に

直接発注されたい。 

（福利厚生部） 

 

イ 補修等に係る公社の実績報告の内容について確認すべきもの 

部は、平成２６年度の業務の終了後、公社から補修及び維持業務について実績報告書及び精

算書の提出を受け、２７教福福第５９号により、額の確定を行っている。 

そこで、補修依頼等の実績金額の適正性を確認しようとしたところ、部は公社から補修業務

の単価表を徴しておらず、公社が報告した修繕及び維持業務の実績金額が適正なものとなって

いるか確認できない状態となっていた。 

このことは、部が、公社の実績報告について、修繕及び維持業務の内容に応じた精算額であ

るかを確認しないまま、概算払いの精算を行っていることとなり、適正でない。 

部は、公社の実績報告の内容について適正に確認されたい。 

（福利厚生部） 

 

（表３）教職員住宅補修業務実施状況 

区分 業務の概要 件数 金額（円） 

一般修繕 門扉修繕等 ９ 642,000 

入居時点検 全体清掃・ワックス、水道電気点検 ７ 939,500 

草刈・剪定 草刈・樹木剪定等 １０ 1,766,042 

小計 ２６ 3,347,542 

定型的な維持業務 

定期巡回点検 １２ 503,700 

消防用設備等定期点検保守 ３ 50,777 

受水槽等清掃 １ 42,786 

小計 １６ 597,263 

合計 ４２ 3,944,805 
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（５）粉じん計の取扱いについて見直すべきもの 

   部は、建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号。以下「法」

という。）が対象とする各学校に粉じん計を購入させ、２か月に１回の空気環境測定に用いるも

のとしている。粉じん計は、１年に１度較正を行う必要があるため、学校が自ら契約して実施す

るとしたものを除き、各学校経営支援センターにおいてまとめて較正の契約を行っている。 

   東部学校経営支援センターにおいて粉じん計較正の委託契約（都立青井高等学校外４５校粉じ

ん計較正委託（単価契約）（契約期間：平成２６．６．１２～平成２７．３．３１、推定総金

額：１，０８１，０００円、契約相手方：Ａ）を見たところ、当初の較正対象校のリストに掲載

されていながら、較正が行われていない学校が３校見受けられた。センターは、学校からの連絡

により、故障等により較正が行えないことを把握し、修理又は買換えを行うよう助言をしたと説

明しているが、監査日（平成２７．４．２４）において空気環境測定の状況を調査させたところ、

他校から空気環境測定の都度、較正済みの粉じん計を借りて対応していたことが判明した。この

借入れについて、測定３回分（半年間）に及ぶ学校が見受けられた。 

   また、中部学校経営支援センターにおいても、粉じん計較正の委託契約（都立大崎高等学校外

５２校粉じん計較正委託（単価契約）（契約期間：平成２６．５．２９～平成２７．３．３１、

推定総金額：１，２４５，５００円、契約相手方：Ａ）において、監査日（平成２７．５．２５）

現在、東部学校経営支援センターと同様に４校について較正が行われず、調査の結果、いずれも

他校から空気環境測定の都度、較正済みの粉じん計を借りて対応しており、測定３回分（半年間）

を借入れにより対応している学校が見受けられた。 

   上記の結果、約２２万円（注）と高価で毎年度２３，５００円の較正手数料が必要となる粉じ

ん計を、空気環境測定実施対象校の全てに配置する必要性はなく、近隣校からの借入れで対応す

ることが可能である。仮に２校に１台程度に組み合わせをした場合で試算すると、購入費用約 

１，６２８万円（表４参照）、及び較正費用約１，７３９万円（表５参照）の合計３，３６７万

円が将来節減可能な金額となる。 

   また、法は、対象建築物において測定機器を全て備えることを義務付けてはおらず、建築物空

気環境測定業者に委託して測定することも可能である。 

   部は、粉じん計について、修繕・買替えの必要が生じた学校から順次、複数校を組み合わせて

粉じん計を共同利用させるなど、粉じん計の取扱いについて見直されたい。 

（都立学校教育部） 

 

（注）粉じん計の単価については、全対象校が同一機種を保有しているわけではなく、また、一

部の製造者が希望小売価格をカタログに掲載していないため、販売業者の情報により推測し

ている。 
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（表４）将来節減可能な粉じん計購入費用 

管轄部所 
較正対象

校数 

今後買換えが不要 

となる学校数 

（較正対象校の２分の１） 

粉じん計単価 将来節減額 

（円） （円） 

東部学校経営 

支援センター 
46  

148  74  220,000  16,280,000  
中部学校経営 

支援センター 
53  

西部学校経営 

支援センター 
49  

 （注） 対象校数には、単独で較正の契約をした学校を含んでいない。 

 

  （表５）将来節減可能な較正費用 

較正対象 

校数 

今後買換えが不要 

となる学校数 

（較正対象校の２分の１） 

較正費用 

（１台当たり） 

（円） 

使用可能 

年数 

将来節減額 

（円） 

148  74 23,500  10  17,390,000  

  （注） 対象校数には、単独で較正の契約をした学校を含んでいない。 

      粉じん計の使用可能年数を１０年として計算した。 

 

（６）仕様書を適切に作成し、積算を適正に行い、履行確認を適正に行うべきもの 

東部学校経営支援センターは、建物清掃委託の名称により、学校内の日常的な清掃や除草、簡

易な修繕等の業務について委託契約を締結している。 

それらの契約のうち都立橘高等学校建物清掃委託契約（契約期間：平成２６．４．１～平成 

２７．３．３１、契約金額：５，８４２，８００円、契約相手方：Ｂ）をみたところ、仕様書の

内容が適切ではなく、また、支出の証拠書類が整合していない状況が見受けられた。これは、学

校が、かつて配置されていた技能職員に日常的に校内を確認させていた様々な業務を、そのまま

委託したことが一因と考えられる。委託化を進める場合には、業務の内容や仕組み、流れを見直

す必要があるところ、これを怠っており、以下のような状況が見受けられた。 

① 入札時には、表６のとおり、仕様書に剪定・除草等の全体面積、総本数、作業内容等を示し

ているが、樹木等の種類及び種別の本数や植栽の配置、除草等を要する部分の面積等を示して

いない。このため、樹種等の種類に応じた剪定・除草の時期、回数等が適切に指示されている

かどうか検証できない。また、応札者にとっても、必要な機械や労力、コスト等を正確に把握

できないものとなっていることから、適切に入札価格を見積もることができない。 
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② 仕様書において、表６のとおり、年次業務の一つとして、低木の剪定作業を毎月実施するこ

とと定めている。また、月間作業報告書では、４月を除き毎月毎週実施したこととなっており、

各月とも全体を四分割して毎週剪定を実施したと説明する。 

しかしながら、通常、樹種によって適切な剪定時期があり毎月剪定を行う必要はないことか

ら、仕様書において適切に指示すべきところ、これを行っていない。 

③ ４月においては、作業の月間計画書に剪定の計画が１回もなく、月間作業報告書においても

剪定を行った報告はない。 

ところが、受託者が学校へ提出している日々の業務報告書においては、４月１８日及び２５

日にグランド東側の除草及び低木剪定を行ったとしている。 

このことは、センターが、支出の証拠書類である月間作業報告書の確認を十分に行っていな

いことを示しており、適正でない。また、月間作業報告書が業務報告書と整合しておらず、学

校側の書類確認が不十分であり、適正でない。 

④ 監査日（平成２７．４．２４）において、当該高等学校には緑地がほとんどないとの説明を

受けた。 

月間作業報告書を１２か月分みると、除草・低木剪定のみが行われており、草刈りは一度も

行われていない。 

このことは、学校及びセンターが、必要のない業務を仕様書で定めたこととなり、作業内容

を正確に示しておらず、適正でない。 

⑤ 除草、草刈りの対象について確認したところ、除草は植栽を除く草木類を根から抜くもので

あり、いわゆる雑草等が対象である。草刈りについては、芝生はないため、雑草の刈高を５セ

ンチに整えるとの説明であった。 

したがって、学校は、仕様書において、一方で雑草を根から抜き、一方で刈高５センチに維

持するという矛盾した内容を同一の作業場所において指示しており、適切でない。 

⑥ 全日制と定時制を併置した学校において、体育の授業や部活動が通常どおり行われていれば、

雑草が４，１４４平方メートルもの運動場やハードコートであるテニスコートの全体に繁茂す

るという状況や、グランドの使用があまりない時期に一部に雑草が生じたとしても、刈高を指

定して整えるほど繁茂する状況は、通常では考えられない。 

    しかしながら、表６のとおり、仕様書は、毎月草刈りを行うこととなっており、適切でない。 

⑦ ②④⑥により、仕様書記載の業務量よりも実際の業務量は少ないと考えられるので、結果と

して積算が過大となっていることは適正でない。センターは、積算が過大な契約に基づいて委

託料を支払っているため、結果として支払額が過大となってしまう可能性もある。 

 

以上のことから、センターは、学校が作成した仕様書について必要な確認を行い、仕様書を適

切に作成させる必要がある。また、支出の証拠書類の内容をよく確認し、仕様書と整合しない場

合には理由を確認するなど学校を適切に指導する必要がある。 
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学校は、仕様書の作成及び積算を適正に行い、また、履行確認に係る書類をよく確認されたい。 

センターは、学校に仕様書を適切に作成させ、積算の確認を行い、履行確認を適正に行われた

い。 

（東部学校経営支援センター） 

（橘高等学校） 

 

 

（表６）仕様書の抜粋（年次業務明細） 

 

（７）農場管理委託契約を適正に行うべきもの 

西部学校経営支援センターは、瑞穂農芸高等学校が所有する農場の管理業務を委託することを

目的として、都立瑞穂農芸高等学校農場管理委託契約（契約金額：２，３３２，８００円、契約

期間：平成２６．４．１～平成２７．３．３１、契約相手方：Ｃ）及び都立瑞穂農芸高等学校農

場管理委託（家畜管理）契約（契約金額：９１９，６００円、契約期間：平成２６．４．１～平

成２７．３．３１、契約相手方：Ｄ）を締結している。なお、本件契約は、農場管理業務全てを

委託するものではなく、教員及び生徒が実習として行う作業以外に必要となる農場管理業務を委

託するものである。 

業務委託事業においては、受託者が委託者から独立して業務を遂行する必要があるため、実際

の業務において委託者が受託者の業務従事者に直接指示を行ってはならないこととされている。

したがって、適正な業務委託契約を締結するためには、委託者から受託者の業務従事者への指示

が行われないよう、仕様書において具体的な業務内容を定めるとともに、あらかじめ業務責任者

及び業務責任者との業務内容に関する調整方法を定めておく必要がある。 

ところで、本件契約の仕様書について見たところ、 

① 業務責任者の定め、業務責任者との業務内容に関する調整方法についての記載がない 

② 業務内容、やり直し等に関する記載が不十分である 

作業内容 場所 数量
単
位

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

１
０
月

１
１
月

１
２
月

１
月

２
月

３
月

作業内容 周期等

除草① 運動場 4,144.00 ㎡ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1回/月

除草②
テニスコー
ト周辺

594.00 ㎡ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1回/月

除草③ Ｄ棟　庭 210.00 ㎡ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1回/月

草刈① 運動場 4,144.00 ㎡ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1回/月

草刈②
テニスコー
ト周辺

594.00 ㎡ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1回/月

草刈③ Ｄ棟　庭 210.00 ㎡ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1回/月

低木剪定① 校舎東側 70.00 本 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1回/月

低木剪定② 校舎西側 50.00 本 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1回/月

植栽を除く草木類・
つるの除去、根を手
作業等により引き抜
くこと

刈高５センチ以下、
草刈機又は草刈鎌に
よる草刈。作業は午
後の時間帯とする。

剪定後の枝葉は長さ
３０センチ以下に裁
断し、指定箇所に搬
出する。
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③ 契約の目的を農場管理の補助としている 

といった状況が認められた。 

このため、本件契約に基づく農場管理業務においては、業務責任者との業務内容に関する調整

方法等、仕様書の記載が不十分であるため、天候や実習の進捗等の委託者の状況に応じた個別具

体的な対応が求められる場合、委託業務を適正に履行することが困難な状況となることから適正

でない。 

センターは、農場管理委託契約を適正に行われたい。 

 

（西部学校経営支援センター） 

 

（８）契約手続を適切に行うべきもの 

印刷物の制作に関する契約のうち、校長の権限に属する契約については、教育長の権限に属す

る契約に関する事務の委任及び補助執行について（平成３年３月２０日付２教総総第６０９号）

により、予定金額が４０万円未満（用品指定の印刷物の制作に係るものを除く。）の契約と定め

られている。 

また、随意契約によるときは、競争性の確保の観点からなるべく二人以上の者からの見積書を

徴取しなければならない（東京都契約事務規則（昭和３９年東京都規則第１２５号）第３４条）

とされているが、契約事務の簡素効率化を図るため、「随意契約のうち予定価格が３０万円未満

の契約については、単数の見積書を徴取するのみで差し支えないものとする。」（「知事が指定す

る契約」の指定及び単数見積りの取り扱いについて（平成１３年３月３０日付１２財経総第２０

７７号財務局通知））とされている。 

ところで、青梅総合高等学校は、文化祭の周知及び来場者への案内配布を目的として文化祭ポ

スター外２点の印刷契約を、文化祭や各種学校説明会での学校案内配布を目的として学校案内パ

ンフレット（定時制）の印刷契約を表７のとおりそれぞれＥと締結している。 

学校案内パンフレット（定時制）については、文化祭来場者への配布を行うことで大きな広報

効果が期待できることから、例年文化祭前に作成しているため、両契約の契約時期は近接してい

る。 

したがって、両契約は一括して契約することが可能であり、まとめることで予定金額が４０万

円以上となり校長の契約締結請求権限を超えることから、学校契約ではなくセンター契約として

発注すべきものである。また、複数見積処理により契約相手方を決定することで競争性を確保す

ることができることから、両契約を合理的な理由なく分割して発注していることは適切でない。 

学校は契約手続を適切に行われたい。 

（青梅総合高等学校） 
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（表７）契約の状況                            （単位：円） 

契約件名 予定金額 契約金額 契約年月日 履行期限 契約相手方 

文化祭ポスター外２点の

印刷 
297,000 290,196 平成 26.8.4 平成 26.8.29 

Ｅ 
学校案内パンフレット

（定時制）の印刷 
183,600 174,960 平成 26.8.15 平成 26.9.10 

合計 480,600 465,156 
   

 

（９）契約を適切に行うとともに検査等を適正に行うべきもの    

墨東特別支援学校は、のり付きパネル外の買入れ契約（契約金額：３６８，１５０円、契約期

間：平成２７．３．１１～平成２７．３．２８）をＦと締結した。 

ところで、契約について見たところ、以下のとおり適正でない状況が認められた。 

① 教員からケーブル１０本を含むのり付きパネルの購入依頼を受けた学校は、同内容で購入の

意思決定を行っていた。 

しかしながら、学校が行った契約は、ケーブル１６本等の購入であり、意思決定内容と相違

する契約を締結している。 

② 実際に納品された物品のうち、ケーブルについては、契約内容と相違する１０本であったに

もかかわらず、ケーブル１６本等の納品書を受け取り、検査員は、これを合格させていた。 

③ 学校は、請求内容が実際の納品と相違しているにもかかわらず、請求金額で支出決定を行っ

ていた。 

④ 特別出納員は、支出関係書類について、内容を審査し、過誤等がある場合は、関係書類を学

校へ返付しなければならない。 

しかしながら、一連の購入契約に関する書類が不整合であるにもかかわらず、特別出納員は、 

   これを見落として支出行為を行った。 

学校は、契約を適切に行うとともに、検査等を適正に行われたい。 

（墨東特別支援学校） 

 

（１０）高所作業において受託者を適切に監督するよう指導すべきもの 

    中部学校経営支援センターは、都立総合芸術高等学校外２校屋上及び壁面緑化維持管理委託

契約（契約期間：平成２６．４．１～平成２７．３．３１、契約金額：１１４万７３９円、契

約相手方：Ｇ）を締結している。 

    労働安全衛生規則（昭和４７年労働省令第３２号）第５１９条によれば、事業者は、高さ２

メートル以上の作業床の端で作業を行う場合（高所作業）には、囲い等を設けるか、防網を張

り、労働者に安全帯を使用させる等墜落による危険防止の措置を講じなければならないとして
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いる。 

    そこで、本委託において２メートル以上の高さにある校舎屋上で実施されている屋上緑化に

係る作業について、業務実施状況写真を確認したところ、安全対策を実施して作業を行ってい

る写真は１枚もなかった。 

    このことから、労働安全衛生規則の定めに反していると認められ、適正でない。 

    センターは、各学校が受託者を適切に監督するよう、指導を徹底されたい。 

（中部学校経営支援センター） 

 

（１１）消防用設備について、速やかに改善措置を講じるべきもの 

中部学校経営支援センターは、管轄する都立学校の消防用設備の定期点検の委託を数校ずつ

にまとめて契約している。定期点検は年２回実施され、結果報告書は、センターと点検を受け

た学校の両方に提出される。 

石神井特別支援学校において、平成２６年８月に行われた点検の結果報告書を見たとこ

ろ、表８のとおり、不備を指摘された項目について、監査日（平成２７．５．２１）現在にお

いても改善を行っていない箇所があることが確認された。これらの箇所は、平成２７年２月に

行われた定期点検においても、不備を指摘されている。 

これは、学校がセンターに対して平成２６年１１月に指摘箇所についての修繕を依頼してい

たにもかかわらず、センターが改善に向けての手続きを速やかに行っていなかったためである。 

消防用設備については、生徒の安全を確保するため、常に良好な状態を維持する必要がある。 

センターは、速やかに改善のための措置を講じられたい。 

（中部学校経営支援センター） 

 

（表８）監査日（平成２７．５．２１）現在改善されていない箇所 

設備名 不良内容 

屋内消火栓設備 ホース２４本が１０年経過のため、耐圧試験または交換が必要 

防火設備 
１箇所の防火戸について、扉が開放しないため、改修が必要 

１箇所の防火戸について、自動閉鎖装置が不良のため、修繕が必要 
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（１２）中央図書館における所蔵資料のデジタル化について 

中央図書館は、広範な資料の閲覧サービス及び調査研究への支援を実施するため、表９のと

おり、図書、新聞、雑誌及び視聴覚資料（以下「資料」という。）を収集し、所蔵している。 

そのうち、約３５万冊は利用者が手にとって閲覧できる書架（開架）にあり、利用者は館内

で自由に閲覧することができる。また、書庫内の書架（閉架）に入っているその他の資料は、

館内の蔵書検索システムから申し込み、利用者はカウンターで資料を受け取って館内で閲覧す

る。 

図書館では、都の広域図書館として東京に関する郷土資料等を収集・保存しているが、表 

１０のとおり、その一部をデジタル化し、「２０２０年の東京」へのアクションプログラム 

２０１３に基づき、「東京都立図書館デジタルアーカイブ」（以下「東京アーカイブ」という。

ホームページ：http://archive.library.metro.tokyo.jp/da/top）として、平成２５年５月からイ

ンターネット上で公開している。 

図書館は、「東京関係資料のデジタル化委託」（契約年月日：平成２６．９．２４、履行期

限：平成２６．１２．２４、契約金額：２６７万８，４００円、契約の相手方：Ｈ）契約を締

結し、表１１のとおり、業務用カメラにより撮影し、保存用画像データ及び公開用画像データ

（インターネットで公開するため保存用よりも解像度が低くデータ容量も小さいデータ）をＤ

ＶＤ－Ｒ及び外付けハードディスクに保存して納品させている。 

東京関係資料のデジタル化委託は、平成２１年度から行っており、各年度における契約金額

は表１２のとおり、平成２６年度までの６年間で３，２６１万余円の経費を要している。 
 

（表９）中央図書館の事業実施状況 
所蔵状況 図書 １９２万５，６４０冊 

新聞 １，１６２紙 
雑誌 ６，７６２誌 
視聴覚資料 １７，４５６点 

利用状況 入館者 ２９万１，２９８人 
レファレンス ６万２，１７３件 
協力貸出図書 ８万５，４２６冊 
複写枚数 １４５万２，３１８枚 
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（表１０）東京アーカイブの概要 
（単位：件） 

カテゴリ 概要 データ数 
（１）江戸城造営 

関係資料 
「東京誌料文庫」に収められた江戸幕府作事方大棟梁・甲良

家伝来の「江戸城造営関係資料」 
６４５ 

（２）浮世絵 「東京誌料文庫」「加賀文庫」等に収められた浮世絵の書誌

データ 
９，９４３ 

（３）双六 「東京誌料文庫」「加賀文庫」等に収められた「絵双六」 ８３１ 
（４）江戸図 「慶長江戸図」など江戸時代初期の絵図や切絵図など ２５４ 
（５）番付 江戸時代の名所や名物、料理など、様々なテーマをランク付

けした「見立番付」など 
１，２３２ 

（６）和漢書 江戸から明治の冊子形態の資料の中から、草双紙６点、仮名

草子２点、武鑑３点 
２２ 

（７）建築図面 代々内裏の作事に関わる大工であった木子家伝来の建築関係

資料（木子文庫）を中心に、江戸から明治の建築図面 
６，１０７ 

（８）書簡 特別文庫室の渡辺刀水旧蔵諸家書簡文庫で所蔵する書簡資料 ５ 
（９）その他の 

貴重資料 
巻物、折本など、各カテゴリに入らない江戸から明治の貴重

資料 
１４ 

（１０）絵葉書 
・写真帖 

明治期から昭和初期にかけて発行された絵葉書・写真帖 ２，５３６ 

（１１）近代の地図 明治期から昭和初期に発行された東京全図、地域図、主題地

図等 
１０１ 

（１２）東京府・東 
京市関係資料 

東京府、東京市が発行した行政資料 ２６９ 

（１３）江戸・東京 
の災害記録 

安政の大地震や関東大震災など、江戸・東京の災害に関する

資料 
８２２ 

計  ２２，７８１ 
 
（表１１）デジタル化委託におけるデジタルデータ（写真）の仕様 
撮影機材の性能 解像度：横５，４３６縦４，０８０ピクセル以上 

データ容量：約６３．５ＭＢ 
色深度：ＲＧＢ各色１６ｂｉｔ 

納品画像データの 
フォーマット・解像度 

保存用画像：ＴＩＦＦ（４００ｄｐｉ） 
公開用画像：ＪＰＥＧ（画像の長辺が２，８８０ピクセル） 

納品方法 ＤＶＤ－Ｒ、ＵＳＢ接続外付けハードディスク 
 
（表１２）デジタル化委託年度別契約金額 

（単位：円） 
年度 契約金額 

平成２１年度 ７，０７７，０００ 

平成２２年度 ４，１０１，９３０ 

平成２３年度 ９，４６５，０１７ 

平成２４年度 ７，０７６，８０１ 

平成２５年度 ２，２１９，１８８ 

平成２６年度 ２，６７８，４００ 

６年分合計 ３２，６１８，３３６ 
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ア デジタル化資料を館内で閲覧に供するべきもの 

中央図書館が所蔵する資料には、可能な限り劣化の進行を防ぐ必要のある貴重資料や、紙

質・利用状況によって劣化・損傷が進んでいるものが含まれている。 

一般に、劣化・損傷が著しい、又は、劣化・損傷の大幅な進行が予想される資料について

は、利用による原資料の劣化・損傷を防止するために媒体変換を行っている。媒体変換には、

これまでマイクロフィルムが利用されてきたが、今般ではデジタルデータが利用されている。

媒体変換を行った資料は、原則として、原資料ではなく、変換した媒体（マイクロフィルム

又はデジタルデータ）を館内において閲覧の用に供することで、原資料の利用を減らし、劣

化・損傷を防止することとなる。 

しかしながら、図書館は、平成２１年度以降デジタル化してきた資料４，０８７件につい

て、館内で保存用データを閲覧できるようにしておらず、その原資料を１万４，２３０回、

閲覧の用に供している。 

このことは、来館者に保存用データを閲覧させることで原資料の利用を減らし、劣化・損

傷を防止する点からは、デジタル化の目的を果たせていないこととなり、適切でない。 

これについて、図書館は「東京アーカイブ」によりインターネットで公開している   

２，９８１件の資料については、館内のインターネット接続により閲覧ができるとしている。

しかし、本来、館内では解像度の低いインターネット公開用データではなく、資料の内容を

詳細に見ることができる高解像度大容量の保存用データを閲覧できる態勢とする必要がある。

このことから、資料の内容の閲覧を希望する者には保存用データを提供することで、原資料

の利用頻度が減少し、原資料の劣化・損傷を防止できるところ、図書館はこれをしていない。

このため、「東京アーカイブ」において公開している資料について、保存用データが原資料

の利用頻度を減らして劣化・損傷を防止する観点からは十分には利用されていないと認めら

れる。 

また、「東京アーカイブ」において公開していない１，１０６件については、監査日現在、

デジタル化したデータが、公開のためにも、原資料の劣化・損傷の防止のためにも利用され

ていないこととなり、そのデータの作成に要した経費を試算すると、表１３のとおり、８８

２万６，９８３円となる。 

図書館は、閲覧による資料の劣化・損傷の防止を図るため、デジタル化したデータを館内

で閲覧の用に供されたい。 

（中央図書館） 
 
（表１３）公開していないデジタル化資料のデジタル化費用 

（単位：円、件） 
 

デジタル化費用 

（Ａ） 

 

デジタル化資料数 

（Ｂ） 

 

公開していない資料数 

（Ｃ） 

公開していない資料に 

かかるデジタル化費用 

（Ａ×Ｃ／Ｂ） 

32,618,336 4,087 1,106 8,826,983 
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イ デジタル化資料の選定方針を定めるべきもの 

中央図書館が平成２６年度末において所蔵する東京関係資料は、図書２２万２，１５５冊、

新聞６２３紙、雑誌２，０５１誌に上り、全件のデジタル化は困難である。 

一般に、資料のデジタル化の目的は、 

① 原資料の利用による劣化・損傷の進行を媒体変換により防止すること 

② インターネットにより、利用者がどこにいても、来館者と同様のサービスを提供すること 

である。 

しかしながら、図書館は、デジタル化の方針について、「都立図書館フォローアップ３か

年プラン」（計画年次：平成２４年度～平成２６年度）において、「資料の保存と利用の調和

がとれるよう、江戸・東京に関するデジタル化を進め」ると記載しているが、その内容は

「① 江戸・東京情報のデジタル化と発信」及び「② デジタル化資料の一元的な管理の推

進」として、デジタル化委託で作成した公開用データをデータベースとして整理し、インタ

ーネットで公開する「東京アーカイブ」の構築及び公開のみを定めている。 

このため、 

① 館内で高解像度の保存用データを閲覧させ、原資料の利用機会を減少させることで、劣

化・損傷の防止を図る観点が含まれていない 

② デジタル化資料の選定等に係る基本方針が表１４のように具体的なものとなっていない 

など、「都立図書館フォローアップ３か年プラン」は基本方針として適切でないものとなっ

ている。 

また、デジタル化する資料の選定に当たり、担当係において議論の上、担当課長が決定し

ているとしているものの、 

① デジタル化の目的を明らかにせず、デジタル化資料の選定に当たって必要な基本方針や

それに沿ったデジタルデータの仕様（解像度、圧縮方式、圧縮率）を定めていない 

② 選定時におけるデジタル化の理由を文書に明確に記録しておらず、決定していない 

ことから、効率的にデジタル化を進めているか、個々の資料のデジタル化が必要であるかな

どがわからない状況となっており、適切でない。 

図書館は、資料のデジタル化の目的や基本方針を定めた上で、適切なプロセスを経て組織

的にデジタル化する資料を選定されたい。 

（中央図書館） 
 

（表１４）デジタル化の基本方針の具体例 
項目 内容 

デジタル化する資料の選定基準 ・資料の唯一性・希少性 
・資料の劣化状況・保存の緊急性 
・資料の利用機会の拡大 

デジタル化の範囲 ・テキストデータの作成の範囲 
「国立国会図書館の資料デジタル化に係る基本方針」（平成 25年 5月 27日）に基づき作成 
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（財 産） 

（１３）物品を適切に管理するとともに、契約の履行確認を適正に行うべきもの 

都立学校教育部は、災害時対応のため、平成２０年度に１台、平成２３年度に２台、合計３

台の非常用自家発電機を全都立学校（都外に所在する都立学校を除く）に配備している。部は、

年１回これらの発電機の保守点検を実施しており、平成２６年度は、表１５のとおり、非常用

自家発電機の保守点検委託契約（契約金額：２７２万５，３８０円、契約期間：平成２６． 

１２．２５～平成２７．３．３１）をＩと締結している。 

当該非常用自家発電機点検票を見たところ、町田の丘学園においては、発電機３台のうち２

台しか点検が実施されていなかった。 

このことについて、部に確認を求めたところ、点検実施日（平成２７．３．１０）において、

学校は発電機１台を見つけることができず、業者は２台しか点検を実施できなかったこと、ま

た、監査日（平成２７．６．１）現在においても、当該発電機を見つけられていない状況にあ

ることが認められた。 

学校は、通常施錠を行っていない、教職員が常時出入り可能な校舎内のスロープ下倉庫にて

当該発電機を保管していた。また、東京都物品管理規則（昭和３９年東京都規則第９０号）及

び東京都物品管理要綱によると、①物品の亡失があった場合には、物品亡失報告書を局長に提

出しなければならないとされているが、監査日現在、学校は、当該発電機を捜索中であること

を理由にその措置をとっておらず、②備品は物品管理システムに登録し、毎年度定期的に照合

をしなければならないが、監査日現在、学校は平成２３年度に取得した２台の発電機の登録を

しておらず、照合も行っていなかった。 

学校は、物品の管理を適切に行われたい。 

また、部は、当該委託契約に係る履行確認を十分に行わないまま支払いをしており、その結

果、点検を実施していない１台分（消費税込３，７８０円）を過大に支出しており、適正でな

い。 

部は、契約の履行確認を適正に行われたい。 

（都立学校教育部） 

（町田の丘学園） 

 

（表１５）非常用自家発電機の保守点検委託契約        

１台あたりの金額（税抜） 台数 合計金額（税込） 

3,500円 721台 2,725,380円 
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（その他） 

（１４）都立学校公開講座の広報を適切に行うべきもの 

地域教育支援部は、都民の学習・文化・スポーツ活動の振興に資するとともに、地域に開か

れた学校づくりを促進するため、「都立学校開放事業運営の手引（平成２６年度版）」（以下

「手引」という。）を定め、都立学校が有する人材・施設設備・教材等の教育機能を開放する

こととしている。 

各学校は、都民に学習機会を提供するよう、「都立学校公開講座」（以下「講座」という。）

を実施している。手引によれば、必須の広報として講座の内容を東京都教育委員会ホームペー

ジ及び学校のホームページへ掲載することとしており、任意の広報として「広報東京都」や区

市町村広報への掲載、チラシやポスター等を近隣の公共施設に置いてもらうこと等が規定され

ている。また、応募者が５名以下の場合は、講座の実施を見合わせることを原則としている。 

ところで、豊島高等学校、練馬工業高等学校、世田谷泉高等学校、田柄高等学校において、

講座の広報について見たところ、講座の内容を学校のホームページに掲載していなかったこと

が認められた。学校のホームページへの掲載は必須とされているにもかかわらず、実施しなか

ったことは適切でない。 

また、荒川商業高等学校において講座「表計算ソフト基礎講座」の広報について見たところ、

部により東京都教育委員会ホームページやパンフレットにおいて講座一覧表の一講座として掲

載されたものの、学校のホームページへの掲載をはじめ、その他の広報も実施していなかった

ことが認められた。この結果、応募者が５名しか集まらず、講座が実施されなかったことは適

切でない。 

各学校は、講座の広報を適切に行われたい。 

 

（豊島高等学校） 

（練馬工業高等学校） 

（世田谷泉高等学校） 

（田柄高等学校） 

（荒川商業高等学校） 

 

（１５）学校徴収金の未納督促及び支出管理の方法について 

学校教育活動で必要とされている経費には、税金等の収入によりまかなわれる公費と、保護

者又は生徒（以下「保護者等」という。）が負担する私費がある。さらに、私費には制服や体

操着等、保護者等が業者等に直接支払う経費と学校が保護者等から徴収する経費として積立

金・補助教材費・給食費・ＰＴＡ会費等の学校徴収金がある。学校徴収金については、東京都

立学校の管理運営に関する規則にて、校長は、保護者等からの委任に基づき、学校徴収金の収

納、管理及び支出に関する事務を処理すると定められている。 
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特別支援学校においても、障害のある幼児、児童及び生徒の自立や社会参加できる人材育成

を目的として、一人ひとりの教育的ニーズを把握した学習を行うための必要な経費を学校徴収

金として保護者等から徴収している。 

 また、都立学校教育部では「学校徴収金等事務手引（平成２３年３月版）」（以下「手引」と

いう。）にて、学校徴収金について取扱いを定めている。 

そこで、各特別支援学校の学校徴収金の徴収方法等について確認したところ、次のとおり適

切でない事例が見受けられた。 

 

ア 就学奨励費受給申告者に対し未納督促を行うべきもの 

都立学校教育部は、特別支援学校において障害のある幼児、児童及び生徒の就学を支援す

るため、給食費、教科書費、学用品費、修学旅行費、通学費、校外活動費等といった保護者

等が負担すべき教育関係費用の一部を就学奨励費として世帯収入等に応じた支給を行ってい

る。 

この就学奨励費は、受給対象者として認定されるのは毎年７月であるが、前年度において

生活保護受給世帯及び住民税非課税世帯として認定された世帯については、当年度も受給対

象世帯（以下「生活保護受給世帯等」という。）として認定されることになっている。また、

この就学奨励費の支給対象費用には、保護者等が負担する補助教材費や給食費等の学校徴収

金も含まれており、生活保護受給世帯等には、限度額の範囲内において、保護者等が負担す

る費用の全額が就学奨励費として支給される。 

ところで、清瀬特別支援学校では、給食費が未納の保護者等のうち、就学奨励費の受給を

申告している者に対しては、文書催告以外の督促を行っていることが認められず、そのうち

１名については文書催告も行っていない。その結果、その間未納額が増え続けている。 

しかしながら、就学奨励費の受給対象者として認定される７月までの間、学校徴収金を未

収のままにすることは適切でない。それは、７月に就学奨励費受給非対象者となった場合に

は、保護者等の支払い能力以上の未納額となる可能性があり、保護者等からの徴収が困難と

なるからである。生活保護受給世帯等を除き、学校は文書催告だけでなく、電話や来校時に

よる面談等といった徴収努力を行うべきである。 

学校は、生活保護受給世帯等を除く就学奨励費受給申告者に対し、受給対象者として認定

されるまでの間に学校徴収金の納付を行わなかった場合については、効果的な未納督促を行

われたい。 

部は、各学校に対し、生活保護受給世帯等を除いては、学校徴収金の未納者が就学奨励費

受給対象者として認定されるまでの間は、効果的な未納督促を行うよう指導されたい。 

（都立学校教育部） 

（清瀬特別支援学校） 
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イ 学校徴収金の未納督促の経過を記録する個人別管理簿の作成時期等を定めるべきもの 

各学校は、個人別管理簿等により学校徴収金の未納者に対する督促経過、滞納理由、滞納

整理の状況を記録している。 

ところで、八王子東特別支援学校では、学校徴収金の未納者に対し、１名を除き文書催告

のみしか行っておらず、納付すべき月から３ヶ月以上未納が続いた場合にしか個人別管理簿

を作成していない。また、未納者に対し電話等で直接交渉をしていた１名についても、平成

２６年４月から１０月まで文書催告のみしか行っておらず、その結果、その間未納額が増え

続けている。 

このことから、学校は、速やかに電話や来校時の面談等による未納者への督促、未納の事

情や支払いの見込み等の聴取をしていないと認められ適切でない。 

そこで、個人別管理簿を作成する場合について確認したところ、都立学校教育部では「手

引」にて、督促経過記録の様式は授業料と同様の個人別管理簿によることとしており、記載

項目や記載内容については定めているものの、個人別管理簿の作成意義や作成時期について

は具体的に定めていない。 

本来、個人別管理簿は、未納者との交渉内容や支払の約束等を記録しておくことで適時適

切な催促が可能となるために作成するものであるから、電話や来校時による面談等、未納者

と直接折衝を行った時点から作成しておくべきものである。 

学校は、学校徴収金の未納者に対し、文書催告だけでなく未納者と直接交渉を行うことで

適時適切に徴収を行い、折衝を行った時点から個人別管理簿を作成されたい。 

部は、各学校に対し、学校徴収金の効果的な徴収のため未納者と直接折衝を行った時点か

ら個人別管理簿を作成するよう指導されたい。 

（都立学校教育部） 

（八王子東特別支援学校） 

 

（１６）学校徴収金（積立金）の個人別管理を適切に行うべきもの 

学校では、授業料のほかに、個人負担とする経費として、生徒個人の所有となる教材の購入

等に充てる積立金や給食費、生徒会費などの学校徴収金を生徒から徴収している。 

都立学校教育部が定めた「学校徴収金等事務手引（平成２３年３月版）」によると、学校は、

個人別管理表を用いて各生徒の積立金の収支管理を行い、積立金の残高が不足する生徒がいる

場合は、当該生徒の積立金の執行を停止することとされている。 

ところで、学校における積立金の個人別管理の状況を見たところ、次のとおり、適切でない

事例が認められた。 

 

① 五日市高等学校では、４人の生徒について、積立金が未納であるにも関わらず、教材費等

の支出を行っていたため、合計３１，９９９円が残金不足のまま支出されていた。 
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② 翔陽高等学校では、２人の生徒について、積立金が未納であるにも関わらず、教材費等の

支出を行っていたため、合計３，７４７円が残金不足のまま支出されていた。 

 

各学校は、学校徴収金（積立金）の個人別管理を適切に行われたい。 

   （五日市高等学校） 

（翔陽高等学校） 

 


